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Ⅰ 実施計画（平成 2６年度～平成 2８年度）の概要（肉付予算） 

 

１ 計画の目的 

本市は、長期総合計画において、市の将来像を「人も元気 まちも元気 新鮮都市 い

としま」と設定し、目指すべき都市イメージとして、「みんなに優しい住みよいまち」、

「自然をたいせつにした美しいまち」、「みんなでつくる自立したまち」を掲げています。 

これらを実現するために、市のまちづくりの基本理念を「人と自然と文化を生かした

協働のまちづくり」とし、その基本理念のもとに設定した７つの基本目標に基づき、今

後のまちづくりを進めていくこととしています。 

また、長期総合計画には、幅広い分野の内容が盛り込まれています。限られた資源で

効率的に地域課題を解決するため「子育て支援プロジェクト」、「校区まちづくり推進プ

ロジェクト」、「九州大学を生かした地域づくりプロジェクト」の３つを重点プロジェク

トとして掲げています。 

本実施計画は、長期総合計画に定められた施策に基づき、主要かつ優先度が高い事業

を具体的に示すものです。 

なお、本実施計画は、平成 26 年 6 月議会で決定した肉付け予算分の計画を策定す

るものです。 

 

２ 計画書の構成 

実施計画書は、主要な施策・事業を定める「事業計画書」及び全事業の財源を示した

「事業一覧表」で構成しています。 

実施計画書に計上している施策・事業は、ハード事業、又はソフト事業を下記の基準

により選定しています。 

 

【ソフト事業】  

３年間の総事業費が 100万円以上のもの。 

【ハード事業】 

事業完了までの総事業費 1,000万円以上のもの。 

 

 

３ 計画の期間 

   実施計画の期間は、平成 2６年度から平成 2８年度の３年間とします。 

 

４ 実施計画事業の評価 

   実施計画に計上する事業については、事業実施の前後で、次に掲げる３つの評価

を行います。 
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①事前評価 

    実施計画に計上する事業を決定するに当たり、事業の有効性、効率性などを視

点に事前評価を行います。 

 

評価種類 内部評価 

評価時期 実施計画策定前 

評価対象 実施計画に計上する事務事業（新規事業） 

評価者 各事業担当部課、実施計画担当課、庁議 

評価視点 必要性、妥当性、効率性、緊急性、有効性等 

結果反映 実施計画策定、予算編成、職員配置 

 

 

   ②中間評価 

    実施計画に継続して計上する事業について、当初設定していた効果目標が得ら

れているかを評価し、必要に応じ事業の見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ③事後評価 

    実施計画に計上した事業について、事業完了後に、当初設定していた効果目標

が得られたかの評価・分析を行い、その後の関連事業の参考とします。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価種類 内部評価、外部評価 

評価時期 実施計画策定前 

評価対象 実施計画に計上している事務事業（継続事業） 

評価者 各事業担当部課、実施計画担当課、庁議、外部評価委員 

評価視点 必要性、妥当性、効率性、緊急性、有効性等 

結果反映 
実施計画の見直し（継続、拡大、縮小、休止、廃止等の判断）

予算編成、職員配置 

評価種類 内部評価 

評価時期 事務事業完了後 

評価対象 実施計画に計上し、完了した事務事業 

評価者 各事業担当部課 

評価視点 効率性、妥当性、有効性等 

結果反映 関連事業企画立案の参考とする 
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５ 計画の概要と財源 

   本実施計画（肉付予算・３ヵ年）に計上した事業費の総額は、３１億 4,825万

6千円（一般会計、特別会計、企業会計含む）で、その充当財源の内訳は、「Ⅱ 実

施計画事業一覧表（P４～）」に示しています。 

   一般会計事業において必要な一般財源の総額は、１０億 5,397 万 5 千円です。 

   実施計画策定にあたっては、厳しい財政状況を考慮しながら、国県などの補助、

交付税措置のある起債などを極力活用し、緊急性を最重視して財源を配分しました。 

 

 ◆基本目標別の事業費（一般会計、特別会計含む）        （単位：千円） 

基本目標 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

①みんなが健康で元気な 

まちづくり 
22,282 21,041 13,091 

②子どもが健やかに育つ 

まちづくり 
24,975 71,087 68,501 

③海、山、川をたいせつにし

たまちづくり 
82,813 15,300 30,300 

④快適に暮らすことができ

る安全・安心のまちづくり 
311,973 473,617 640,898 

⑤みんなの力で進める協働

のまちづくり 
51,960 136,514 18,254 

⑥経営感覚を持った持続可

能なまちづくり 
200,415 339,244 100,091 

⑦地域資源を生かした産業

創出のまちづくり 
222,862 169,719 133,319 

合   計 917,280 1,226,522 1,004,454 

 ※全事業数・・・107事業(肉付予算) 

 
   以下、長期総合計画における７つの基本目標別に、該当する施策・事業の概要に

ついて説明します。 

 



【一般会計】

事業の新規・継続 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

1　みんなが健康で元気なまちづくり

（１）保健・医療の充実

課題 1,400 4,184 5,584 0 0

新規 ソフト

　 0 4,500 4,500 2,000 2,000

継続 ハード

　 1,707 1,707 0 0

新規 ソフト

（２）高齢者福祉の推進

3,000 3,000 10,000 10,000 10,000 10,000

新規 ハード

10,900 10,900 5,450 5,450 0

新規 ソフト

２　子どもが健やかに育つまちづくり

（１）子育て支援の充実

課題 2,389 2,389 0 0

重点

新規 ソフト

課題 2,916 2,916 15,000 15,000 15,000 15,000

新規 ソフト

（２）学校教育の充実

課題 1,760 1,760 2,640 2,640 2,640 2,640

重点

新規 ソフト

課題 0 0 10,000 10,000 5,000 5,000

継続 ハード

課題 10,479 10,479 15,719 15,719 18,133 18,133

継続 ハード

課題：平成26年度主要課題
重点：重点プロジェクト
ソフト・ハード：事業種別

（　）は市予算化以外
【単位：千円】

事業名

二丈温泉きららの湯の施設老朽化に伴う補修、送水管洗浄、ポンプ
交換を行う。

子ども・子育て支援法に基づき、効率的な子育て、教育サービスを提
供するため、地域の子育て支援サービスの需要・供給を調査し、「糸
島市子ども・子育て支援事業計画」を策定する。

めじゃ～リーグ事業

健
康
づ
く
り
課

あごら・ふれあい改修事業

きららの湯整備事業

子
ど
も
課

健康ふれあい施設整備事業（建物
調査）

健
康
づ
く
り
課

介
護
保
険
課

子ども医療費助成事業(乳幼児医
療費支給)

子ども・子育て支援事業計画策定
事業

健
康
づ
く
り
課

福
祉
支
援
課

現在就学前までの入院医療費の無料化を小学低学年(3年生)まで拡
充する。

臨床心理士学校巡回事業
学
校
教
育
課

設置後２５年程度を経過し、点検により更新の指摘を受けた受電設
備の改修を順次行うことで、安定した施設の利用を図る。

二丈温泉きららの湯の建物及び設備の状態を調査・診断し、改修・修
繕計画を作成する。

設置後１５年程度を経過し、老朽化した空調設備（エアコン）の取替工
事を行うことで、学習環境の向上を図る。

小中学校受電設備改修事業

教
育
総
務
課

25

24

教
育
総
務
課

子
ど
も
課

臨床心理士を定期的に小中学校へ巡回させることで発達障がい等を
早期に発見し、児童生徒への適切な支援を行う。

23

22

21

小中学校空調設備整備事業

勤労世代をはじめとして歩数計を貸与し、年間を通じて歩数を競い合
うイベントを開催することで健康づくりの意識付けや生活習慣病の予
防を行う。

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

課名 特色

平成26年度 平成27年度 平成28年度

平成26年度～平成28年度 糸島市実施計画事業一覧表（肉付予算分）

ページ

15

16

17

18 健康福祉センター「あごら」及び「ふれあい」の突発的な修繕の発生を
抑制するため、計画的な修繕を行い、安全で快適な施設の運営を行
う。

19
介護人材確保支援事業

地域の若年者等を雇用し、介護施設での研修を実施し、雇用の創出
と介護人材の確保・育成を図る。
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事業の新規・継続 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

　 891 891 1,188 1,188 1,188 1,188

新規 ソフト

　 0 0 20,000 20,000 20,000 20,000

新規 ソフト

　 3,520 3,520 3,520 3,520 3,520 3,520

新規 ソフト

　 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

新規 ソフト

　 1,020 1,020 1,020 1,020 1,020 1,020

新規 ソフト

３　海、山、川をたいせつにしたまちづくり

（１）自然環境の保全育成

　 3,600 3,600 3,700 3,700 3,700 3,700

新規 ソフト

　 600 600 600 600 600 600

新規 ソフト

　 500 500 1,000 1,000 1,000 1,000

新規 ソフト

（２）循環型社会の確立

　 500 500 0 0

継続 ソフト

　 9,000 1,000 10,000 9,000 1,000 10,000 9,000 1,000 10,000

継続 ハード

　 0 0 15,000 15,000

新規 ハード

　 65,413 500 65,913 0 0

継続 ハード

福岡県環境保全基金を活用して、市内の防災拠点等に太陽光発電
設備+蓄電池を設置し、災害に強く、低炭素のまちづくりを展開するた
めに実施する。

37

公共施設防災拠点等再生可能エ
ネルギー導入推進事業

生
活
環
境
課

小水力発電で得た売電益を活用し、公共施設等に太陽光発電設備を
設置する。

再生可能エネルギー設備整備促
進事業

生
活
環
境
課

市内の竹林から搬入される竹を、竹粉生産事業者が買い取る価格に
商品券で買い取り価格を上乗せする。

36

農
林
土
木
課

33
竹林整備促進事業

各校区が自主的な活動で必要な木工加工品をトンカチ館で製作す
る。

32
木材利用促進事業

農
林
土
木
課

農
林
土
木
課

松林を市民協働で保全するため、アダプト制度を導入する。

松林保全アダプト事業

学
校
教
育
課

各学校の独自性を引き出すため、学校長の提案に基づいて予算を配
当する。

30
特色ある中学校づくり事業

学
校
教
育
課

各学校の独自性を引き出すため、学校長の提案に基づいて予算を配
当する。

29
特色ある小学校づくり事業

学
校
教
育
課

土曜日に年間約10日程度、地域の人材を活用して補充的・発展的な
学習を充実する。

中学校１年の時期に、きめ細やかに指導するため、市費負担職員を
任用し、35人学級を実施する。

28
土曜日の教育活動推進事業

27
中学校少人数学級推進事業

教職員への専門機関によるメンタルヘルス相談を導入して、心的負
担軽減を図り、授業に集中できる環境を作り、より質の高い授業を目
指す。

26
教職員メンタルヘルス事業

学
校
教
育
課
学
校
教
育
課

公共施設のうち、必要性の高い施設について、順次、照明器具をＬＥ
Ｄ照明器具に取り替えることで、省エネ化、二酸化炭素排出の削減を
図る。

34

35

段ボールコンポスト講習会を開催して、参加者にコンポストを配布す
ることで、利用の拡大、普及を行い、ごみの減量化を図る。

段ボールコンポスト普及促進事業
生
活
環
境
課

庁舎等照明機器改修事業

管
財
契
約
課

31

ページ
事業名

課名 特色

平成26年度 平成27年度 平成28年度

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計
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事業の新規・継続 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

　 1,700 1,700 0 0

新規 ソフト

４　快適に暮らすことができる安全・安心のまちづくり

（１）都市機能の充実

課題 615 615 0 0

継続 ソフト

　 0 0 41,990 41,990

新規 ソフト

　 60,000 89,700 10,945 160,645 65,000 73,500 8,616 147,116 78,585 76,700 8,909 164,194

継続 ハード

　 6,801 6,801 0 0

新規 ソフト

（３）交通環境の整備充実

課題 1,600 1,400 780 3,780 3,000 2,700 650 6,350 0

継続 ハード

課題 4,067 4,067 16,225 11,900 3,226 31,351 15,675 11,500 1,526 28,701

新規 ハード

課題 0 0 2,750 2,000 450 5,200

新規 ハード

　 10,424 10,424 19 19 27,500 20,200 17,319 65,019

継続 ハード

　 5,559 5,559 0 0

新規 ソフト

　 1,237 5,204 6,441 3,999 3,999 0

継続 ソフト

（４）治山・治水

　 17,000 17,000 15,000 15,000 15,000 15,000

継続 ハード

福吉校区及び一貴山校区自主運行バスの継続運行を支援し、試行
運行実施校区の本格運行とバスボランティア運転の育成を図る。

運動公園を整備するため、整備構想の策定を行う。

49

経
営
企
画
課

42
運動公園等整備事業

前原東地区（20.2ha）の土地区画整理事業について、補助を行うこと
で、都市基盤を整備し、人口の新たな受け皿を確保する。

前原東土地区画整理事業
都
市
整
備
課

H27.1.2～H31.3.31までの間で、新築・中古住宅を取得した場合、固定
資産税相当額（建物）を奨励金として３年間交付する。

41

学
研
都
市

づ
く
り
課

40
糸島市マイホーム取得奨励金

38

波多江泊線交通解析事業
都
市
整
備
課

現在４車線で計画している波多江泊線について、現状の交通量を把
握し、２車線化への可能性を調査する。

糸島市バイオマス産業都市構想策
定事業

農
業
振
興
課

再生可能エネルギー導入計画及びバイオマス活用推進計画に基づく
施設整備支援に備え、地域の特色を活かした環境にやさしい「バイオ
マス産業都市」を目指すための構想を策定する。

47

46

50

波多江駅の自由通路を整備することにより、駅南側からの駅利用者
の利便性向上と安全で快適な歩行者空間の整備を行う。

自主運行バス事業
地
域
振
興
課

護岸補修や浚渫工事等により、認定河川を計画的に維持補修し、豪
雨による災害から市民の財産と生命を守る。

波多江駅自由通路整備事業

建
設
課

都
市
整
備
課

新田久保田線整備事業

松浦中線・松浦線整備事業
波多江駅南口へのアクセス道路を整備(歩道設置)することにより、通
勤、通学を始め一般通行の安全性を確保する。

集落を抜ける道路で、緊急車両の進入が困難なため、道路拡幅によ
り、住民の安全を確保する。

44

高柳線整備事業

39
婚活支援事業

結婚希望者に対する出会いの場の提供や講座の実施など婚活を支
援し、市内の婚姻件数を増やすことで、農漁業や商工業従事者の後
継者問題の解決、出生件数の増加による人口の自然増を図る。

学
研
都
市
づ
く
り
課

43
建
設
課

建
設
課

河川維持管理事業

建
設
課

中央ルートと西廻りルートを結ぶ重要な幹線道路として交通混雑の
解消、利便性及び交通安全の向上を図る。

45

ページ
事業名

課名 特色

平成26年度 平成27年度 平成28年度

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

6



事業の新規・継続 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

　 21,500 2,150 19,350 43,000 0 0

新規 ハード

（６）防災・防犯体制の確立

　 875 876 1,751 0 0

新規 ソフト

　 1,199 1,199 0 0

新規 ソフト

　 1,999 1,999 2,665 2,665 2,665 2,665

新規 ソフト

課題 6,692 6,692 0 0

継続 ハード

課題 0 0 59,800 4,522 64,322

新規 ハード

課題 5,250 5,250 0 0

新規 ハード

課題 0 35,000 2,631 37,631 0

新規 ハード

課題 0 0 118,200 1,524 119,724

新規 ハード

課題 20,300 1,170 21,470 0 43,900 2,450 46,350

新規 ハード

課題 0 0 24,200 3,345 27,545

新規 ハード

　 9,800 1,100 10,900 9,800 1,100 10,900 9,800 1,100 10,900

継続 ハード

　 0 12,549 11,200 1,349 25,098 24,344 21,900 2,444 48,688

新規 ハード

市内全域のＬＥＤ以外の防犯灯をＬＥＤに転換し、安全安心まちづくり
の推進や市及び行政区の財政負担の軽減等を図る。

危
機
管
理
課

63
防犯灯ＬＥＤ転換事業

自衛官ＯＢを防災指導員として配置し、防災講座等の指導を行うとと
もに、地域防災計画の見直しや警戒避難体制の整備を行う。

防災指導員配置事業
危
機
管
理
課

広域避難個別計画に定める市外16市町の51避難所までの避難経路
マップを作成し、原発から30ｋｍ圏内の住民に配布する。

54

危
機
管
理
課

53

原子力災害広域避難経路図作成
事業

消火栓の未整備地域や消火栓の実利用が困難な場所に防火水槽を
整備する。

消防署本署配備の救助工作車が老朽化しているため、更新を行う。

建物の老朽化に加え、室内も狭く利用しにくい状況であるため、建替
することで、地域防災の要となる消防団員の待機場所等の確保及び
消防活動の充実を図る。

土砂災害防止法による警戒区域、特別警戒区域の指定及び変更に
伴い、市内全校区の土砂災害ハザードマップを更新・印刷し全戸に配
布する。

62

消防団詰所建替事業（消防施設整
備）

防火水槽整備事業（消防施設整
備）

消防団配備のポンプ自動車が、老朽化により機能の不具合が発生し
ているため、車両を更新する。

危
機
管
理
課

61

警
防
課

消防団ポンプ自動車整備事業

警
防
課

59

60

はしご部分の、適切な機能及び安全性を確保するため、分解・点検
整備を行う。

はしご付消防自動車分解整備事
業

警
防
課

救助工作車更新事業

警
防
課

常時安定した緊急通報の受信などの体制を整備するため、通信指令
施設の機器の部分更新工事を行う。

57

58

防火服更新事業 警
防
課

通信指令施設部分更新事業

消防署本署配備の化学消防ポンプ自動車が老朽化しているため、更
新を行う。

消防職員に配備している防火服について、「防火服性能ガイドライン」
に適合していないものを更新する。

危
機
管
理
課

土砂災害ハザードマップ作成事業
52

化学消防ポンプ自動車更新事業 警
防
課

警
防
課

51

55

56

福吉漁港導流堤内消波施設設置
事業

水
産
振
興
課

福吉漁港導流堤内に消波施設を設置することにより、台風等荒天時
の遡上波を軽減し、漁業集落の安全安心を確保する。

ページ
事業名

課名 特色

平成26年度 平成27年度 平成28年度

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

7



事業の新規・継続 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

　 600 600 600 600 600 600

新規 ソフト

５　みんなの力で進める協働のまちづくり

（１）協働のまちづくりの推進

　 4,180 4,180 0 0

新規 ソフト

課題 11,000 11,000 11,000 11,000 0

重点

継続 ソフト

課題 14,997 14,997 10,609 10,609 0

重点

継続 ハード

　 2,500 2,500 0 0

　

新規 ソフト

　 0 1,000 1,000 0

新規 ソフト

（２）生涯学習機会の充実

　 0 0 13,054 13,054

新規 ハード

　 2,441 2,441 2,700 2,700 2,700 2,700

継続 ハード

（５）文化・芸術の創造

　 1,150 1,150 2,300 0 0

新規 ソフト

　 2,354 300 2,057 4,711 0 0

新規 ソフト

　 2,500 2,200 300 5,000 42,260 37,900 28,545 108,705 0

新規 ハード

　 2,331 2,331 0 0

新規 ソフト

危
機
管
理
課

64

安全安心まちづくり事業補助金の
拡充

青パト実施団体（校区）の青パト活動費用の補助を拡大し、青パト活
動の充実を図る。

「糸島方言」を活かしたかるたや双六などを作成することにより、市民
の地域への愛着、愛郷精神を高める。

文
化
課

75
糸島方言かるた制作事業

66

税
務
課

史跡怡土城跡の公有化を実施した高来寺と高祖において史跡の一
部である土塁が崩壊する危険性が高い箇所があるため、保存修理工
事を行う。

72

図書館移転後、現施設を市民の芸術文化活動を支援する多目的
ホールに改修する。併せて、避難所機能を持った施設として整備す
る。

文
化
課

史跡怡土城跡保存修理事業
73

博物館開館１０周年記念事業として、市民講演会の開催及び市民が
体験して楽しめる講座を開催する。

71
立花運動場整備事業

生
涯
学
習
課

地
域
振
興
課

立花運動場の利用を促進するため、フェンス及びトイレの改修工事を
行う。

地
域
振
興
課

67

地
域
振
興
課

糸島市民まつり事業

ご当地ナンバー導入事業
糸島市オリジナルの車両ナンバープレートを作ることにより、市民に
郷土愛を深めてもらい、対外的な知名度の向上や糸島市のPRを図
る。

65

74

文
化
課

行政区等が設置し、管理する公民館の建設、児童遊園地の施設整
備及び当該用地の購入に対し、補助金を交付する。

「糸島市民まつり」を市民協働で実施することにより、地域活性化、一
体感の醸成、糸島市のＰＲを図る。

多目的ホール整備事業 文
化
課

伊都国歴史博物館開館10周年記
念事業

行政区等公民館設置事業及び児
童遊園地施設等補助事業

68
コミュニティ助成事業

二丈絆太鼓が演奏で使用する資材等の購入を支援し、地域活動を活
発にし、伝統継承や青少年・後継者育成をさらに進めることで、地域
コミュニティの活性化につなげる。

69

外国語版「市民生活パンフレット」
作成事業

生
活
環
境
課

国際交流基本計画に基づき、外国語の市民生活パンフレットを作成
する。

70
市立公民館設備改修事業

生
涯
学
習
課

雷山及び前原公民館の空調設備は設置15年以上を経過しているた
め、早急な整備を図る。

ページ
事業名

課名 特色

平成26年度 平成27年度 平成28年度

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

8



事業の新規・継続 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

　 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

新規 ソフト

（６）九州大学との交流の推進

課題 500 500 1,000 500 500 1,000 500 500 1,000

重点

新規 ソフト

６　経営感覚を持った持続可能なまちづくり

（１）行財政改革の推進

　 0 25,305 25,305 0

新規 ハード

　 76,100 11,703 87,803 75,873 107,800 14,871 198,544 32,517 43,800 4,976 81,293

新規 ハード

　 1,562 1,562 1,562 1,562 0

新規 ハード

　 2,845 2,845 3,086 3,086 792 792

新規 ハード

4,752 4,752 0 0

新規 ソフト

4,500 4,500 10,500 10,500 0

新規 ソフト

0 7,000 7,000 10,000 10,000

新規 ソフト

課題 0 4,968 4,968 0

新規 ハード

課題 2,120 2,120 0 0

新規 ソフト

64,916 4,968 12,602 82,486 54,991 6,934 12,535 74,460 0

新規 ハード

人事評価制度の定着化及び評価結果の分析・調整の円滑化を図り、
職員の人材育成に活用する。併せて、人事評価制度に係る職員の事
務軽減を図る。

学
研
都
市
づ
く
り
課

77 九大生の起業家を支援することにより、商店街などの空き店舗を有
効活用し、九州大学との交流や地域の活性化を図る。

九州大学学生チャレンジショップ支
援事業

81
庁用自動車購入等事業

消防署に空気ボンベ充填用コンプレッサーを導入し、随時空気充填
を行うことができる体制を整える。

空気ボンベ充填用コンプレッサー
導入事業

警
防
課

82
人事評価システム導入事業 人

事
課

80

全公用車の稼働状況等の調査を行い、計画的に更新していくことで
維持管理費を抑制し、車両事故等を未然に防止する。

管
財
契
約
課

新庁舎建設整備事業
管
財
契
約
課

市民サービスの更なる向上に資するため、防災拠点としての機能を
有した庁舎、新庁舎等を建設する。

経
営
企
画
課

85

76

伊都文化会館文化振興イベント開
催事業

文
化
課 伊都文化会館ホールで毎年1回から2回、コンサート等を実施する。

79
庁舎等改修事業

管
財
契
約
課

市
民
課

平成２８年１月からスタート予定のマイナンバー制度にあわせ、コンビ
ニエンスストアでの住民票、印鑑証明などの諸証明の交付を開始す
る。

78

コンビニエンスストアでの諸証明交
付導入事業

支所廃止後の本庁舎における執務スペースの確保、二丈庁舎及び
志摩庁舎の有効活用のため、庁舎等の改修工事を行う。

83
市役所の仕事総点検

市役所の仕事を総点検し、市職員にしかできない仕事と民間に任せ
ることができる仕事を整理・区分する。民間活力導入可能なものは、
委託手法など具体的な改善までの道筋を付ける。

84

公共施設等総合管理計画（インフ
ラ長寿命化計画）策定

経
営
企
画
課

市の所有するすべてのインフラに関し、中長期的な維持管理等の方
針、改修・更新・統廃合の年次計画を明確にし、トータルコストの縮減
や財政負担の平準化を図る。

86

政策企画研修事業「いとしま政策
企画塾」

人
事
課

専任講師の指導のもと、政策立案実習を行い、職員の政策形成能力
の向上と実践力を習得し、政策形成の核となる職員を育成する。

87
社会保障・税番号制度導入事業

情
報
政
策
課

番号法による行政機関及び自治体間の個人情報の連携に対応する
ため、必要な改修を実施し、業務システムの運用維持を確保する。

ページ
事業名

課名 特色

平成26年度 平成27年度 平成28年度

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

9



事業の新規・継続 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

課題 8,006 8,006 8,006 8,006 8,006 8,006

重点

継続 ソフト

　 6,341 6,341 5,813 5,813 0

新規 ソフト

７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

（１）農林水産業の振興

課題 1,700 27,134 28,834 1,700 15,300 17,000 1,700 15,300 17,000

継続 ハード

課題 500 4,500 5,000 500 4,500 5,000 500 4,500 5,000

継続 ハード

課題 0 6,000 4,800 600 600 12,000 0

継続 ハード

課題 84,403 (99,233) 84,403 0 0

継続 ハード

(4,500) 3,004 3,004 (4,500) 4,214 4,214 (4,500) 4,214 4,214

新規 ソフト

課題 15,734 7,870 23,604 23,300 11,650 34,950 23,300 11,650 34,950

新規 ハード

課題 700 700 1,000 1,000 1,000 1,000

新規 ソフト

課題 4,500 4,500 7,000 7,000 7,000 7,000

新規 ハード

課題 6,900 6,900 10,000 10,000 10,000 10,000

新規 ハード

課題 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

新規 ハード

課題 3,000 3,000 3,000 3,000 0

種別

新規 ソフト

平成27年度 平成28年度平成26年度

農
業
振
興
課

92

95

新規就農定着支援事業

農
業
振
興
課

100

97

農
業
委
員
会

活力ある高収益型園芸産地育成
事業

農
業
振
興
課

整備費用200万円以上のため池や井堰等の農業水利施設及び付帯
施設の整備を実施する。

糸島のめぐみ事業協同組合と連携し、糸島産の農林水産物を原材料
として、新商品の開発や販路開拓を行う。

農業用水路、井堰等の老朽化や破損に伴う改良工事等を行う。

ため池防災対策調査の結果を基に、施設の老朽箇所や危険箇所に
ついて、計画的な修繕を行う。

農業施設整備市単独事業

水利用再編促進事業

90

ため池防災対策事業
91

課名 特色

94

農
林
土
木
課

農
林
土
木
課

農山漁村６次化支援事業

農
林
土
木
課

88
組織対応型連携事業

学
研
都
市
づ
く
り
課

連携研究助成事業などのうち、市が重要と判断した研究テーマを選
定し、九大と共同研究契約を締結する。

89
ＩＣＴ街づくり推進事業

情
報
政
策
課

九州大学と連携し、ICカードを利用した避難体制の整備、公共交通の
運営効率化、児童の見守りなど安心して生活できるまちづくりを行う。

93

水田農業担い手機械導入支援事
業

ハウス施設や省力施設、機械の整備や先進技術の導入、省エネル
ギー化など生産基盤の整備に対する補助を行う。

耕作放棄地の再生利用に対して、補助金を交付し、耕作放棄地の発
生を抑制するとともに、農地の有効利用を図る。

耕作放棄地対策事業

96

農
業
振
興
課

米・麦・大豆の生産コストの低減を図るため、高性能機械の導入経費
に対する補助を行う。

後継者、新規参入者が農業者として早期に定着するため、農地や機
械の賃借料、雇用を行った場合の費用を助成する。

糸島市就農支援事業
販売農家を目指す帰農・新規の農業者に対し、施設整備や機械導入
に要する経費の一部を助成する。

農
業
振
興
課

98
糸島市農村地域活性化事業

農
業
振
興
課

不作付地（耕作放棄、遊休）を活用した作物の栽培等に取組む認定
農業者に対し、施設・機械の導入費用の一部を助成する。

99

ふくおかの畜産競争力強化対策事
業

農
業
振
興
課

畜産農家が規模拡大を目的とした機械・施設の導入に対し支援を行
い、畜産業経営の安定を図る。

事業名
ページ 財源内訳 事業費

合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

10



事業の新規・継続 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

課題 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300

種別

新規 ソフト

課題 1,100 1,100 2,700 2,700 2,700 2,700

種別

新規 ソフト

課題 1,000 1,000 0 0

種別

新規 ソフト

0 10,250 10,250 20,500 10,250 10,250 20,500

新規 ハード

(6,000) 3,000 3,000 (6,000) 3,000 3,000 (6,000) 3,000 3,000

継続 ソフト

(9,150) 9,150 9,150 (4,000) 4,000 4,000 0

新規 ハード

500 500 (300) 300 300 (300) 300 300

新規 ソフト

（２）商工業の振興

(349) 699 699 0 0

継続 ソフト

課題 3,087 3,087 3,100 3,100 3,100 3,100

新規 ソフト

1,000 1,000 1,000 1,000 0

継続 ソフト

(3,000) (4,000) 3,000 3,000 0 0

新規 ソフト

（３）観光の推進

課題 0 2,880 2,880 2,000 2,000

新規 ハード

市内商工業者が市内の農林水産物を使用した新商品等の研究開発
や販路開拓を行う事業に対して、経費の一部を助成し、地域経済の
活性化を図る。

109

商店街等が公民館等に出向いて商品・サービスを提供する移動商店
街事業の一部を補助する。

買物弱者支援事業
商
工
振
興
課

農
林
土
木
課

農
業
振
興
課

平成27年度

真名子木の香ランド宿泊施設等改
修事業112 真名子木の香ランド宿泊施設の避難棟外壁・シャワー室の改修、散

策道周辺の整備を行い、施設の利用促進、観光振興を図る。

商工会が発行する商品券のプレミアム分（10％）の一部を補助する。

農商工連携事業補助金

商
工
振
興
課

108

101

糸島農産物ブランド化推進活動支
援事業 糸島ブランドの確立を図るため、農水産物生産者及び食品加工業者

によるデパートや商談会への出展、海外イベントへの参加などに対し
て経費を一部助成する。

102
産直施設活性化事業

農
業
振
興
課

糸島産農産物の発信基地である産直所の活性化を図るため、イベン
トの開催や出店費用、出張や広告、備品などの販売促進費用につい
て一部補助を行う。

103
新品種・新技術導入支援事業

農
業
振
興
課

九州大学連携研究助成金制度などの成果を、農業者団体等が農畜
産物の生産、加工、流通の過程で所得向上を図るための新品種の導
入等を支援する。

104
林業専用道整備事業

農
林
土
木
課

間伐材を有効活用するため、林道作業道を整備し、林業の推進を図
る。

水産業振興補助金事業
水
産
振
興
課

つくり育てる漁業を振興するため、稚魚・稚エビ、アワビ・ウニなどの
放流を行い、水産資源の保全と漁獲量を図る。

105

106

水産業振興対策事業（カキ洗浄機
設置事業）

水
産
振
興
課

糸島漁業協同組合員の漁労活動と作業効率及び生産性の向上を図
るため、施設の整備等に対し補助を行う。

107
水産物ブランド化推進事業

水
産
振
興
課

水揚げされた魚介類の付加価値向上を図るため、糸島ブランドステッ
カー、ポスターの作製、販売イベントを実施し、糸島産水産物のブラン
ド化の推進を図る。

110
見本市等出展補助事業

シ
テ

ィ
セ
ー

ル
ス
課

販路開拓について、より効果が見込める大手見本市や展示会への出
展を希望する生産者や製造者に対し、出展費用の一部を補助する。

111

“なんでも糸島”プロジェクト事業
～プレミアム付商品券発行

商
工
振
興
課

ページ
事業名

課名 特色

平成26年度 平成28年度

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

11



事業の新規・継続 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

課題 9,000 9,000 9,800 9,800 0

新規 ハード

(900) 6,000 6,000 0 0

継続 ソフト

　 0 5,600 7,500 900 14,000 5,200 7,800 13,000

新規 ハード

　 2,750 2,750 280 280 560 560

新規 ソフト

1,829 1,829 200 200 200 200

新規 ソフト

2,907 2,907 0 0

新規 ソフト

8,000 8,000 5,000 5,000 0

継続 ソフト

1,095 1,095 1,495 1,495 1,495 1,495

新規 ソフト

（４）企業の誘致と新産業の創出

課題 1,500 1,500 0 0 0 0

新規 ソフト

133,895 204,487 208,500 16,805 348,722 912,409 292,248 33,750 311,100 9,734 385,711 1,032,543 197,321 28,300 441,000 17,200 319,542 1,003,363

九大連携事業で開発したスマホアプリを使った情報発信、観光協会
HPの改修補助（スマホ対応）、糸島ガイドマップの増刷を行う。

企業誘致推進事業（広告掲載）
商
工
振
興
課

121 先端産業の企業誘致を行うために、経済新聞に糸島リサーチパーク
の広告を掲載し、全国の経営者等に情報発信する。

シ
テ

ィ
セ
ー

ル
ス
課

観光情報発信事業
117

シ
テ

ィ
セ
ー

ル
ス
課

おもてなし観光推進事業

シ
テ

ィ
セ
ー

ル
ス
課

観光地の公衆トイレを計画的に新設、改修、観光入込客の増加、観
光イメージの向上を図る。

115
観光施設等整備事業

シ
テ

ィ
セ
ー

ル
ス
課

瑞梅寺山の家修繕事業
農
林
土
木
課

113

114
観光振興推進事業

瑞梅寺山の家の研修棟外壁、排水設備などの整備を行い、施設の利
用促進、観光振興を図る。

116 観光客の受入れ体制、宿泊施設、外国人への接客など市全体のおも
てなし環境の向上のため、観光ボランティアの研修、観光事業者への
アドバイザー派遣の研修なども実施する。

合　　　　　計

超小型モビリティ、電動自転車のレンタルを実施し、観光地への２次
交通の確保、エコツーリズムの推進により、観光客の利便性の向上
を図る。

118
いいね糸島ＰＲ発信事業

シ
テ

ィ
セ
ー

ル
ス
課

糸島市の名勝、文化財などが印刷されたポストカードと名刺台紙を作
成する。平成26年度に作成し、5か年で販売促進。

119

いとしまブランド推進事業(広告掲
載等事業)

シ
テ

ィ
セ
ー

ル
ス

課

テレビ、雑誌等の取材を誘導し、糸島市の魅力を掘りおこし認知度の
向上を図り、糸島ブランドを推進する。

120
観光大使事業

シ
テ

ィ
セ
ー

ル
ス
課

ふるさと大使を廃止し、観光大使を設置する。九州大学留学生による
アカデミック観光大使を実施する。

特色 事業費
合計

ページ
事業名

課名

平成26年度 平成27年度 平成28年度

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳
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【介護保険事業特別会計】

国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

1　みんなが健康で元気なまちづくり

（２）高齢者福祉の推進

　 1,091 1,091 1,091 1,091 1,091 1,091

新規 ソフト

【渡船事業特別会計】

国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

４　快適に暮らすことができる安全・安心のまちづくり

（３）交通環境の整備充実

　 378 3,402 3,780 19,288 173,402 198 192,888 0

新規 ハード

【各会計合計】

国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

133,895 204,487 208,500 16,805 348,722 912,409 292,248 33,750 311,100 9,734 385,711 1,032,543 197,321 28,300 441,000 17,200 319,542 1,003,363

0 0 0 1,091 0 1,091 0 0 0 1,091 0 1,091 0 0 0 1,091 0 1,091

378 0 0 0 3,402 3,780 19,288 0 173,402 0 198 192,888 0 0 0 0 0 0

134,273 204,487 208,500 17,896 352,124 917,280 311,536 33,750 484,502 10,825 385,909 1,226,522 197,321 28,300 441,000 18,291 319,542 1,004,454

20

地域包括ケアシステムの構築事
業（24時間対応の在宅介護サー
ビス等の基盤整備含む）

介
護
保
険
課

事業費
合計

事業費
合計

財源内訳

平成27年度

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

ページ 事業名 課名 特色

糸島安心支えあいネットワーク運営会議を設置し、医療、介護、見守
り、住まいなど各機関と連携した包括的な高齢者ケアシステムを確立
する。

平成26年度 平成28年度

一般会計

48

平成26年度

事業名

平成27年度

ページ

渡船事業特別会計

総　　　 計

各会計

課名 特色

介護保険事業特別会計

平成28年度

財源内訳 事業費
合計

財源内訳

平成28年度

市営渡船ひめしま代替建造事業
地
域
振
興
課

建造15年程度を経過し、老朽化した市営渡船「ひめしま」を新たに建
造する。

平成26年度

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

平成27年度

13



【単位：千円】

国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

（１）保健・医療の充実 0 0 0 1,400 5,891 7,291 0 0 0 0 4,500 4,500 0 0 0 0 2,000 2,000

（２）高齢者福祉の推進 0 10,900 0 1,091 3,000 14,991 0 5,450 0 1,091 10,000 16,541 0 0 0 1,091 10,000 11,091

（１）子育て支援の充実 0 0 0 0 5,305 5,305 0 0 0 0 15,000 15,000 0 0 0 0 15,000 15,000

（２）学校教育の充実 0 0 0 0 19,670 19,670 0 0 0 0 56,087 56,087 0 0 0 0 53,501 53,501

（１）自然環境の保全育成 0 0 0 0 4,700 4,700 0 0 0 0 5,300 5,300 0 0 0 0 5,300 5,300

（２）循環型社会の確立 0 65,413 9,000 0 3,700 78,113 0 0 9,000 0 1,000 10,000 0 0 9,000 15,000 1,000 25,000

（１）都市機能の充実 60,000 0 89,700 0 18,361 168,061 65,000 0 73,500 0 8,616 147,116 78,585 0 76,700 0 50,899 206,184

（３）交通環境の整備充実 1,978 1,237 1,400 0 29,436 34,051 38,513 0 188,002 0 8,092 234,607 45,925 0 33,700 0 19,295 98,920

（４）治山・治水 0 21,500 0 2,150 36,350 60,000 0 0 0 0 15,000 15,000 0 0 0 0 15,000 15,000

（６）防災・防犯体制の確立 875 0 30,100 0 18,886 49,861 12,549 0 56,000 0 8,345 76,894 24,344 0 277,800 0 18,650 320,794

（１）協働のまちづくりの推進 0 0 0 2,500 30,177 32,677 0 0 0 0 22,609 22,609 0 0 0 0 0 0

（２）生涯学習機会の充実 0 0 0 0 2,441 2,441 0 0 0 0 2,700 2,700 0 0 0 0 15,754 15,754

（５）文化・芸術の創造 6,004 300 2,200 0 7,338 15,842 42,260 0 37,900 0 30,045 110,205 0 0 0 0 1,500 1,500

（６）九州大学との交流の推進 500 0 0 500 0 1,000 500 0 0 0 500 1,000 500 0 0 0 500 1,000

（１）行財政改革の推進 64,916 0 76,100 4,968 54,431 200,415 130,864 0 107,800 6,934 93,646 339,244 32,517 0 43,800 0 23,774 100,091

（１）農林水産業の振興 0 105,137 0 2,200 74,658 181,995 16,250 28,300 4,800 2,800 79,814 131,964 10,250 28,300 0 2,200 72,214 112,964

（２）商工業の振興 0 0 0 3,087 4,699 7,786 0 0 0 0 4,100 4,100 0 0 0 0 3,100 3,100

（３）観光の推進 0 0 0 0 31,581 31,581 5,600 0 7,500 0 20,555 33,655 5,200 0 0 0 12,055 17,255

（４）企業の誘致と新産業の創出 0 0 0 0 1,500 1,500 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1,004,454319,54218,291441,00028,300197,3211,226,522385,90910,825484,50233,750311,536

28,300 0 2,200 87,369 133,319

204,487 917,280352,12417,896208,500

32,517 0 43,800 0 23,774 100,091130,864 0 107,800 6,934 93,646 339,244

0 0 17,754 18,254

64,916 0 76,100 4,968 54,431 200,415

37,900 0 55,854 136,514 500 02,200 3,000 39,956 51,960 42,760 0

148,854 0 388,200 0 103,844 640,898116,062 0 317,502 0 40,053 473,61762,853 22,737 121,200 2,150 103,033 311,973

0 0 9,000 15,000 6,300 30,3000 0 9,000 0 6,300 15,300

0 0 68,501 68,501

0 65,413 9,000 0 8,400 82,813

0 0 71,087 71,087 0 0

00

0 0 0 0 24,975 24,975 0 0

0 5,450 0 21,04114,5001,0910 10,900 0 2,491 8,891 22,282

７　地域資源を生かした産業創
出のまちづくり

総　　計

５　みんなの力で進める協働の
まちづくり

134,273

0 105,137

６　経営感覚を持った持続可能
なまちづくり

6,504 300

４　快適に暮らすことができる安
全・安心のまちづくり

0 5,287 112,438 222,862

財源内訳

３　海、山、川をたいせつにした
まちづくり

1　みんなが健康で元気なまちづ
くり

21,850 28,300 12,300 2,800 104,469 169,719 15,450

事業費
合計

13,09112,0001,0910

２　子どもが健やかに育つまち
づくり

長期総合計画に掲げる基本目標ごとの事業費一覧

平成26年度 平成27年度 平成28年度

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

基本目標及び政策
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

従事職員数(人) 0.3

2,610 0

上限1,400千円その他

補助率,交付税
措置率等

5,584 0

0

めじゃ～リーグ事業
委託費

事業費（A）

4,184

5,5840

4,184

財
源
内
訳

平成26年度

一般財源

その他

進捗状況
・
現状

会計種類

平成27年度

項 目

1

1,400

千円

事業期間

1,400

事業目的

事 業 内 容

予算科目
5,584

総事業費 千円

歩数計を活用し、３か月間ウォーキングを実践してもら
う。実施にあたっては、集団健康教育事業に参加がし
にくい勤労者世代を主な対象として、インターネットを活
用し、申請から歩数管理までを役所に出向くことなく非
対面式の方法で実施する。
参加者同士や福岡市対糸島市などで歩数等を競争す
る形で実施し、参加者が歩数等のランキングを確認でき
るようにする。

糸島市

合計

0

8,700

基本目標１　みんなが健康で元気なまちづくり

福岡市と連携し、歩数計を活用した新たな健康づくり事
業を行い、勤労者世代からの生活習慣病予防を図る。

運動の習慣化

平成28年度

事業主体

平成24年度から事業開始。平成24年
度は267人が参加。40～50歳代の参
加者が約半数を占め、働く世代の健
康づくり施策として、有効であると考え
ている。平成25年度については、ポー
タルサイトをつくり、申込から終了時の
アンケート調査まで、電子化すること
で、コスト削減を図っている。

実施方法

平成２６年度（１年間）

5,584
4

一部委託

一般会計

（単位：千円）

受益者

40～50歳代の人の参加者の
割合（％）

現在値

2

事業費内訳
（主なもの）

0

県支出金

地方債
0

国庫支出金

政　策 （１）保健・医療の充実

　①　市民の健康管理を支援する

市民 49.5

事業開始時

健康づくり課

施　策

80

健康増進部

人件費割合(%) 31.90

平均人件費

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課めじゃ～リーグ事業

最終目標値受益者の考えている価値

款

求められる成果（単位）

（うち市予算化分）

8,194 0 総コスト計

財源の種類 根拠法令等

総コスト（A＋B） 8,194

福岡都市圏地域共同事業補助
金

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

人件費（B）

77.5
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

6,500

進捗状況
・
現状

平成28年度

健康施設の活用 来場者数の増加(万人/年)

（うち市予算化分）

0

2,000

4,500 2,000

4,500

一部委託

6,500

平成26年度 平成27年度

予算科目千円

現在値 最終目標値

4 1 3

　④　健康づくり拠点施設を有効活用する

きららの湯整備事業 担当部課

事業主体

事 業 内 容

14

事業期間

事 業 名 健康増進部

施　策

基本目標１　みんなが健康で元気なまちづくり

政　策 （１）保健・医療の充実

重点プロジェクト

実施方法

健康づくり課

糸島市

安定的な源泉水の送水を確保するた
め、源泉、送水管を３～５年おきに洗
浄し、源泉井戸及び管の中の付着物
を取り除いている。
館内空調機（ガスヒートポンプ）の運転
時間が30,000時間を超えており、経年
劣化による故障が発生しており、オー
バーホールが必要である。

一般会計

市民

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時

総事業費 10,500
10,500

千円
款

0

0

15

0

（単位：千円）

合計

14

財
源
内
訳

その他

一般財源

国庫支出金

県支出金

地方債

事業費（A）
0

2,610 2,610

工事費
業務委託費

工事費
業務委託費

従事職員数(人) 0.3 0.3 平均人件費 8,700

事業費内訳
（主なもの）

人件費割合(%) 44.5

総コスト（A＋B） 0 7,110 4,610 総コスト計 11,720

人件費（B） 0

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

項 目

　該当なし

事業目的

健康づくり拠点施設である「きららの湯」の維持管理

平成２５年度～平成２８年度（４年間） 会計種類

良質な温泉供給を維持するために定期的な１号源泉、
２号源泉の送水管洗浄及びポンプ交換を行う。（維持管
理工事予定表による）
館内空調機（ガスヒートポンプ）の整備作業を実施す
る。
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

0

0

1,707

基本目標１　みんなが健康で元気なまちづくり

政　策

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等

重点プロジェクト

一部委託

　該当なし

（１）保健・医療の充実

事 業 名

糸島市

健康ふれあい施設整備事業（建物調査） 担当部課

施　策 　④　健康づくり拠点施設を有効活用する

事 業 内 容

事業期間 平成２６年度 （１年間） 会計種類 一般会計

実施方法
事業目的

糸島市健康ふれあい施設「二丈温泉きららの湯」の施
設の状態を調査し、今後の改修・修繕を計画的に実施
することを目的とする。

事業主体

1,707
予算科目

（うち市予算化分）

市の健康づくりの拠点施設である「きららの湯」の利用
者が安全で快適に利用できる施設として維持していくた
めに、建物及び設備の状態を調査・診断し、改修・修繕
計画を作成する。
その結果を基に平成２７年度から計画的に改修・修繕を
実施する。
建物の調査・診断を建築士事務所に依頼する。
機械設備等に関しては、保守点検業者に依頼する。

進捗状況
・
現状

きららの湯は、建設から10年が経過し、多
額の修繕、改修費が発生している。また、
機械設備等については、突発的な故障が
発生し、きららの湯の営業に支障が生じる
おそれもある。
定期的な部品の交換、周期的な設備の更
新が必要である。

財
源
内
訳

一般財源

千円 千円総事業費

平成26年度 平成27年度

― ― 策定

（単位：千円）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時

市民
施設利用者

快適・安心の利用 改修・修繕計画の策定

現在値 最終目標値

平成28年度 合計

0

国庫支出金

県支出金

地方債

その他
0

1,707

事業費（A）
1,707 0 0 1,707

事業費内訳
（主なもの）

委託料

従事職員数(人) 0.1 平均人件費 8,700

人件費（B）

2,577

人件費割合(%)0870 0

0 0

補助率、交付
税措置率等

2,577

33.8

総コスト（A＋B）

健康増進部 健康づくり課

4 1 3

款 項 目

総コスト計

1,707
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

0

0

10,000

0

23,0003,000

事 業 内 容

【平成25年度政策サマーレビュー要点事項】
市の保健福祉施策の総合的な拠点施設であるため、安
全で快適な施設の利用、そして長期的に使用していく
ために計画的に修繕を行うもの。 進捗状況

・
現状

対象となる施設「あごら」「ふれあい」
は、建設から20年近くが経過し、近年
多額の修繕などの費用が発生してい
る。機器についても耐用年数は過ぎて
いるものが多く、突然の故障等も多く
利用者に不便をかけている。
平成24年度の実績
①あごら修繕等 　　3,171,000円
②ふれあい修繕等　2,223,060円

施　策 　⑦　高齢化に伴う多用なニーズに的確に対応する

政　策

  該当なし

（２）高齢者福祉の推進

事業目的

重点プロジェクト

担当部課 人権福祉部 福祉支援課事 業 名 あごら・ふれあい改修事業

基本目標１　みんなが健康で元気なまちづくり

事業期間 会計種類 一般会計平成２６年度～平成４０年度（１５年間）

総事業費 138,200
項 目

3 1
予算科目千円

（うち市予算化分）

健康福祉センター「あごら」及び「ふれあい」の建物を含む施
設の修繕を、修繕計画に基づき実施することにより、突発的な
修繕の発生を抑制し、安全で快適な長期間の施設の利用を
図る。

事業主体

千円
138,200

10,000

その他

地方債

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

合計

最終目標値

10～15 5

（単位：千円）

市民
安全で快適かつ長期間

の施設の利用
緊急工事の減（回／年） 10～15

平成28年度

財
源
内
訳

県支出金

一般財源

0
国庫支出金

平成26年度 平成27年度

10,0003,000 10,000 23,000

4,350 4,350

平均人件費 8,700

事業費内訳
（主なもの）

修繕費 修繕費 修繕費

0.5

総コスト（A＋B） 7,350 14,350 14,350

事業費（A）

従事職員数(人) 0.5

人件費（B） 4,350

総コスト計 36,050

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等

款

0.5

糸島市

実施方法 直営

8

補助率、交付
税措置率等

人件費割合(%) 36.2
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

福岡県緊急雇用創出事業臨
時特例基金事業補助金

県支出金 福岡県緊急雇用創出事業臨時特例交付金交付要綱 100％

総コスト（A＋B） 13,510 8,060 0 総コスト計 21,570

8,700

人件費（B） 2,610 2,610 0 人件費割合(%) 24.2

事業費内訳
（主なもの）

委託費 委託費 委託費

従事職員数(人) 0.3 0.3 平均人件費

事業費（A）
10,900 5,450 16,350

一般財源
0

その他
0

地方債
0

県支出金
10,900 5,450 16,350財

源
内
訳

国庫支出金
0

5

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

市民 就業機会の創出 就業者数（人） ― ―

16,350

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現在値

1

最終目標値

総事業費 16,350
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款

千円

全面委託

事 業 内 容

　介護事業所が地域の若年者等の無業者を、有期雇
用契約にて雇い入れ、業務に従事させながら、訓練を
受講させることにより能力を高め、正規雇用につなげ
る。 進捗状況

・
現状

なし

事業期間 平成２６年度～平成２７年度（２年間） 会計種類 一般会計

事 業 名 介護人材確保支援事業 担当部課 健康増進部 介護保険課

事業目的

地域の若年者等を雇用し、介護施設での実地訓練や
研修等を通じ、就業機会の創出に結び付け、介護業界
の人材確保を促進する。

事業主体 介護保険事業者

実施方法

基本目標１　みんなが健康で元気なまちづくり

政　策 （２）高齢者福祉の推進

施　策 　⑨　介護保険事業を円滑に実施する

重点プロジェクト   該当なし

目項

5 1

事業開始時
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

総コスト（A＋B） 5,441 9,791 9,791 総コスト計 25,023

8,700

人件費（B） 4,350 8,700 8,700 人件費割合(%) 86.9

事業費内訳
（主なもの）

委員報償費等 委員報償費等 委員報償費等

従事職員数(人) 0.5 1 1 平均人件費

事業費（A）
1,091 1,091 1,091 3,273

一般財源
0

その他
1,091 1,091 1,091 3,273

地方債
0

県支出金
0財

源
内
訳

国庫支出金
0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

高齢者とその家族
住み慣れた自宅や地域で人生
の最後まで生活できること 地域包括支援センター数 １箇所 ―

日常生活圏ごとに
１箇所、計５箇所

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

（うち市予算化分）
千円 予算科目

事 業 内 容

　取組の内容として、「糸島あんしん支え合いネットワーク」運営会議を
設置、運営会議には「医療推進会議」（医療関係者で組織）、「介護推
進会議」（介護事業者等）、「介護予防推進会議」（サロン、シニアクラ
ブ等）、「見守り推進会議」（行政区、校区社協等）、「住まい推進会議」
（高齢者住宅、施設等）の５つの推進会議を組織し、各推進会議にて
年３回から4回の会議を開催し、各分野の役割、連携方法や高齢者の
在宅生活を支えていくための課題等の整理をする。平成26年度は、推
進会議等の開催により、27年度からの地域包括ケアシステムの稼働に
向け、関係事業の集約及び経費の算出などを実施予定。このため、２
７年度以降の具体的内容や事業費については、決定次第実施計画に
計上予定。

進捗状況
・
現状

3,273
総事業費 3,273 千円

①平成25年度中に各推進会議の委
員の委嘱を行った。
②糸島あんしん支え合いネットワーク
全体会議にて全体構想の説明、５つ
の推進会議の役割、各団体への協力
依頼を行った。（平成２６年２月２８日）
③各推進会議毎の会議を開催（年度
内1回から３回開催）し、問題点、課題
の抽出、他の推進会議との連携方法
など協議する予定。

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間） 会計種類 特別会計

事業目的

  高齢者が尊厳を保ちながら、重度な要介護状態になっても、
住み慣れた自宅や地域で、自分らしい暮らしを人生の最後ま
で続けることができるような社会にすること。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

重点プロジェクト   該当なし

事 業 名
地域包括ケアシステムの構築事業（24時間対応の
在宅介護サービス等の基盤整備含む）

担当部課 健康増進部 介護保険課

基本目標１　みんなが健康で元気なまちづくり

政　策 （２）高齢者福祉の推進

施　策 　⑨　介護保険事業を円滑に実施する

1 1 1

款 項 目
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

2

目

8

人件費（B）

総コスト（A＋B） 11,089 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

平成28年度

最終目標値

市民 子育て支援事業充実
子ども・子育て支援事業計画

書策定

2,389

受益者

款

3

項
予算科目

事業費内訳
（主なもの）

2,389

受益者の考えている価値

― 策定済

事業開始時

総事業費
2,389

千円

従事職員数(人) 1

8,700 0

事業費（A）

委託料

2,389

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等

総コスト計

補助率、交付
税措置率等

一般財源

0

合計

求められる成果（単位）

（単位：千円）

0

未策定

平成26年度 平成27年度

事 業 内 容

①子ども・子育て支援新制度に基づき、5年間の計画期間に
おける幼児期の学校教育・保育・地域の子育て支援について
の需要計画を盛り込んだ「糸島市子ども・子育て支援事業計
画」を策定する。
②計画策定にあたり、子ども・子育て会議を開催し、計画策定
における協議を行う。児童健全育成推進協議会を糸島市子ど
も・子育て会議とする。

事業期間 平成２６年度（１年間）

（うち市予算化分）
千円

　「子ども・子育て支援法」（平成24年8月制定）に基づき、子ど
も・子育て支援事業を総合的かつ計画的に行うために、「子ど
も・子育て支援事業計画」を策定し、地域の子育て支援の充
実を図る。

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

政　策 （１）子育て支援の充実

施　策 　①　子どもを生み育てられる環境を整備する

重点プロジェクト 　子育て支援プロジェクト

人権福祉部 子ども課事 業 名 担当部課子ども・子育て支援事業計画策定事業

2,389

糸島市

実施方法 一部委託
事業目的

0 人件費割合(%) 78.5

0

2,389

8,700

0

平均人件費

11,089

進捗状況
・
現状

平成26年度に、子ども・子育て支
援事業計画策定を行うため、アン
ケート調査実施に向け取り組んで
いる。アンケート調査結果に基づ
き計画書を策定する。

事業主体

現在値

会計種類 一般会計

0

0
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

目

3 2 7

0.2 平均人件費

その他

1,740

15,000 32,916

財
源
内
訳

0

0

項

1,740 人件費割合(%) 9.6

款

32,916

市民 対象児童の医療費軽減額 ―

①現行制度では入院、通院とも就学前までの医療費に
ついては無料となっている。入院に係る対象を小学校３
年生まで拡充する。
②対象児童数は就学前までの受給児童５，０８５人と、
小学１年～３年生までの児童数２，７７５人を合わせ約
７，８６０人となる。(平成２５年４月１日現在、受給者及び
学校基本調査より)
③平成27年４月実施に伴い、26年度中に既存の乳幼
児医療システム改修を行う。

千円

事 業 内 容

総事業費

県支出金

地方債

予算科目

人権福祉部

事業主体

32,916
（うち市予算化分）

千円

受益者の考えている価値

0

求められる成果（単位）

一般会計

受益者

事業費（A）

0.2

担当部課

・市制度として平成15年７月に入
院費について小学校就学前まで
無料化
・市制度として平成22年10月に入
院・通院とも小学校就学前まで無
料化
・県内60市町村のうち入院につい
て小学校３年生以上を無料として
いる市町村数は４２となっている。

糸島市

実施方法

会計種類

補助

子ども課

進捗状況
・
現状

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

施　策 　①　子どもを生み育てられる環境を整備する

重点プロジェクト 　子育て支援プロジェクト

（１）子育て支援の充実政　策

事業目的

本制度は、未来を担う子どもたちと子育て世代にとっ
て、極めて重要な施策である。本制度を見直し、入院の
対象を小学校３年生まで拡充する。

子ども医療費助成事業　(乳幼児医療費支給)事 業 名

子育て支援の充実

平成26年度 平成27年度

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間）

事業開始時

（単位：千円）

15,000千円―

現在値 最終目標値

国庫支出金

合計平成28年度

0

一般財源
2,916 15,000

2,916 15,000 15,000 32,916

8,700

16,740 16,740 36,396

従事職員数(人)

事業費内訳
（主なもの）

人件費（B） 0

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等

総コスト（A＋B） 総コスト計

補助率、交付
税措置率等

2,916
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

10 1 2

直営

総コスト（A＋B） 3,510

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

870

財源の種類

人件費（B） 人件費割合(%)

3,510

補助率、交付
税措置率等

9,650

27.0

根拠法令等

総コスト計

870 870

2,630

0

0

最終目標値

8,700

現在値

― ―

0.1 0.1 平均人件費

事業開始時

44

予算科目
款 項

事業目的

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間） 会計種類 一般会計

実施方法

目

　現在は学校が困り感を持った児
童生徒を発見し、みなかぜ相談に
つないでいるが、問題が顕在化し
て発見するケースがほとんどであ
る。問題が顕在化する前に手立て
を講じることで、二次障がい等を
未然に防ぐことができる。

事業主体 糸島市

施　策

政　策 （２）学校教育の充実

発達障がい等を早期に発見し、みなかぜ相談に繋ぎ、適切な
支援を行うことで、二次障がいを未然に防ぐ。

千円

担当部課臨床心理士学校巡回事業

重点プロジェクト

総事業費

　該当なし

教育部

千円

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

学校教育課事 業 名

進捗状況
・
現状

事 業 内 容

　臨床心理士が学校を巡回し、全ての学級の授業中の児童生
徒の様子を観察し、専門家の立場から気になる児童生徒を
ピックアップするとともに学校に対する指導助言を行う。
○具体的活用
・学期に２回、各学校の全児童生徒の様子を観察する。
・気になる児童生徒について、教職員を交えて情報交換を行
い、必要に応じてみなかぜ相談につなぐ。
・必要に応じ教職員に対する研修等を実施する。

　④　子どもの学習意欲・自尊感情・体力の向上を支援する

受益者の考えている価値

7,040

発達障がい等の早期発見
による問題等の未然防止

発達障害等の早期発見件数及
び相談件数

受益者

平成26年度 平成27年度

求められる成果（単位）

7,040

（単位：千円）

平成28年度 合計

7,0402,640 2,640

7,040

財
源
内
訳

一般財源

国庫支出金

地方債

その他

1,760

県支出金

1,760

諸謝礼 諸謝礼 諸謝礼

2,640 2,640

0

0

事業費（A）

（うち市予算化分）

児童生徒

事業費内訳
（主なもの）

従事職員数(人) 0.1
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

2・3 1

補助率、交付
税措置率等

款 項 目

２５年を経過し、点検による更新の
指摘を受け更新した施設
H24更新　一貴山小
H24更新　前原西中
H25更新　前原小
H25更新　加布里小
H25更新　怡土小

糸島市

0 870

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等

総コスト（A＋B） 0 10,870 5,870

人件費（B） 10.4

平均人件費 8,7000.1

工事請負費

870

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

最終目標値

児童・生徒
教職員

地域住民

安心して利用できる
施設設備の維持

危険箇所（設備）、不具合箇
所（設備）の解消数

11 ― 0

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位）

総事業費 55,000 千円
（うち市予算化分）

事業開始時

55,000 10

事 業 内 容

現在値

千円 予算科目

小中学校受電設備改修事業 担当部課

平成２７年度～平成３３年度（７年間） 会計種類 一般会計

　老朽化した受電設備（キュービクル）を更新する。
　
　設置後、２５年程度経過し、かつ、点検により更新の指
摘を受けた施設の改修を順次行い、波及事故を防止す
る。
Ｈ２７　雷山小、前原中　　Ｈ２８　桜野小
Ｈ２９　長糸小、深江小、可也小
Ｈ３０　引津小　　Ｈ３１　福吉中
Ｈ３３　波多江小、福吉小、前原東中

進捗状況
・
現状

教育部 教育総務課

直営実施方法

政　策 （２）学校教育の充実

施　策 　④　子どもの学習意欲・自尊感情・体力の向上を支援する

事 業 名

小中学校教育環境整備
（老朽化した設備を改修し、事故を防止する）

重点プロジェクト 　該当なし

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

事業目的
事業主体

事業期間

平成28年度

（単位：千円）

合計平成27年度

15,000

0

総コスト計

0

16,740

人件費割合(%)

5,000

0

0

10,000 5,000

0

平成26年度

従事職員数(人) 0 0.1

事業費内訳
（主なもの）

工事請負費

事業費（A）

15,0000 10,000
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

46,941総コスト（A＋B） 11,349 16,589 19,003

870人件費（B） 人件費割合(%)

総コスト計

従事職員数(人) 0.1

5.6870870

10,479

44,33118,133

44,33118,133

地方債

15,719

その他
0

8,7000.1 0.1

工事請負費

0

事業開始時

県支出金

（単位：千円）

10

最終目標値

児童、生徒
教職員

熱中症にならない教育
環境施設整備

空調性能を改善した設備台数 ― ― 285

受益者 現在値

千円

事 業 内 容

受益者の考えている価値 求められる成果（単位）

一般会計

予算科目総事業費 70,131 千円
（うち市予算化分）

更新時期を迎えている空調機が
多く存在する。
故障が多発しており、修繕費が嵩
み、対応部品の製造中止等で対
応に苦慮している。
・設置数　　531台
・改修計画　62台

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

政　策 （２）学校教育の充実

施　策 　④　子どもの学習意欲・自尊感情・体力の向上を支援する

小中学校空調設備整備事業 担当部課 教育総務課事 業 名 教育部

重点プロジェクト

国庫支出金

　該当なし

平成27年度

平均人件費

0

合計

0

直営

平成28年度

70,131

事業目的

小中学校教育環境整備
（市内小中学校の空調環境の向上、修繕費用の削減
電力量・料金の節約）

事業主体 糸島市

事業期間

空調設備の設置・改修（更新）事業。
特別教室への空調設備設置。
老朽化した空調設備（エアコン）の取替工事
設置後、１５年程度超過で更新計画。
対象：全小中学校
Ｈ25－12台　Ｈ26－12台　Ｈ27－18台  H28－20台

平成２５年度～平成２８年度（４年間）

実施方法

2・3 1

会計種類

進捗状況
・
現状

財
源
内
訳

一般財源

事業費内訳
（主なもの）

事業費（A）
10,479

工事請負費 工事請負費

15,719

平成26年度
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

10 1 2

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

総コスト（A＋B） 1,326 1,623 1,623 総コスト計 4,572

8,700

人件費（B） 435 435 435 人件費割合(%) 28.5

事業費内訳
（主なもの）

委託料 委託料 委託料

従事職員数(人) 0.05 0.05 0.05 平均人件費

事業費（A）
891 1,188 1,188 3,267

一般財源
891 1,188 1,188 3,267

その他
0

地方債
0

県支出金
0財

源
内
訳

国庫支出金
0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

児童生徒・教職員
学校の特色化と学力向

上
休職者数の減少（人） 6 ― 0

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

総事業費 3,267 千円
3,267

（うち市予算化分）
千円 予算科目

直営

事 業 内 容

　より一層の学力向上を図るためには、各教職員が児
童生徒が理解しやすい授業を工夫していく技術が求め
られるが、児童生徒一人ひとりの能力や家庭環境が異
なるため、授業以外にも教職員にかかる負担が大きい。
教職員へのメンタルヘルス相談を導入して、専門家や
専門機関に相談することで心的ストレスを軽減させる。

進捗状況
・
現状

　精神疾患による病気休暇・休職
者が出ていて、他の疾病に比べ
て期間が長く、再発のリスクも高
い。誰にでも発症する危険があ
り、早急に取り組む必要がある。

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間） 会計種類 一般会計

事 業 名 教職員メンタルヘルス事業 担当部課 教育部 学校教育課

事業目的

各教職員の心的負担軽減を図り、授業に集中できる環
境を作ることにより、児童生徒へのより質の高い授業づ
くり目指す。

事業主体 糸島市

実施方法

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

政　策 （２）学校教育の充実

施　策 　④　子どもの学習意欲・自尊感情・体力の向上を支援する

重点プロジェクト 　子育て支援プロジェクト
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

10 1 2

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

総コスト（A＋B） 0 20,870 20,870 総コスト計 41,740

8,700

人件費（B） 0 870 870 人件費割合(%) 4.2

事業費内訳
（主なもの）

報酬
賃金等

報酬
賃金等

従事職員数(人) 0 0.1 0.1 平均人件費

事業費（A）
0 20,000 20,000 40,000

一般財源
0 20,000 20,000 40,000

その他
0

地方債
0

県支出金
0財

源
内
訳

国庫支出金
0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

市内中学生 学力の向上 不登校生徒の発生率の減少 3% ― 2.5%

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

総事業費 60,000 千円
60,000

（うち市予算化分）
千円 予算科目

直営

事 業 内 容

　中学校１年の学級編成を３５人で実施するため、市費
負担教員を任用する。

進捗状況
・
現状

　糸島市内中学校の学力・学習状況
調査結果は、おおむね全国・県の平
均を上回る結果となっている。今後
は、この数値を更に向上させたい。
　児童生徒が小学校から中学校への
進学において、新しい環境での学習
や生活へうまく適応できず、不登校等
の問題行動へつながっていく事態い
わゆる「中１ギャップ」が指摘されてい
る。

事業期間 平成２７年度～平成２９年度（３年間） 会計種類 一般会計

事 業 名 中学校少人数学級推進事業 担当部課 教育部 学校教育課

事業目的

　中学校生活のスタートである１年生の時期に生活習慣
や学習習慣、教科の学び方等をきめ細やかに指導し、
３年間の中学校生活を充実させる。

事業主体 糸島市

実施方法

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

政　策 （２）学校教育の充実

施　策 　④　子どもの学習意欲・自尊感情・体力の向上を支援する

重点プロジェクト 　子育て支援プロジェクト
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

10 1 2

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

総コスト（A＋B） 4,390 4,390 4,390 総コスト計 13,170

8,700

人件費（B） 870 870 870 人件費割合(%) 19.8

事業費内訳
（主なもの）

諸謝礼
消耗品費等

諸謝礼
消耗品費等

諸謝礼
消耗品費等

従事職員数(人) 0.1 0.1 0.1 平均人件費

事業費（A）
3,520 3,520 3,520 10,560

一般財源
3,520 3,520 3,520 10,560

その他
0

地方債
0

県支出金
0財

源
内
訳

国庫支出金
0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

児童生徒 土曜日の教育活動の充実 土曜日の教育活動の実施日数
全校４日
以上実施

―
全校６日
以上実施

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

総事業費 10,560 千円
10,560

（うち市予算化分）
千円 予算科目

直営

事 業 内 容

　土曜日に年間約１０日程度、地域の人材を活用して
補充的・発展的な学習を充実する。

進捗状況
・
現状

現在、各学校で学期に２回（年６
回）土曜授業を実施しているが、
今後回数の増も含め拡大していく
方向である。

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間） 会計種類 一般会計

事 業 名 土曜日の教育活動推進事業 担当部課 教育部 学校教育課

事業目的

  すべての子どもたちの土曜日の教育活動の充実のた
め、地域の多様な経験を持つ人材等を活用した教育支
援体制等の構築を図る。

事業主体 糸島市

実施方法

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

政　策 （２）学校教育の充実

施　策 　④　子どもの学習意欲・自尊感情・体力の向上を支援する

重点プロジェクト 　子育て支援プロジェクト
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

10 1 2

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

国庫支出金

総コスト（A＋B） 2,087 2,087 2,087 総コスト計 6,261

8,700

人件費（B） 87 87 87 人件費割合(%) 4.2

事業費内訳
（主なもの）

報償費
消耗品費
備品購入費

報償費
消耗品費
備品購入費

報償費
消耗品費
備品購入費

従事職員数(人) 0.01 0.01 0.01 平均人件費

事業費（A）
2,000 2,000 2,000 6,000

一般財源
2,000 2,000 2,000 6,000

その他
0

地方債
0

県支出金
0財

源
内
訳

国庫支出金
0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

児童 学校の特色化
学校の特色化が図られた学校

（校）
0 8 16

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

6,000

（うち市予算化分）
千円 予算科目

事 業 内 容
進捗状況

・
現状

総事業費 6,000 千円

事業期間

事業目的
事業主体 糸島市

実施方法

　備品購入費等の予算に限りがあ
るため、各学校の特色化が示せな
い。

　各学校の特色化を鮮明にし、学校の独自性を引き出
すため、各学校が創意工夫を凝らした事業を展開す
る。

　各学校の特色化・独自性を引き出すために、事業を
希望する学校長の提案に基づいて、事業に必要な予
算（報償費、消耗品費、備品購入費等）を配当する。

担当部課 教育部 学校教育課

平成２６年度～平成２８年度（３年間） 会計種類 一般会計

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

政　策 （２）学校教育の充実

直営

施　策 　④　子どもの学習意欲・自尊感情・体力の向上を支援する

重点プロジェクト 　子育て支援プロジェクト

事 業 名 特色ある小学校づくり事業

29



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

10 1 2

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

国庫支出金

総コスト（A＋B） 1,107 1,107 1,107 総コスト計 3,321

8,700

人件費（B） 87 87 87 人件費割合(%) 7.9

事業費内訳
（主なもの）

報償費
消耗品費
備品購入費

報償費
消耗品費
備品購入費

報償費
消耗品費
備品購入費

従事職員数(人) 0.01 0.01 0.01 平均人件費

事業費（A）
1,020 1,020 1,020 3,060

一般財源
1,020 1,020 1,020 3,060

その他
0

地方債
0

県支出金
0財

源
内
訳

国庫支出金
0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

事業開始時 現在値 最終目標値

生徒 学校の特色化
学校の特色化が図られた学校

（校）
0 2 6

3,060 千円
3,060

（うち市予算化分）
千円

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位）

予算科目

事 業 内 容

　各学校の特色化・独自性を引き出すために、事業を
希望する学校長の提案に基づいて、事業に必要な予
算（講師謝金、消耗品費、備品購入費等）を配当する。

進捗状況
・
現状

　備品購入費等の予算に限りがあ
るため、各学校の特色化が示せな
い。

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費

事業目的

　各学校の特色化を鮮明にし、学校の独自性を引き出
すことにより、各学校が創意工夫を凝らした事業を展開
する。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

施　策 　④　子どもの学習意欲・自尊感情・体力の向上を支援する

重点プロジェクト 　子育て支援プロジェクト

事 業 名 特色ある中学校づくり事業 担当部課 教育部 学校教育課

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

政　策 （２）学校教育の充実
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款

6

項

3

目

2

糸島市

実施方法

基本目標３　海・山・川をたいせつにしたまちづくり

政　策 （１）自然環境の保全育成

施　策 　①　市民と行政が連携して環境を保全する

重点プロジェクト 　該当なし

会計種類 一般会計

事 業 名 松林保全アダプト事業 担当部課 農林水産部 農林土木課

事業目的

市有林及び国有林の松林を対象に、アダプト制度を活
用して草刈・清掃を行い、市民協働で松林の保全活動
を促進し白砂青松を再生する。

事業主体

（うち市予算化分）
千円 予算科目

全面委託

事 業 内 容

下記の業務の管理運営を団体等に委託する。
①アダプト制度による松林保全活動に取り組む団体等
の発掘・勧誘活動
②アダプト登録団体との活動協議
③活動時のボランティア保険加入、道具貸出、現地指
導
④収集した松枝等の撤去
⑤松林への意識向上を図るため、次代の活動を担う子
供たちへの環境教育

進捗状況
・
現状

市有林は市が草刈業務を委託し
て実施しているが、清掃はしてい
ない。
国有林は草刈・清掃がされていな
い。一部の松林では、平成24年
度から市民団体による清掃活動
が始まった場所もある。

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間）

11,000

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

総事業費 11,000 千円

市民
松林保全活動による白

砂青松の復活
アダプト制度による活動面積 ― ― 10ha

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
3,600 3,700 3,700 11,000

事業費（A）
3,600 3,700 3,700 11,000

事業費内訳
（主なもの）

委託費
活動用資材

委託費 委託費

従事職員数(人) 0.3 0.3 0.3 平均人件費 8,700

人件費（B） 2,610 2,610 2,610 人件費割合(%) 41.6

総コスト（A＋B） 6,210 6,310 6,310 総コスト計 18,830

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

6 3 2

糸島市

実施方法

基本目標３　海・山・川をたいせつにしたまちづくり

政　策 （１）自然環境の保全育成

施　策 　①　市民と行政が連携して環境を保全する

重点プロジェクト 　該当なし

会計種類 一般会計

事 業 名 木材利用促進事業 担当部課 農林水産部 農林土木課

事業目的

各校区で考えた木工品を地域の方々でトンカチ館で製
作することで、①地域コミュニティの強化、②高齢者の
生きがいづくり、③市民の森林への関心の向上、④間
伐材の利用とトンカチ館の利用促進を図る。

事業主体

（うち市予算化分）
千円 予算科目

その他

事 業 内 容

①間伐材を活用して木工品を製作する事業（テーブル、ベンチ、東
屋等の製作）を各校区で1つ考え、市に申請
②市は、必要な量の間伐材を貯木場で購入し、市内製材所で製材の
上、トンカチ館に配備
③地域の方々がトンカチ館で指導を受けながら木工品を製作
※開始年度は、自主運行バスを走らせる福吉・一貴山・引津工区、買
い物バスが走る長糸校区を想定。ベンチなどの製作が考えられる５校
区程度で開始し、取り組みを順次拡大しながら全校区に広げる。

進捗状況
・
現状

　新規事業

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間）

1,800

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

総事業費 1,800 千円

市民
校区が必要とする品を木
材で自主的に製作する

参加者のうち、森林保全に対
する関心が高まった割合
（％）

0 0 50

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
600 600 600 1,800

事業費（A）
600 600 600 1,800

事業費内訳
（主なもの）

材料費 材料費 材料費

従事職員数(人) 0.1 0.2 0.3 平均人件費 8,700

人件費（B） 870 1,740 2,610 人件費割合(%) 74.4

総コスト（A＋B） 1,470 2,340 3,210 総コスト計 7,020

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

6 3 2

糸島市

実施方法

基本目標３　海・山・川をたいせつにしたまちづくり

政　策 （１）自然環境の保全育成

施　策 　②　公益的機能を有する森林を保全する

重点プロジェクト 　九州大学を生かした地域づくりプロジェクト

会計種類 一般会計

事 業 名 竹林整備促進事業 担当部課 農林水産部 農林土木課

事業目的

竹を法面保護材等として活用することにより、竹林の整
備を促進する。 事業主体

（うち市予算化分）
千円 予算科目

補助

事 業 内 容

ている「空中窒素固定菌誘導型緑化工」の材料である
“とってもエコダー”の原料となる竹粉の生産施設が平
成26年度に糸島市内に整備される。

い取る竹の価格に3,000円/ｔの商品券を上乗せ交付す
る（伊都山燦でのチップ用材購入に対する商品券交付
と同等とする。）。

進捗状況
・
現状

市内に竹林約360ha、耕作放棄地へ
の侵入竹林約450haあり、市土及び環
境保全の観点から、また、バイオマス
活用の観点からも竹の有効活用策が
求められている。このような中で、全国
のモデルとなれる糸島方式の竹林対
策を確立するため、産学公で竹製品
製造の事業化をめざした研究を続け
ている。この事業は第1段階である。

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間）

2,500

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

総事業費 2,500 千円

市民
自然環境の保全、

森林の多面的機能の向上
竹林の整備面積（ha） 0 0 46

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
500 1,000 1,000 2,500

事業費（A）
500 1,000 1,000 2,500

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金 補助金

従事職員数(人) 0.05 0.05 0.05 平均人件費 8,700

人件費（B） 435 435 435 人件費割合(%) 34.3

総コスト（A＋B） 935 1,435 1,435 総コスト計 3,805

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

項 目

4 3 2

重点プロジェクト 　該当なし

事業目的

段ボールコンポスト講習会開催時に、参加者にコンポス
トを配布し利用してもらうことで、普及につなげる。 事業主体 糸島市

実施方法

基本目標３　海・山・川をたいせつにしたまちづくり

政　策 （２）循環型社会の確立

施　策 　④　ごみの減量化と資源の再利用を進める

生活環境課事 業 名 段ボールコンポスト普及促進事業 担当部課 市民部

事業期間 平成２５年度 ～ 平成２６年度（２年間） 会計種類 一般会計

補助

事 業 内 容

H25～H26の2年間。
市主催の段ボールコンポスト講習会を実施し、参加者
にコンポストを配布する。

講習会・・・市立公民館15会場×2回×2年=60回実施
※1年間に30回開催
参加人数…延べ1,000人を予定（1年間で500人）

進捗状況
・
現状

段ボールコンポスト補助個数
　平成22年度　4,319個
　平成23年度　3,966個
　平成24年度　3,195個
可燃ごみ搬入量
　平成22年度　25,202トン
　平成23年度　25,543トン
　平成24年度　25,759トン

合計

3,195
(24年度)

4,800

現在値 最終目標値

総事業費 1,000 千円

受益者 受益者の考えている価値

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度

（うち市予算化分）

1,000

求められる成果（単位）

千円

補助個数（個）

事業開始時

予算科目

地方債

3,966市民 ごみ減量と資源の活用

款

0財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

0

0

0
その他

500 500
一般財源

0 0 500

事業費内訳
（主なもの）

事業費（A）
500

消耗品費

従事職員数(人) 0.2

総コスト（A＋B） 2,240 0

人件費（B） 1,740 0 0

総コスト計

補助率、交付
税措置率等

2,240

人件費割合(%) 77.7

0

平均人件費 8,700

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

10 4 3

款 項 目

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

30%地方債同意等基準（充当率：90％）地方活性化事業債 地方債

総コスト計 56,100

人件費（B） 8,700

総コスト（A＋B） 18,700 18,700 18,700

8,700 8,700

従事職員数(人)

事業費内訳
（主なもの）

工事請負費 工事請負費

1

工事請負費

8,7001

人件費割合(%) 46.5

1 平均人件費

事業費（A）
10,000 10,000 10,000 30,000

一般財源
1,000 1,000 1,000 3,000

その他
0

9,000 9,000 9,000 27,000

0財
源
内
訳

0

平成27年度

地方債

求められる成果（単位）

糸島市
市民

省エネ、節電、二酸化炭
素排出量の削減

受益者

対象公共施設の電力削減量
0w

（0.00w)

事業主体

平成28年度 合計

150,544w
(100.00%)

千円
（うち市予算化分）

当課において、公共性の高い施設（職員及び市民が頻
繁に集う施設）を抽出し、順次、照明器具をＬＥＤ照明
器具に取り替える。 進捗状況

・
現状

平成２４年度施工施設…市役所
本庁舎新館（１～３階、監査室）及
び駅自由通路（筑前前原駅、美
咲が丘駅、福吉駅）
平成２５年度施工施設…休日・夜
間急患センター、二丈苑及び雷
山公民館

平成26年度

基本目標３　海・山・川をたいせつにしたまちづくり

施　策 　⑤　エネルギーの無駄遣いを削減し、クリーンエネルギーを導入する

重点プロジェクト 　該当なし

政　策 （２）循環型社会の確立

糸島市

事 業 名 庁舎等照明機器改修事業 総務部担当部課 管財契約課

事業目的

糸島市庁舎等内の照明器具を取り替え、省エネ、節
電、二酸化炭素排出量の削減等の環境保全方策を市
が率先垂範して実施することを市内外へＰＲする。

実施方法 直営

事業開始時 現在値 最終目標値

事 業 内 容

予算科目

受益者の考えている価値

事業期間 平成２４年度～平成３３年度（１０年間） 会計種類 一般会計

県支出金

18,208w
(12.09%)

総事業費 千円236,656

（単位：千円）

国庫支出金

236,656
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

11

7 16

（単位：千円）

款 項

基本目標３　海・山・川をたいせつにしたまちづくり

政　策 （２）循環型社会の確立

施　策 　⑤　エネルギーの無駄遣いを削減し、クリーンエネルギーを導入する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 再生可能エネルギー設備整備促進事業 担当部課 市民部 生活環境課

事業目的

公共施設等に太陽光発電設備等を設置し、再生可能
エネルギーの導入による低炭素のまちづくりを推進す
る。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

事 業 内 容

小水力発電より得た売電益を活用し、学校や公民館な
どの公共施設に太陽光発電設備等を設置する。設置
場所については、設置効果の高いものや災害時避難
施設を優先するなど、具体的には今後検討する。
なお、売電益は基金として積み立て、再生可能エネル
ギーの推進に活用する。

　　設置箇所数　２箇所／年度

進捗状況
・
現状

①現在、白糸の滝、瑞梅寺ダムの
小水力発電設備の設置事業を進
めているところである。
②防災拠点等（二丈庁舎・志摩庁
舎・ふれあい・姫島小）に、Ｈ２６年
度、太陽光発電と蓄電池の設置
を予定している。

事業期間 平成２８年度～平成２９年度（２年間） 会計種類 一般会計

事業開始時 現在値

2 1

最終目標値

総事業費
（うち市予算化分）

千円 予算科目
目

30,000 千円

市民
環境に負荷をかけないまちづくり。エネル
ギーの自給自足、地産地消

再生可能エネルギー発電設
備の導入

12

30,000

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
15,000 15,000

一般財源
0

事業費（A）
15,000 15,000

事業費内訳
（主なもの）

公共施設への太陽光
発電設備の設置、２
か所を予定

従事職員数(人) 0 0 0.2 平均人件費 8,700

人件費（B） 0 0 1,740 人件費割合(%) 10.4

総コスト（A＋B） 0 0 16,740 総コスト計 16,740

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

糸島市再生可能エネルギー
推進基金（仮称）

その他 糸島市再生可能エネルギー推進基金条例（仮称） 100%
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

11

最終目標値

（単位：千円）

款 項 目

2 1

実施方法

基本目標３　海・山・川をたいせつにしたまちづくり

政　策 （２）循環型社会の確立

施　策 　⑤　エネルギーの無駄遣いを削減し、クリーンエネルギーを導入する

重点プロジェクト 　該当なし

一般会計

事 業 名
公共施設防災拠点等再生可能エネルギー導入
推進事業

担当部課 市民部 生活環境課

事業目的

福岡県環境保全基金を活用して、市内の防災拠点等
に太陽光発電設備+蓄電池を設置し、災害に強く、低
炭素のまちづくりを展開するために実施するもの。

事業主体 糸島市

千円 予算科目

直営

事 業 内 容

市内の防災拠点等（二丈庁舎・志摩庁舎・ふれあい・姫
島小学校）に出力１０kw（姫島小は５kw）の太陽光発電
設備と蓄電池システムを設置して、地震や台風など大
規模災害時の停電の際に、非常用電源として利用し、
災害に強い、安全・安心のまちづくりのために活用す
る。通常時は、当該施設の電源を賄う。

進捗状況
・
現状

平成25年度で実施設計を行っ
た。平成26年6月議会で予算要求
を行い、平成26年度中に設置工
事を完了する。

事業期間 平成２５年度～平成２６年度（２年間） 会計種類

69,588

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

総事業費 69,588 千円
（うち市予算化分）

市民
環境に負荷をかけない再生可能エ
ネルギーの創出、災害に強いまち、
安全・安心のまちへの期待

防災拠点への太陽光発電設備及び
蓄電池システムの導入施設（箇所）

0 0 4

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
65,413 65,413

地方債
0

その他
0

一般財源
500 500

事業費（A）
65,913 65,913

事業費内訳
（主なもの）

設置工事（二丈庁舎・
志摩庁舎・ふれあい・
姫島小）、監理委託

従事職員数(人) 0.3 0 0 平均人件費 8,700

人件費（B） 2,610 0 0 人件費割合(%) 3.8

総コスト（A＋B） 68,523 0 0 総コスト計 68,523

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

福岡県再生可能エネルギー
等導入推進基金事業

県支出金
福岡県公共施設防災拠点等再生可能エネルギー導入推進費補助金
交付要綱

１００％
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

3

款 項 目

6 2

糸島市

実施方法

基本目標３　海・山・川をたいせつにしたまちづくり

政　策 （２）循環型社会の確立

施　策 　⑤　エネルギーの無駄遣いを削減し、クリーンエネルギーを導入する

重点プロジェクト 　該当なし

会計種類 一般会計

事 業 名 糸島市バイオマス産業都市構想策定事業 担当部課 農林水産部 農業振興課

事業目的

　糸島市再生可能エネルギー導入計画、及び糸島市
バイオマス活用推進計画に基づく施設整備支援に備
え、本市が地域の特色を活かした環境にやさしい「バイ
オマス産業都市」を目指す構想策定のため。

事業主体

（うち市予算化分）
千円 予算科目

一部委託

事 業 内 容

　国は、バイオマスの「利活用」から一歩進んで、新産業
の創出による「産業化」と「地域循環型エネルギーの強
化」を推進しており、全国100地区（Ｈ29年度末）の産業
都市構想策定を目指しているため、本市の産業都市構
想を策定する。

進捗状況
・
現状

　新規事業

事業期間 平成２６年度（１年間）

1,700

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

総事業費 1,700 千円

糸島市 バイオマス活用の推進 産業都市構想の策定 ― ― 策定

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
1,700 1,700

事業費（A）
1,700 1,700

事業費内訳
（主なもの）

委託料
報償費

従事職員数(人) 0.2 0 0 平均人件費 8,700

人件費（B） 1,740 0 0 人件費割合(%) 50.6

総コスト（A＋B） 3,440 0 0 総コスト計 3,440

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

人件費（B） 2,610 0

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等

総コスト（A＋B） 3,225 0 0

8,700

総コスト計 3,225

0 人件費割合(%) 80.9

事業費内訳
（主なもの）

一般財源

従事職員数(人) 0.3

婚活支援事業委託

615
事業費（A）

地方債

その他

県支出金

総事業費

市民 婚活事業での成婚件数（組）

受益者 事業開始時

財
源
内
訳

国庫支出金

平成27年度

求められる成果（単位）

平成26年度

最終目標値

（単位：千円）

予算科目

0
未婚者数の減少

定住促進

現在値

款
5,992

2

項（うち市予算化分）

5,992
千円 千円

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策 （１）都市機能の充実

施　策 　②　良好な住環境を創出する

全面委託

婚活支援事業

事業主体

担当部課 経済振興部

平成２４年度からＮＰＯいとしまに婚
活支援事業を委託し、出会いのイベ
ントの開催や結婚相談の常設化な
どを行っている。

学研都市づくり課

実施方法

重点プロジェクト

進捗状況
・
現状

　該当なし

婚活を支援することで、市内の婚姻件数を増やし、農
漁業及び商工業従事者の後継者問題の解決をはじ
め、出生件数の増加による人口の自然増を目指す。

事業期間 平成 ２４年度 ～ 平成２６年度（ ３年間） 会計種類

事 業 名

糸島市
事業目的

事 業 内 容

一般会計

・ロマンス会議の運営（任期：平成２７年３月３１日まで）
・出会いのイベントの開催
※婚活支援事業を３年間（平成２４～２６年度）行い、Ｎ
ＰＯや各団体の自立した婚活支援活動に努める。

2

平均人件費

補助率、交付
税措置率等

30

合計平成28年度

615

0

受益者の考えている価値

615

0

0

0

1

目

7

615
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

41,990 41,990
一般財源

その他
0

地方債
0

0

県支出金
財
源
内
訳

国庫支出金

0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

1,872

平均人件費0

4,350 人件費割合(%) 9.4

0 0.5

41,990

事業費内訳
（主なもの）

8,700

人件費（B） 0 0

求められる成果（単位） 事業開始時

転入者及び市民 人口の維持・増加
平成29年度までの住宅取得
による定住人口（人）

―

現在値

事業費（A）
41,990

1560

受益者 受益者の考えている価値

2 1

最終目標値

総事業費
糸島市マイホーム取得
奨励金交付規程に定め
る奨励金交付額

千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
〃

事 業 内 容

　平成 ２７年１月２日から平成３１年３月３１日までの４年３月の
間で、市内に住宅を取得（新築・中古）し定住する場合に、建
物にかかる固定資産税相当額を３年間補助する。
　補助金は、市内消費を促すため、固定資産税相当額を商
工会商品券で交付する。
※債務負担行為設定（平成２８～３０年度）

進捗状況
・
現状

　企業訪問やハウスメーカー・宅建業協
会などへの聴き取りでは、住宅取得を補
助する制度は、住宅取得の後押しに有
効な施策であるとの見解であった。
　福銀との連携協議において、本市が
住宅取得の補助制度を創設すれば、該
当者が福銀で住宅ローンを組んだ場
合、金利を特別割引する制度の実施が
約束されている。

事業期間 平成２８年度 ～ 平成３４年度（７年間） 会計種類 一般会計

事業目的

　人口を維持・増加させるには、人口の囲い込み競争（地域
間競争）に競り勝つ必要がある。消費増税、土地区画整理事
業、九大移転と人口が大きく動く３つの契機に、確実に人口
を囲い込むため、住宅取得を奨励する補助制度を創設する。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

　②　良好な住環境を創出する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 糸島市マイホーム取得奨励金 担当部課 経済振興部 学研都市づくり課

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策 （１）都市機能の充実

施　策

従事職員数(人)

総コスト（A＋B） 0 0 46,340 総コスト計 46,340

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

款 項 目

7
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

施　策 　②　良好な住環境を創出する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 前原東土地区画整理事業 担当部課 建設都市部 都市整備課

事業目的

１．都市基盤の整備
２．人口の新たな受け皿の確保
３．生活利便施設の誘致
４．固定資産税の税収の増加
５．九州大学、企業誘致等関係者に対する魅力ある住宅地の提供

事業主体 糸島市前原東土地区画整理組合

実施方法

事 業 内 容

◎土地区画整理事業の概要
区域面積：20.2ha（道路5.9、公園・緑地1.4、宅地他
12.6、その他0.3）、総事業費：約32億円、平均減歩率：
51.3%（公共23.9%、保留地27.4%）
◎補助事業の概要（社会資本整備総合交付金）
・活力基盤整備（都市計画道路・区画道路　L＝
1,872m）
・都市再生土地区画整理事業（区画道路・特殊道路
L=4,746m、公園A＝12,080㎡、水路1,980m）

進捗状況
・
現状

◎市
H11まちづくり基本調査
H13土地区画整理事業調査（B1調査）
H16土地区画整理事業調査（B2調査）
H21まちづくり検討会3回
H24都市計画決定
◎組合
H19組合設立準備会設立
H23組合設立認可
H24事業計画認可
H25.1月工事着手

事業期間 平成２４年度 ～ 平成２９年度（６年間） 会計種類 一般会計

（うち市予算化分）
千円 予算科目

（単位：千円）

【125,000】（216,315)

60,000 65,000

総事業費 1,603,390 千円
1,155,057

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

住民
固定資産税及び市民税の
増

人口 0人 0人
1,082人

（計画人口
3,607人×0.3）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
【125,000】（130,900) (55,000) (30,415)

78,585 203,585

県支出金
(67,433) (28,333) (15,668) (111,434)

0

地方債
【112,500】 【112,500】

89,700 73,500 76,700 239,900

その他
0

一般財源
【12,500】 【12,500】

10,945 8,616 8,909 28,470

事業費（A）
【250,000】（198,333) (83,333) (46,083) 【250,000】（327,749)

160,645 147,116 164,194 471,955

事業費内訳
（主なもの）

都市計画道路整備費、
区画道路整備費、水路
整備、旅費、需用費

都市計画道路整備費、
区画道路整備費、水路
整備、公園整備、旅
費、需用費

都市計画道路整備費、
区画道路整備費、水路
整備、旅費、需用費

（　）は実施主体への
直接交付分
【　】は繰越明許費

従事職員数(人) 2 2 2 平均人件費 8,700

人件費（B） 17,400 17,400 17,400 人件費割合(%) 10.0

総コスト（A＋B） 178,045 164,516 181,594 総コスト計 524,155

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

社会資本整備総合交付金
活力創出基盤整備（都市計画道路） 国庫支出金 社会資本整備総合交付金交付要綱  1/2

社会資本整備総合交付金
活力創出基盤整備（都市計画道路） 国庫支出金 社会資本整備総合交付金交付要綱 5.5/10

社会資本整備総合交付金
活力創出基盤整備（都市計画道路） 国庫支出金 社会資本整備総合交付金交付要綱

国庫5.5/10
県費（1-5.5/10－1/6）

補助

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策 （１）都市機能の充実

款 項 目

8 4 3
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策 （１）都市機能の充実

施　策 　③　美しい街並み、公園、緑地を整備する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 運動公園等整備事業 担当部課 企画部 経営企画課

事業目的

運動公園整備に関する市民のニーズに応え、本市のス
ポーツ振興や市民の健康づくりの場の整備を検討する
とともに、大規模災害が発生したときに防災施設として
活用できる施設を整備をするための構想策定を目的と
する。

事業主体 糸島市

実施方法 一部委託

事 業 内 容

運動公園等整備構想の策定を行う。
①整備構想策定
・敷地分析、運動施設の配置計画、計画図の作成など
②運動公園等整備構想検討委員会の開催

進捗状況
・
現状

運動施設等の整備に関する方針を平成
25年度中に策定。平成26年度に市民代
表、競技団体の代表者、有識者などを
含めた整備構想検討委員会を設置し、
協働で構想を策定する。

事業期間 平成２６年度（１年間） 会計種類 一般会計

千円 予算科目

事業開始時 現在値 最終目標値

（単位：千円）

総事業費 6,801 千円
6,801

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位）

（うち市予算化分）

市民 運動公園の整備 構想策定の有無 ― ― 策定

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
6,801 6,801

事業費（A）
6,801 6,801

事業費内訳
（主なもの）

委託料
検討委員会委員報酬
消耗品費

従事職員数(人) 0.3 0 0 平均人件費 8,700

人件費（B） 2,610 0 0 人件費割合(%) 27.7

総コスト（A＋B） 9,411 0 0 総コスト計 9,411

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

款 項 目

2 1 7
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

8,700平均人件費

進捗状況
・
現状

（うち市予算化分）

補助率、交付
税措置率等

事 業 名 高柳線整備事業

1,400

事業費（A）
3,780 6,350

事業費内訳
（主なもの）

事 業 内 容

道路改良事業
・延長　Ｌ＝２８０ｍ
・幅　　Ｗ＝４ｍ
・砂防橋梁取付工事　Ｌ＝３０ｍ

平成27年度

千円

事業期間

3,000

その他

求められる成果（単位）

重点プロジェクト

糸島市
事業目的

道路拡幅により、緊急車両の進入を可能とし、住民の
安全を確保する。

実施方法

建設課建設都市部担当部課

直営

事業主体

予算科目

受益者の考えている価値

50,580
50,580

（３）交通環境の整備充実

　⑧　道路・交通ネットワークを整備し、充実させる

政　策

施　策

款 項

（単位：千円）

平成28年度 合計

会計種類 一般会計平成23年度～平成27年度（5年間）

集落内緊急車両侵入可能
延長（ｍ）

事業開始時受益者

1,430

0

4,100

0

地方債

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

財
源
内
訳

280

最終目標値

・集落を抜ける道路で、道路幅員が狭く
（Ｗ＝３．０ｍ）緊急車両の進入が困難な
道路である。
・平成２３年度　測量設計業務
・平成２４年度　物件補償及び一部工事
・平成25～26年度　整備工事
・平成26～27年度　測量設計・用地測
量、砂防橋梁取付工事

　該当なし

現在値

4,600

250

総事業費 千円

緊急車両の進入路確保地域住民

国庫支出金

県支出金

地方債

0

平成26年度

1,600

0

一般財源

2,700

0.2

650780

測量設計
用地取得

2,610

工事請負費
事務費

0.3 0

公共事業等債

0

交付金 国庫支出金 社会資本整備総合交付金

人件費（B） 人件費割合(%)

従事職員数(人)

50%

14,4800 総コスト計

地方債

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

総コスト（A＋B） 5,520 8,960

財源の種類

30.0

根拠法令等

1,740

90%

目

8 2 3

10,130
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

32,181 74,559

55％

公共事業等債

社会資本整備総合交付金事業

90%地方債

総コスト計

補助率、交付
税措置率等

総コスト（A＋B）

地方債

財源の種類

事 業 内 容

平成２６年度～平成３０年度（  ５年間）

千円

事業期間

事業費（A）

県支出金

受益者の考えている価値 求められる成果（単位）

平成26年度

受益者

地方債
11,900

900市民 歩道の確保

財
源
内
訳

3,226 1,526 8,819

国庫支出金

0

11,500

合計

進捗状況
・
現状

（うち市予算化分）
千円

会計種類

道路幅員が５．４ｍと狭く、歩道がな
いため通勤通学及び一般通行にお
いて、非常に危険な状況である。

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策

事業目的

この道路は、県施行の街路事業下新開線及び北新地新田線
の整備に併せて、中央ルートと西廻りルートを結ぶ重要な幹
線道路として交通混雑の解消、利便性及び交通安全の向上
を図る。

総事業費 216,519

その他

28,701

4,067

0

事 業 名 新田久保田線整備事業

施　策

重点プロジェクト

建設都市部 建設課

　⑧　道路・交通ネットワークを整備し、充実させる

担当部課

事業開始時

平成27年度

道路改良事業
・延長　Ｌ＝９００ｍ
・幅員　Ｗ＝１０．５ｍ
・用地買収面積　Ａ＝４,７００㎡

23,400

（３）交通環境の整備充実

予算科目
216,519

（単位：千円）

0

15,67516,225

一般財源

根拠法令等

8,700平均人件費0.4

6,677 35,701

3,480 14.0人件費割合(%)4,350

実施方法

事業主体

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

国庫支出金交付金

直営

糸島市

　該当なし

一般会計

31,351

3

平成28年度

路線の歩道設置延長（ｍ）

現在値 最終目標値

0

31,900

従事職員数(人) 0.3 0.5

用地買収

4,067

測量試験費 測量試験費
事業費内訳
（主なもの）

64,119

人件費（B） 2,610

款 項 目

8 2
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

地方債 公共事業等債

一般会計

直営

（３）交通環境の整備充実

　⑧　道路・交通ネットワークを整備し、充実させる

駅へのアクセス道路で歩道がないた
め、通勤・通学及び一般通行におい
て、非常に危険な状態である。

波多江駅南口へのアクセス道路を整備(歩道設置)する
ことにより、通勤、通学を始め一般通行の安全性を確保
する。

14.3

0

事業主体

担当部課

　該当なし

450

人件費（B）

事 業 名 建設都市部

2,000

政　策

施　策

重点プロジェクト

0

0

その他

6,070

0

財
源
内
訳

一般財源

交付金 国庫支出金

地方債

現在値

歩道の確保 路線の歩道設置延長（ｍ）

５５％

2,750

事業目的
実施方法

受益者の考えている価値 事業開始時

糸島市

松浦中線、松浦線整備事業 建設課

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

事 業 内 容

総事業費

進捗状況
・
現状

44,600
千円

道路改良工事
・延長　L=１３２ｍ
・幅員　W=８．５ｍ
・用地買収面積　A=200㎡

事業期間 平成２８年度～平成３０年度（ ３年間） 会計種類

予算科目

受益者

市民

平成27年度

0

（単位：千円）

最終目標値求められる成果（単位）

132

2,000

44,600

合計平成28年度

款 項 目

平成26年度

千円
（うち市予算化分）

2,750

450

平均人件費

総コスト（A＋B） 0 6,070

870

5,200

人件費割合(%)

5,200

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト計0

90%

社会資本整備総合交付金事業

補助率、交付
税措置率等

8,700

測量設計委託
（詳細設計）

地方債

財源の種類

事業費内訳
（主なもの）

従事職員数(人)

国庫支出金

県支出金

事業費（A）
0

0

0

0.1
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

5.5/10

（３）交通環境の整備充実

建設都市部

施　策 　⑧　道路・交通ネットワークを整備し、充実させる

事業期間

駅南北をつなぐ自由通路の整備
・都市計画決定図書の作成
・予備設計及び事業認可図書の作成
・自由通路の整備
・バリアフリー整備（エレベーター１基）

受益者の考えている価値

社会資本整備総合交付金
（街路事業）

国庫支出金 社会資本整備総合交付金交付要綱

政　策

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

8

平成２４年度～平成３０年度（７年間） 会計種類 一般会計

款

重点プロジェクト 　該当なし

都市整備課

波多江駅利用者

事 業 内 容

平成26年度

事 業 名 波多江駅自由通路整備事業 担当部課

事業目的

波多江駅の自由通路を整備することにより、駅南側から
の駅利用者の利便性向上と共に安全で快適な歩行者
空間の整備を行う。

事業主体

項 目

4

受益者 現在値 最終目標値事業開始時

総事業費 337,960 千円
（うち市予算化分）

その他

平成28年度

予算科目

バリアフリー
61.7

[16,910/27,404]
【平成23年度】

求められる成果（単位）

337,960
千円

27,500 27,500

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

合計

78.6
[21,545/27,404]

61.7
[16,910/27,404]
【平成23年度】

（単位：千円）

平成27年度

市内駅利用者のバリアフリー受
益率(％)

［整備駅の日平均乗降者/市内9
駅］(人)

地方債
20,200 20,200

一般財源
10,424 19 17,319 27,762

人件費割合(%) 6.5

事業費（A）

自由通路予備設計及
び事業認可図書作成
業務、旅費

旅費（事業認可申請
協議）

自由通路詳細設計
用地買収
旅費

事業費内訳
（主なもの）

人件費（B） 1,740

10,424 19 65,019 75,462

1,740 1,740

従事職員数(人) 0.2 0.2 0.2 平均人件費 8,700

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

総コスト（A＋B） 12,164 1,759 66,759 総コスト計

地方債 公共事業等債 90%地方債

80,682

1

糸島市

実施方法 一部委託

・平成20年度～平成22年度にバリアフ
リー化事業を行い、エレベーター2基
（ホーム、駅舎（北側））及び障害者対応
トイレの設置、駅舎の改修を行った。
・平成22年度6月議会において波多江
駅及び周辺市街地等整備促進を求める
請願が採択済。
・平成24年度　自由通路都市計画決定
図書作成
・平成25年度　自由通路都市計画決定

進捗状況
・
現状
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

総コスト計 6,4290

0 人件費割合(%)

6,429 0

0.1 0

根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類

8,700

人件費（B） 870 0

0 0

13.5

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

交通解析業務

従事職員数(人)

5,559

0 平均人件費

事業費（A）
5,559

0

5,559

一般財源
5,559

0

その他

0

地方債

0

県支出金

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

5,559

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位）

千円

可否決定

（単位：千円）

（うち市予算化分）
千円 予算科目

1

現在値

4

最終目標値

8

市民 国道202号の渋滞緩和 ２車線整備での可否の決定 ― ―

事業期間 平成２６年度（１年間） 会計種類 一般会計

事業開始時

総事業費 5,559

事業目的

国道202号から同バイパスを結ぶ波多江泊線整備事業は、現
在４車線で計画しているが、決定時の交通解析が第３回パー
ソントリップ調査（平成５年）をもとに解析しており、かなりの年
月が経過しいる為、直近の交通量調査により見直しを行い、２
車線への可能性調査を行う。

事業主体

実施方法 直営

事 業 内 容

平成２６年度 　交通解析業務委託

進捗状況
・
現状

・平成17年度　都市計画決定【第３
回ＰＴ調査（平成５年）】をもとに交通
解析
・平成26年度交通解析業務委託【第
４回ＰＴ調査（平成１７年）】をもとに
交通解析

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 波多江泊線交通解析事業 担当部課 建設都市部 都市整備課

政　策 （３）交通環境の整備充実

施　策 　⑧　道路・交通ネットワークを整備し、充実させる

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

糸島市

款 項 目
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策

目

（３）交通環境の整備充実

施　策 　⑨　離島航路の安定運行を行う

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 市営渡船ひめしま代替建造事業 担当部課 企画部 地域振興課

事業目的

本船の老朽化に伴い新船を代替建造する。
事業主体 糸島市

実施方法

予算科目

直営

事 業 内 容

①船舶基本設計業務委託
②船舶建造工事
・木型工事
・船体部建造工事
・機関部工事
・電機部工事
・法定備品及び属具
・ＪＧ検査申請等設計
・一般管理
・工事監理業務委託

進捗状況
・
現状

■乗船者は５年間平均40,000人
■本船は建造から１６年が経過し
ており老朽化が進んででいる。
■平成２５年度に国の離島航路構
造改革補助により航路診断と経営
診断の調査事業を実施し、本船の
代替建造の必要性が明らかになっ
た。

事業期間 平成２６年度～平成２７年度 （２年間） 会計種類 特別会計

総事業費 196,668 千円
196,668

（うち市予算化分）
千円

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

市民
（特に姫島住民）

本土とを結ぶ唯一の交
通手段であるが船舶の
代替建造により安定運

航を求める

効率的で安定的な運航によ
る渡船利用者(人)

40,000 40,000 46,000

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
378 19,288 19,666

県支出金
0

地方債
173,402 173,402

その他
0

一般財源
3,402 198 3,600

事業費（A）
3,780 192,888 0 196,668

事業費内訳
（主なもの）

詳細設計費 建造工事

従事職員数(人) 0.9 0.9 平均人件費 8,700

人件費（B） 7,830 7,830 0 人件費割合(%) 7.4

総コスト（A＋B） 11,610 200,718 0 総コスト計 212,328

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

地域公共交通確保維持改
善事業費補助金

国庫支出金

地方債 離島振興法

離島航路整備法
※地域公共交通確保維持改善事業(離島航路構造改革補助事業)

10％
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

生活交通確保対策補助金 県支出金 福岡県バス運行対策費補助金交付要綱
補助対象経費の
1/2以内

総コスト（A＋B） 9,051 6,609 0 総コスト計 15,660

8,700

人件費（B） 2,610 2,610 0 人件費割合(%) 33.3

事業費内訳
（主なもの）

運行費
車輌購入費

運行費

従事職員数(人) 0.3 0.3 0 平均人件費

事業費（A）
6,441 3,999 0 10,440

一般財源
5,204 3,999 9,203

その他
0

地方債
0

県支出金
1,237 1,237財

源
内
訳

国庫支出金
0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

公共交通不便
地域住民

公共交通の運行
公共交通不便地域人口
（H22年度人口ベース）

8,449人
（H22年度）

6,522人
（H24年度末）

5,000人
（H27年度末）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

（うち市予算化分）
千円 予算科目

事 業 内 容

○福吉校区自主運行バス本格運行（継続）
○一貴山校区自主運行バス本格運行（継続）
○平成２６年度試行運行実施校区の本格運行（新規）
○自主運行バスボランティア運転手の育成 進捗状況

・
現状

19,011総事業費 20,248 千円

○福吉校区はH24実績で、2,406人
利用（年間）。一便平均3.96人。
○一貴山校区はH24年度実績で、
　282人利用（約2か月）。1便平均
　2.72人。
○自主運行バス校区説明終了。
○H25年度は、引津校区及び桜野
校区に対し個別説明済。

事業期間 平成２３年度～平成２７年度(５年間） 会計種類 一般会計

事業目的

「糸島市地域交通計画」の事業計画に基づき、校区と
の協働によるバス運行により、市民の生活交通手段の
確保や交通不便地域の縮減を図る。

事業主体 糸島市、校区

実施方法

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 自主運行バス事業 担当部課 企画部 地域振興課

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策 （３）交通環境の整備充実

直営

施　策 　⑩　効率的な生活路線バスの運行により、利便性の高い公共交通網を構築する

款 項 目

2 1 7
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

事業費内訳
（主なもの）

工事費

17,000

工事費工事費

64 100

現在地

合計

事業開始時 最終目標値

（単位：千円）

総事業費
 22年度 から28年度
までの合計

千円
（うち市予算化分）

千円
〃

事業期間 平成２２年度 ～

事 業 名 河川維持管理事業

事 業 内 容

護岸補修工事、河川浚渫工事

事業目的

認定河川を計画的に維持補修し、豪雨による災害から
市民の財産と生命を守る。

47,000

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策

一般会計

平成28年度

要望に対する充足率（％） 64

平成27年度平成26年度

一般財源

0

0

15,000

予算科目

会計種類

　該当なし

0

受益者の考えている価値 求められる成果（単位）

2,610

54,830

17,000 15,000

0.3 0.3

施　策 　⑬　豪雨による浸水被害を防ぐ

重点プロジェクト

実施方法 直営

担当部課

進捗状況
・
現状

河川護岸の老朽化及び根浸食によ
り吸い出している河川について、順
次補修している。また、各行政区か
らの要望が多い堆積土の取り除きに
ついても計画的に行っている。

事業主体 糸島市

建設都市部 建設課

河川沿岸住民 災害による安全確保

財
源
内
訳

事業費（A）

国庫支出金

その他

受益者

0.3

15,000

従事職員数(人)

県支出金

地方債

14.3

47,000

平均人件費 8,700

15,000

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

総コスト（A＋B） 19,610

人件費（B） 2,610 2,610

17,610

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

総コスト計17,610

款 項 目

（４）治山・治水

8 3 1

人件費割合(%)

0
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

19,350

21,50021,500

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

農林水産業費県補助金 1/2以内

財源の種類 根拠法令等

補助残の1/10

0 総コスト計

平均人件費0.1

受益者分担金 その他 糸島市農漁業用施設工事分担金徴収条例

2,150

補助率、交付
税措置率等

43,000

43,870

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

0

0

事業費内訳
（主なもの）

従事職員数(人) 8,700

県支出金 福岡県漁港等施設改修事業費補助金

国庫支出金

人件費割合(%)

総コスト（A＋B） 43,870

870 0

43,000

福吉漁港導流堤内消
波施設設置工事

19,350

2,150

事業費（A）

人件費（B） 2.0

0

その他

地方債

一般財源

財
源
内
訳

34ｃｍ

（単位：千円）

県支出金

JF福吉支所組合員87人及
び河川沿住民1,473人

遡上波軽減による安全
安心確保

福吉川福井川の合流地点で
の遡上波の軽減（ｃｍ）

55ｃｍ 55ｃｍ

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

40,850総事業費 43,000 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項

事 業 内 容

福吉漁港
　導流堤内消波施設設置　　傾斜堤　Ｌ＝35.0ｍ
　　　　　　　　　　（右岸Ｌ＝20.0ｍ・左岸Ｌ＝15.0ｍ）
　　消波ブロック2ｔ 進捗状況

・
現状

　福吉漁港導流堤工事は平成13年
度に着手し、平成25年3月に河川の
切り替えを実施。　平成25年10月の
台風の折、遡上波により、福吉川福
井川の合流点付近の河川堤防を越
波した。
　通常の荒天時においてもその現象
がみられる。

事業期間 平成２６年度～平成２６年度（１年間） 会計種類 一般会計

事業目的

　福吉漁港導流堤内に消波施設を設置することにより、
台風等荒天時の遡上波を軽減し、漁業集落の安全安
心を確保し、漁業の育成を図る。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 福吉漁港導流堤内消波施設設置事業 担当部課 農林水産部 水産振興課

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策 （４）治山・治水

施　策 　⑬　豪雨による浸水被害を防ぐ　

目

6 4 3
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

社会資本整備総合交付金
（防災安全交付金）

社会資本整備総合交付金交付要綱

875

0

02,610

印刷製本費

財源の種類

人件費（B）

国庫支出金 1/2

人件費割合(%)

県支出金

地方債

その他

事業費（A）

総コスト（A＋B）

59.8

876

0

平均人件費

一般財源

0.3 0 0

進捗状況
・
現状

事業期間

事業主体

予算科目

従事職員数(人)

1,751

事業費内訳
（主なもの）

財
源
内
訳

総事業費

政　策 （６）防災・防犯体制の確立

土砂災害ハザードマップ作成事業

糸島市
事業目的

876

平成27年度

8,700

0

0

1,751

0

0

直営

平成28年度

875

実施方法

市民

受益者

1,751
千円

土砂災害危険区域を持つ行政
区でハザードマップを活用して
避難訓練を実施した行政区の数

―

現在値

1,751

受益者の考えている価値 事業開始時

（うち市予算化分）

一般会計

求められる成果（単位）

平成26年度

最終目標値

―

9 1

80行政区

（単位：千円）

平成２６年度（１年間）

担当部課

土砂災害防止法による警戒区域及び特別警戒区域の
指定及び変更に伴い、市内全校区の土砂災害ハザー
ドマップを更新・印刷し全戸に配布する。（１５校区；４
０，０００部）

危機管理課

事 業 内 容

重点プロジェクト

災害に備えたハザード
マップによる防災啓発

千円

　⑰　地域防災力を強化する

①土砂災害防止法による警戒区域
等指定前の土砂災害ハザードマッ
プを全戸に配布済
②糸島市内において土砂災害防止
法の調査が平成２５年度に終了し、
区域を指定済

会計種類

総務部

　該当なし

合計

国庫支出金

施　策

県が指定した土砂災害防止法に基づく警戒区域等を参考に
現在全校区毎に配布している土砂災害ハザードマップを修
正し、全戸に配布することで市民に土砂災害警戒区域の周
知を図るとともに万一の災害時に備える。

5

0

根拠法令等

総コスト計0

補助率、交付
税措置率等

4,3614,361

款 項 目

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

事 業 名
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

1,199 1,199

広域避難経路マップ

0

0

0

（単位：千円）

44行政区

1,199

0

平成26年度 平成27年度

2,939

1,199

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類

0.2

補助率、交付
税措置率等

総コスト計

0 人件費割合(%)

2,939

人件費（B）

1,199
一般財源

0

8,700

59.2

総コスト（A＋B）

根拠法令等

平均人件費

1,740

0従事職員数(人)

財
源
内
訳

国庫支出金

その他

事業費内訳
（主なもの）

合計平成28年度

県支出金

地方債

事業費（A）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

千円
（うち市予算化分）

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 原子力災害広域避難経路図作成事業

事 業 内 容

○避難経路マップの作成
　広域避難個別計画に定めている市外１６市町の５１避
難所までの避難経路マップを作成し、原発から３０㎞圏
内の住民（４４行政区約5,800世帯）に配布する。 進捗状況

・
現状

原子力災害広域避難のための避難
ルートについては、現在、県が実施
している避難シミュレーションを参考
に今後、県警等関係機関との協議
を行い、避難ルートを決定してくこと
にしている。

その他

事業期間 平成２６年度（1年間） 会計種類

事業目的

万が一、原子力災害が発生し、避難が必要となった場
合に迅速な避難対応ができるよう、広域避難所までの
避難経路図を作成し、原発から３０㎞圏内の住民に配
布する。

事業主体 糸島市

実施方法

1,199

最終目標値

ＵＰＺ圏内住民
原子力災害時での迅速
な広域避難

千円 予算科目総事業費

説明会等により避難経路図を活
用して計画説明を行った行政区
の数

― ―

総務部

施　策 　⑰　地域防災力を強化する

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策

危機管理課

（６）防災・防犯体制の確立

一般会計

担当部課

款 項 目

9 1 5
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

2,869 3,535 3,535 総コスト計 9,939

870 870 870 人件費割合(%) 26.3

0.1 0.1 平均人件費

2,665 2,665 7,329

嘱託員報酬 嘱託員報酬

7,329

0

0

0

総コスト（A＋B）

0

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

8,700

人件費（B）

県支出金

1,999

事業費内訳
（主なもの）

事業費（A）

一般財源

嘱託員報酬

1,999

従事職員数(人) 0.1

2,6652,665

市民 自主防災組織活動の充実

その他

地方債

市内自主防災組織での防災
講座・訓練実施回数

財
源
内
訳

国庫支出金

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

― 119回 162回

（６）防災・防犯体制の確立

　⑰　地域防災力を強化する

会計種類 一般会計

7,329

実施方法

7,329

重点プロジェクト

施　策

直営

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

危機管理課

政　策

総務部

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間）

地域防災力の強化を図るため、災害対応と経験豊富な
自衛官ＯＢを防災指導員として配置し、自主防災組織
での防災講座、防災訓練等の指導を行うとともに、地域
防災計画の見直しや喫緊の課題である避難勧告・避難
指示を含めた警戒避難体制の整備を行う。

事業主体 糸島市

　該当なし

事 業 内 容

○防災指導員の配置
　・自主防災組織における防災講座や防災訓練の指導
　・地域防災計画の見直しへの助言
　・迅速な避難に備えた警戒避難区域の事前調査及び
　　設定
　・避難勧告・避難指示への助言

進捗状況
・
現状

市内１６１行政区に設置している自
主防災組織への防災講座や防災訓
練については、職員で対応してい
る。
Ｈ２４；
防災講座３５行政区、防災訓練７６
行政区
Ｈ２５；
防災講座５２行政区、防災訓練６７
行政区

防災指導員配置事業

事業目的

事 業 名

総事業費 千円
（うち市予算化分）

担当部課

予算科目

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

千円
款 項

最終目標値

目

9 1 5
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

0

0

0

最終目標値

款 項

糸島市

平成２５年度～平成２６年度（２年間）

進捗状況
・
現状

平成２５年度に防火服一式３５セット
購入

事 業 内 容

防火服更新事業

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策

根拠法令等

市民

消防職員９５名に配備している防火服一式のうち６９
セットが平成２３年３月に示された「防火服に求められる
性能に関するガイドライン」に適合しなくなったため、更
新を行う。
平成２５年度購入額　６，５４４，０００円
平成２６年度購入額　６，６９２，０００円
　　　　　 　 計　　　  １３，２３６，０００円

一般会計

求められる成果（単位） 事業開始時

予算科目

会計種類

総事業費 13,236

事業期間

（６）防災・防犯体制の確立

事業主体

34

　⑱　常備消防施設などを充実させる

新ガイドラインに適合 しない
防火服一式数(セット）

13,236
千円

（うち市予算化分）

6,692

6,692
一般財源

6,692

施　策

総コスト計 7,562

0

0

0

平均人件費 8,700

6,692
事業費（A）

0

県支出金

総コスト（A＋B）

重点プロジェクト

警防課事 業 名

事業目的
直営

担当部課

現配備の防火服一式の更新を行う。

消防本部

　該当なし

実施方法

合計平成26年度

0
国庫支出金

0

財
源
内
訳

受益者

千円

現在値

平成28年度

69消防活動の充実

平成27年度

受益者の考えている価値

（単位：千円）

9

0人件費（B）

事業費内訳
（主なもの）

地方債

870

従事職員数(人) 0.1

その他

0

備品購入費

人件費割合(%) 11.50

7,562

0

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

補助率、交付
税措置率等

財源の種類

目

1 1
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

合計

受益者 受益者の考えている価値

事業目的

平成26年度 平成27年度 平成28年度

（うち市予算化分）

（単位：千円）

最終目標値

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

事業期間 平成２８年度（１年間）

0

警防課

予算科目

政　策 （６）防災・防犯体制の確立

事 業 名

現在値

その他

国庫支出金

財
源
内
訳

施　策

担当部課

直営

4,522

耐用年数を超えた化学消防ポン
プ自動車（台）

市民 安心安全な居住生活

地方債

県支出金

40%

59,800

消防施設整備事業要綱　33％

財源の種類

64,322

　⑱　常備消防施設などを充実させる

1

事業開始時

0

人件費（B）

8,700

地方債

一般財源

平均人件費

0 1.3

合併特例事業推進要綱　９０％

事業費（A）

事業費内訳
（主なもの）

65,192

補助率、交付
税措置率等

4,522

64,322

現配備の化学消防ポンプ自動車
平成８年１２月購入
走行距離：４８，５１２ｋｍ
耐用年数：１５年

現在配備している化学消防ポンプ自動車が老朽化して
いるため更新を行う。

64,322

化学消防ポンプ自動車更新事業

進捗状況
・
現状

会計種類

1

事業主体

実施方法

求められる成果（単位）

総事業費

事 業 内 容

　該当なし

糸島市

重点プロジェクト

6
64,322

消防署本署配備の化学消防ポンプ自動車の更新を
行う。

千円 千円
9 1

0

59,800

0

0 0 0.1

00

0 870

65,192 総コスト計

備品購入費

人件費割合(%)

従事職員数(人)

総コスト（A＋B） 0 0

合併推進債 地方債

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

施設整備事業債 70%

款 項 目

一般会計

消防本部

根拠法令等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類

総コスト（A＋B） 6,120

補助率、交付
税措置率等

5,250

（単位：千円）

現在地 最終目標値

0

　⑱　常備消防施設などを充実させる

0

従事職員数(人)

事業費内訳
（主なもの）

根拠法令等

工事請負費

870 14.2

総コスト計0

8,700平均人件費0

総事業費

事業期間

地方債

一般財源

5,250

事 業 名

施　策

通信指令施設部分更新事業

（６）防災・防犯体制の確立政　策

進捗状況
・
現状

財
源
内
訳

0

消防本部

通信指令施設部分更新工事を行う。

事 業 内 容

　該当なし

受益者 受益者の考えている価値

0

国庫支出金

県支出金

安定した１１９受信体制市民

0

施設の老朽化率（％） 20

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

平成２３年度整備の通信指令施設
各装置の交換工事を行うもの。

　平成２３年度に整備した通信指令施設の機器の更新
工事を行う。

事業主体

直営

警防課

重点プロジェクト

事業目的

担当部課

実施方法

糸島市

会計種類

合計

一般会計

平成27年度

千円

20

平成２６年度（１年間）

6

事業開始時

5,250

平成28年度平成26年度

予算科目千円
（うち市予算化分）

5,250

求められる成果（単位）

0

その他

0

5,250

5,250 0
事業費（A）

人件費割合(%)

0.1 0

0人件費（B） 0

6,120

款 項 目

9 1
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

施設整備事業債 地方債 消防施設整備事業要綱 33% 70%

2.3

補助率、交付
税措置率等

地方債 合併特例事業推進要綱 90% 40%合併推進債

平均人件費

事業費内訳
（主なもの）

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

人件費（B）

財源の種類

38,501

平成26年度 平成27年度 平成28年度

地方債

2,631

従事職員数(人)

その他

2,631

37,631

点検整備等手数料

総コスト（A＋B） 総コスト計

受益者 受益者の考えている価値

1

0 870

財
源
内
訳

国庫支出金

一般財源

総事業費 37,631

事業目的

現在、配備しているはしご付消防自動車の分解整備を
行う。

県支出金

現配備のはしご付消防自動車
平成１１年９月購入
前回分解整備日：平成２２年１月１４日完
了。６６６時間
分解整備から５年（使用時間は１，０００
時間）に至る前に、実施しなければいけ
ない。（総務省消防庁通知）
平成２６年３月１日現在１，６７２時間

市民 安心安全な居住生活

事業期間

事 業 内 容

消防署本署に配備のはしご付消防自動車は前回分解
整備から５年（使用時間は１，０００時間）経過し、適切な
機能及び安全性を確保するため、分解・点検整備を行
う。

平成２７年度（１年間）

8,700

0 人件費割合(%)

0 37,631
事業費（A）

00

0

0

糸島市

実施方法 直営

進捗状況
・
現状

一般会計

00.1

会計種類

事業主体

（６）防災・防犯体制の確立

重点プロジェクト

担当部課 消防本部 警防課

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

事 業 名

施　策 　⑱　常備消防施設などを充実させる

政　策

（うち市予算化分）

はしご付消防自動車分解整備事業

予算科目
37,631

千円 千円

最終目標値事業開始時求められる成果（単位）

分解整備未実施のはしご付
消防自動車数（台）

6

現在地

0

0

1

（単位：千円）

合計

35,000

0

35,000

0

38,501

根拠法令等

9 1

款 項 目

　該当なし
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

合併推進債

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

地方債

受益者

一般財源

地方債

8,700

消防本部 警防課

40%

（うち市予算化分）

人件費割合(%)0

総コスト計

119,724

0 0

0.1

119,724

平成26年度 平成27年度

0

119,724

総事業費

財
源
内
訳

118,200118,200

事業目的

現在配備している救助工作車が老朽化しているため、
更新を行う。

糸島市

実施方法 直営

消防署本署配備の救助工作車の更新を行う。

事業主体

求められる成果（単位） 事業開始時

事 業 名

（６）防災・防犯体制の確立政　策

担当部課

　⑱　常備消防施設などを充実させる

重点プロジェクト 　該当なし

施　策

補助率、交付
税措置率等

120,594120,594

0.7

最終目標値

1 6

1

平成28年度

耐用年数を超えた救助工作車
（台）

千円

受益者の考えている価値 現在地

事業期間 平成２８年度（１年間）

現配備の救助工作車
平成１２年９月購入
走行距離：２８，２７０ｋｍ
耐用年数：１５年

進捗状況
・
現状

事 業 内 容

会計種類 一般会計

従事職員数(人) 0 0

その他

1

（単位：千円）

市民 安心安全な居住生活

0

0

0

9
千円 予算科目

合計

款

1,524

地方債 70%

870

備品購入費

平均人件費

合併特例事業推進要綱　90%

消防施設整備事業要綱 33%

財源の種類

施設整備事業債

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

総コスト（A＋B）

国庫支出金

県支出金

救助工作車更新事業

事業費（A）

事業費内訳
（主なもの）

人件費（B） 0

0

119,724

項 目

根拠法令等

0

1,524
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

40%

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

69,560

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

870 人件費割合(%) 2.5

施設整備事業債 地方債 施設整備事業（一般財源化分）　５０％ 70%

合併推進債 地方債 合併特例事業推進要綱　９０％

総コスト（A＋B） 22,340 0

事業費内訳
（主なもの）

備品購入費

人件費（B） 870 0

総コスト計

従事職員数(人)

47,220

0.1 0 0.1 平均人件費 8,700

備品購入費

一般財源

21,470 0 46,350 67,820

1,170 2,450 3,620

事業費（A）

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

0
その他

20,300 43,900 64,200

0

0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

5

求められる成果（単位） 事業開始時

地方債

予算科目

5 0

現在地受益者 受益者の考えている価値

市民 地域防災力の強化

最終目標値

消防団ポンプ自動車１３台の内、耐
用年数を超えた消防用車両数（台）

総事業費 67,820 千円
（うち市予算化分）

67,820
千円

会計種類 一般会計

事 業 内 容

平成２６年度
加布里分団消防ポンプ自動車更新（CD-1）

平成２８年度
雷山分団消防ポンプ自動車更新（CD-1）
怡土分団消防ポンプ自動車更新（CD-1）

進捗状況
・
現状

加布里分団ポンプ車、雷山分団ポンプ車、
怡土分団ポンプ車は、更新時には1６年経過
しており、車両機能の不具合が発生してい
る。
消防車両としての機能を発揮するため更新
が必要である。
加布里分団：平成９年１２月購入
雷山分団：平成１２年１１月購入
怡土分団：平成１２年１１月購入

事業期間 平成２６年度 ～平成２８年度（３年間）

事業目的

消防活動の基盤となる消防自動車を更新することによ
り、緊急時に安定した成果の達成を確保する。 事業主体 糸島市

実施方法 直営

　⑲　地域消防施設を充実させる

重点プロジェクト 　該当なし

警防課事 業 名 消防団ポンプ自動車整備事業 担当部課 消防本部

施　策

政　策 （６）防災・防犯体制の確立

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

款 項 目

9 1 3
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

合併推進債 地方債 合併特例事業推進要綱　９０％ 40%

0

0

3.10

平均人件費 8,7000.1

0

補助率、交付
税措置率等

根拠法令等

28,415総コスト計

27,545

警防課

3,345

重点プロジェクト 　該当なし

24,200 24,200

直営

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策 （６）防災・防犯体制の確立

事 業 名 消防団詰所建替事業（消防施設整備）

施　策 　⑲　地域消防施設を充実させる

消防本部担当部課

千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目

一般会計

現在の詰所は、昭和４９年に建設さ
れており、老朽化し詰所も狭い状況
である。
構造：鉄骨スレート平屋建
面積：水防倉庫７５㎡（内４２㎡）

9 1 3

老朽化している消防団詰所を建替えることで、地域防
災の要となる消防団員の待機場所等の確保及び消防
活動の充実を図る。事業目的

事業主体

実施方法

事業期間 平成２８年度（１年間） 会計種類

事 業 内 容

福吉分団詰所の建替工事
場所：福吉公民館敷地南側
構造：木造平屋建
面積：１２４㎡程度

※平成29年度以降、桜井分団

進捗状況
・
現状

総事業費 27,545
27,545

地方債

0

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

消防防災設備整備費補助金交付要綱　５０％

財源の種類

28,415

870 人件費割合(%)人件費（B）

0

県支出金

地方債

その他

0

0

（単位：千円）

総コスト（A＋B）

事業費（A）

従事職員数(人)

0

0

財
源
内
訳

国庫支出金

事業開始時受益者 受益者の考えている価値

1

27,545

3,345

1 0市民 安心安全な居住生活
老朽化した消防団詰所の数

(箇所)

最終目標値現在値求められる成果（単位）

合計平成26年度 平成27年度 平成28年度

0

70%施設整備事業債

事業費内訳
（主なもの）

工事請負費
設計監理委託費

一般財源

款 項 目

糸島市

61 



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

政　策 （６）防災・防犯体制の確立

施　策 　⑲　地域消防施設を充実させる

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 防火水槽整備事業（消防施設整備） 担当部課 総務部 危機管理課

事業目的

消火活動において水の確保は最重要事項であるが、水道給水区域
以外では消火栓の設置ができないこと、水道給水区域においても水
道経路の関係で使えない場合があり防火水槽とのバランスの取れた
水利確保が必要なため、計画的に防火水槽を整備する。

事業主体 糸島市

実施方法

予算科目

直営

事 業 内 容

防火水槽
規模：４０ｔ級　　形態：有蓋
行政区設置6基
（H26～28年度各2基　計6基）

進捗状況
・
現状

消火栓が整備されていない地域や
消火栓があっても実利用が困難なと
ころを優先に防火水槽を設置する。

事業期間 平成２２年度 ～ 平成２８年度（７年間） 会計種類 一般会計

総事業費 73,369 千円
73,369

（うち市予算化分）
千円

14

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

市民 火災時における初期消火
防火水槽未整備地区に設置し
た数（基）

0 8

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
9,800 9,800 9,800 29,400

その他
0

一般財源
1,100 1,100 1,100 3,300

事業費（A）
10,900 10,900 10,900 32,700

事業費内訳
（主なもの）

建設工事費
測量・設計委託費

建設工事費
測量・設計委託費

建設工事費
測量・設計委託費

従事職員数(人) 0.3 0.3 0.3 平均人件費

人件費（B） 2,610 2,610 2,610 人件費割合(%) 19.3

総コスト（A＋B） 13,510 13,510 13,510 総コスト計 40,530

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

合併推進債 地方債 合併特例事業推進要綱
地方債充当率

９０％

款 項 目

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

8,700

（単位：千円）

9 1 3
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

総コスト（A＋B） 0 30,318 53,908 総コスト計 84,226

8,700

人件費（B） 0 5,220 5,220 人件費割合(%) 12.4

事業費内訳
（主なもの）

基本設計、現地調
査、実施設計委託

防犯灯取り替え工事
（　）は10年リースと

した場合

従事職員数(人) 0 0.6 0.6 平均人件費

3,793

事業費（A）
(17,021) (17,021) (34,042)

25,098 48,688 73,786

0

一般財源
(17,021) (17,021) (34,042)

1,349 2,444

11,200 21,900 33,100

その他

0

地方債

12,549 24,344 36,893

県支出金

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

市民
省エネルギー化と
維持管理費の軽減

電気料と維持管理費の削減額
（年間）

― ―
18,093千円

(52%減）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

千円 予算科目
（うち市予算化分） 項

事業主体

事 業 内 容

会計種類 一般会計

総事業費 171,162 千円

事業期間 平成２７年度～３０年度（４年間）

171,162

事 業 名 防犯灯ＬＥＤ転換事業

糸島市

実施方法 直営

○基本設計、現地調査、実施設計委託【27年度】
○工事内容
　白熱灯、蛍光灯、水銀灯、ナトリウム灯からＬＥＤに器
具交換を行い、九電に変更申請を行う。【28～30年度】 進捗状況

・
現状

　平成24年度から新設及び器具交
換する防犯灯はＬＥＤとし、平成26
年1月現在、8,454基中518基がＬＥ
Ｄとなっている。ＬＥＤにしたことで、
明るさや虫の寄りつき等の苦情もな
く、行政区からは一層の推進を求め
られている。

事業目的

　市内全域のＬＥＤ以外の防犯灯（7,936基）を一斉にＬ
ＥＤに転換することで、①安全安心なまちづくりの推進、
②環境に配慮した低炭素社会への寄与、③消費電力
の削減による市及び行政区の財政負担の軽減、④市
内経済活性化と雇用の創出を図るものである。

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策 （６）防災・防犯体制の確立

施　策

担当部課 総務部 危機管理課

　㉑　警察、学校、地域などと連携して防犯体制を確立させる

重点プロジェクト 　該当なし

公共等事業債 地方債
補助残90%適用

交付税20％

社会資本整備総合交付金
（効果促進事業）

補助率50％国庫支出金

目款

172 1

最終目標値

（単位：千円）
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

総コスト（A＋B） 1,470 1,470 1,470 総コスト計 4,410

8,700

人件費（B） 870 870 870 人件費割合(%) 59.2

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金 補助金

従事職員数(人) 0.1 0.1 0.1 平均人件費

事業費（A）
600 600 600 1,800

一般財源
600 600 600 1,800

その他
0

地方債
0

県支出金
0財

源
内
訳

国庫支出金
0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

最終目標値

総事業費 1,800 千円

市民
青パトの巡回による防犯効

果
青パトを導入した校区数 10校区 10校区 15校区

1,800

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

（うち市予算化分）
千円 予算科目

補助

事 業 内 容

近年、実施団体となった校区では、独自に青パト仕様
の軽自動車を購入し、校区で維持管理をする傾向にあ
り、専用車を導入した団体の平均維持費が年103千円
であり、その２分の１の５万円に上限を拡大するもの。私
有車を利用している団体においても、特定の人に負担
が偏る現状の打開策として、専用車導入の追い風とな
り、青パト未設置校区においても導入効果があると考え
る。

進捗状況
・
現状

現行の糸島市安全安心まちづくり事
業補助金交付規程に基づき、各実
施団体の青パト防犯活動に対し、費
用の２分の１以内の額（上限３万円）
を補助している。
25年度補助見込額
　＠30千円＊９団体＝270千円

事業期間 平成２６年度～２８年度（３年間） 会計種類 一般会計

事 業 名 安全安心まちづくり事業補助金の拡充 担当部課 総務部 危機管理課

事業目的
青パト実施団体（校区）の青パト活動費用の補助を拡大
することで、青パト活動の充実を図る。

事業主体 糸島市

実施方法

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策 （６）防災・防犯体制の確立

施　策 　㉑　警察、学校、地域などと連携して防犯体制を確立させる

重点プロジェクト 　該当なし

款 項 目

2 1 17
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等

8,700

0 0

0

平均人件費

人件費割合(%) 51.0

総コスト計

推進委員謝礼
デザイン賞金
金型・ナンバーの作製

4,180

地方債

その他

一般財源
4,1804,180

0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金
0

0

市民
市民モニターでのご当地ナン

バー認知度（％）
0

千円4,180 千円
（うち市予算化分）

受益者 事業開始時受益者の考えている価値

事 業 内 容

○平成26年度
ナンバーの形状・デザインを公募して決定する。
デザインの発表・表彰
関係機関との協議（県、警察等）
金型・ナンバーの作製
新ナンバー導入の広報
26年度中に作製するが、配布開始は、27年度早期を予
定

事業期間

進捗状況
・
現状

事業目的

糸島市オリジナルの車両ナンバープレートを作ることにより、市
民にはまちへの愛着を深めていただき、対外的には知名度を
アップさせ、まちをＰＲしたい。その結果として、この地に住み
続けたい、住んでみたいという市民のハートをつかみ、定住者
増につなげる。

事業主体

実施方法

会計種類

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

政　策 （１）協働のまちづくりの推進

施　策 　③　市民参画・協働型のまちづくりを推進する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課 税務課市民部

予算科目
4,180

直営

税務課

ご当地ナンバー導入事業

平成２６年度（ １年間）

○職員提案
○サマーレビュー提案

最終目標値

0

現在値

一般会計

合計

0

平成27年度 平成28年度

0.5

平成26年度

4,350 0

糸島市への愛着と知名
度のアップ

90

求められる成果（単位）

款

2

項

2

目

2
総事業費

補助率、交付
税措置率等

人件費（B）

8,5308,530総コスト（A＋B）

従事職員数(人)

事業費（A）
4,180

事業費内訳
（主なもの）

（単位：千円）

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

0

0

0

市民

（単位：千円）

0 100,000

0

0

11,000 11,000

22,000

補助金

平成27年度

11,000 11,000

来場者数（人）

合計

千円 予算科目

現在値

59,000

平成26年度

款

事業開始時

事業費内訳
（主なもの）

従事職員数(人)

補助金

国庫支出金

県支出金

0.3

事業費（A）

担当部課 企画部 地域振興課事 業 名

（１）協働のまちづくりの推進

事業目的
事業主体

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

政　策

重点プロジェクト 　該当なし

施　策

事 業 内 容

　③　市民参画・協働型のまちづくりを推進する

糸島市民まつり事業

糸島市を代表するイベントとして「糸島市民まつり」を市
民協働で実施することにより、糸島市が目指す「人も元
気　まちも元気新鮮都市　いとしま」を実現し、地域活性
化、一体感の醸成、糸島市のＰＲを図る。 実施方法

進捗状況
・
現状

平成２４年度は、１０月６日、７日に
開催。３会場（前原・二丈・志摩）、
花火会場で約105,000人が来場。
平成２５年度は、糸島の一体感
（糸島は一つ）を強調するため、
開催会場を一本化して、１０月５
日、６日で開催。現在は、市民主
体の実行委員会で、詳細なイベン
ト内容を協議されている。

糸島市の持つ人と地の「力」を最大限に活かすため、子
どもから大人まで幅広い年齢層の人たちが会場に集
い、参加し、楽しめるイベントの開催。
○メイン会場（志摩中央公園・志摩庁舎駐車場）：野外
ステージ・糸島グルメグランプリ・糸島よかもん物産展な
ど）
○花火大会（加布里漁港広場）

補助

糸島市民まつり振興会

会計種類 一般会計事業期間

2 1 7

平成２３年度 ～ 平成２７年度（５年間）

（うち市予算化分） 項 目

財
源
内
訳

110,000

最終目標値

22,000

求められる成果（単位）受益者の考えている価値

地方債

平成28年度

地域の活性化・市民の
一体感の醸成

0.3

2,610人件費（B） 2,610

受益者

総事業費 59,000 千円

その他

一般財源

19.2

0

糸島市市民まつり補助金交付規程

総コスト計

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

8,700平均人件費

人件費割合(%)

13,610

補助率、交付
税措置率等

総コスト（A＋B） 13,610 27,2200

根拠法令等財源の種類

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

根拠法令等

従事職員数(人) 0.2 0.2

1,740

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

0

0

1,740人件費（B）

14,997 10,609 25,606

0

0

0

（単位：千円）

一般会計

最終目標値

目

2

0

平成28年度

0

1

地域振興課

補助

平成22年度　　７件　　4,274千円

平成23年度　　８件　　8,904千円

平成24年度　　７件　　9,653千円

平成25年度　　6件　14,995千円

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

　校区まちづくり推進プロジェクト

企画部

事業主体 各行政区等

実施方法

事業期間 平成２２年度 ～ 平成２７年度（６年間）

千円
（うち市予算化分）

63,707

政　策 （１）協働のまちづくりの推進

事 業 内 容

申請団体に対し、規程に基づき交付を行っている。
（補助対象事業費１００万円以上）
・行政区公民館　　　事業費の２５％相当額を補助
　　　　　　　　　　　　　　（５００万円を限度）
・隣組公民館　　　　事業費の２０％相当額を補助
　　　　　　　　　　　　　　（４００万円を限度）
・児童遊園地　　　　事業費の２５％相当額を補助
　　　　　　　　　　　　　　（４５万円を限度）

進捗状況
・
現状

施　策 　④　地域自治活動の活性化を促す

重点プロジェクト

事業目的

地域コミュニティ活動の推進及び生涯学習活動の振興
を図るため、行政区等が設置し、管理する公民館の建
設、児童遊園地の施設整備及び当該用地の購入に対
して、予算の範囲内で補助金を交付する。

千円
款 項

担当部課

会計種類

事 業 名
行政区等公民館設置事業及び児童遊園地施設
等補助事業

100

予算科目

受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値受益者

総事業費 63,707

8,700

補助金

事業費（A）

平成26年度

平成２６年度要望に対する充
足率（％）

合計

平均人件費

地域コミュニティの充実

25,60614,997 10,609

地方債

平成27年度

0市民

財源の種類

糸島市行政区等公民館及び児童遊園地施設費等補助金交付規程

その他

一般財源

総コスト（A＋B） 29,08616,737 12,349

補助率、交付
税措置率等

人件費割合(%) 12.0

補助金
事業費内訳
（主なもの）

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

17

児童遊園地
２５％

行政区　２５％
隣組　２０％

総コスト計

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

コミュニティ助成事業 その他 財団法人自治総合センター　コミュニティ助成事業実施要項 １００％

総コスト（A＋B） 4,240 0 0 総コスト計 4,240

8,700

人件費（B） 1,740 0 0 人件費割合(%) 41.0

事業費内訳
（主なもの）

補助金

従事職員数(人) 0.2 0 0 平均人件費

事業費（A）
2,500 2,500

一般財源

その他
2,500 2,500

地方債
0

県支出金
0財

源
内
訳

国庫支出金
0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

最終目標値

総事業費 2,500 千円

地域住民
後継者の育成

地域住民の交流
地域住民の行事・催事の

参加者数
1,500 1,500 2,000

2,500

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

（うち市予算化分）
千円 予算科目

補助

事 業 内 容

一般コミュニティ助成事業（対象団体：二丈絆太鼓）

演奏や練習で使用する、平胴太鼓・伏せ台・専用防水
ケース・英哲型桶胴太鼓・英哲型桶胴太鼓台等の購
入。

進捗状況
・
現状

　平成２５年度に助成申請を行
い、平成２６年４月に助成決定さ
れた。

事業期間 平成２６年度（１年間） 会計種類 一般会計

事 業 名 コミュニティ助成事業 担当部課 企画部 地域振興課

事業目的

自治総合センターのコミュニティ助成事業を活用し、行政区の
備品やコミュニティの拠点となる施設を整備することで地域活
動を活発にし、伝統継承や青少年・後継者育成をさらに進め
ることで、地域コミュニティの活性化につなげる。

事業主体 行政区

実施方法

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

政　策 （１）協働のまちづくりの推進

施　策 　④　地域自治活動の活性化を促す

重点プロジェクト 　該当なし

款 項 目

2 1 17

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

糸島市

実施方法

政　策 （１）協働のまちづくりの推進

施　策 　⑥　国際的な魅力あるまちづくりを進める

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 外国語版「市民生活パンフレット」作成事業 担当部課 市民部 生活環境課

事業目的

糸島市国際交流基本計画に基づき、国際化に向けた
環境づくりのため、外国語版「市民生活パンフレット」を
作成し、外国人が暮らしやすいまちづくりを推進する。

事業主体

予算科目

全面委託

事 業 内 容

外国語版「市民生活パンフレット」を作成し、外国人居
住者に配布して、ごみの分け方や行政手続きに関する
ことなどを理解してもらうことで、暮らしやすい環境を提
供する。
○作成枚数
　　英語3,000枚・韓国語1,000枚・中国語1,000枚
○配布方法
　生活環境課窓口での配布、留学生に対して学校（大
学）からの配布を依頼

進捗状況
・
現状

未作成

事業期間 平成２７年度（１年間） 会計種類 一般会計

総事業費 1,000 千円
1,000

（うち市予算化分）
千円

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

市民（外国人）
市民サービスの向上

（暮らしやすさ）
パンフレットの作成 無 無 作成

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
1,000 1,000

事業費（A）
1,000 1,000

事業費内訳
（主なもの）

印刷製本費

従事職員数(人) 0.1
平均人件
費

8,700

人件費（B） 0 870 0 人件費割合(%) 46.5

総コスト（A＋B） 0 1,870 0 総コスト計 1,870

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

款 項 目

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

4 3 2

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

政　策 （２）生涯学習機会の充実

施　策 　⑧　公民館施設を充実させる

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 市立公民館設備改修事業 担当部課 教育部 生涯学習課

事業目的

　 雷山及び前原公民館の空調設備は、設置から１５年以上経
過しており、故障が頻繁に出ている。また、設置している機械
メーカーが統廃合され、今後、故障した場合は部品の調達が
できないため、整備を図る。

事業主体 糸島市

実施方法

予算科目

直営

事 業 内 容

【雷山公民館】
　空調機器設備工事　一式
　空調配管設備工事　一式
【前原公民館】
　空調機器設備工事　一式
　空調配管設備工事　一式
【便座改修工事】
　８館

進捗状況
・
現状

　 雷山・前原公民館の空調設備
は、設置から１５年以上経過して
おり、故障のたびに利用に支障が
出ている。
　また、公民館の洋式トイレの便
座を暖房便座にしてほしいと利用
者より強い要望があり、整備を図
る。

事業期間 平成２８年度～平成２９年度（２年間） 会計種類 一般会計

総事業費 26,749 千円
26,749

（うち市予算化分）
千円

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

施設利用者 快適な施設利用
雷山・前原公民館の空調機
修繕費用の削減額

― ― 1,438千円

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
13,054 13,054

事業費（A）
13,054 13,054

事業費内訳
（主なもの）

空調機器設備工事費
（雷山公民館分）
便座改修工事費

従事職員数(人) 0 0 0.5
平均人件
費

人件費（B） 0 0 4,350 人件費割合(%) 25.0

総コスト（A＋B） 0 0 17,404 総コスト計 17,404

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

款 項 目

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

― ― ―

8,700

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

70 



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

5,310

2,700 2,700

2,441

7,841
事業費（A）

財源の種類

総コスト計

0

一般財源

補助率、交付
税措置率等

0

工事費

2,441

工事費

2,700

会計種類

0

担当部課

0

一般会計平成24年度 ～ 平成27年度（ 4年間）

平成28年度 合計

7,400
（平成22年度*1.7倍）

（単位：千円）

糸島市

直営

7,094
（平成24年度）

施　策 　⑩　学校施設などを有効利用し、スポーツの振興や指導者の養成を進める

重点プロジェクト

事 業 名 立花運動場整備事業

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

政　策

　該当なし

4,330
（平成22年度）

求められる成果（単位） 事業開始時

予算科目

最終目標値

（２）生涯学習機会の充実

生涯学習課

進捗状況
・
現状

平成24年度より老朽化したフェン
スの改修工事を進めている。併せ
て汲み取り式便所を簡易水洗化
に整備する。

現在値

教育部

総事業費 千円
（うち市予算化分）

15,416

事業主体

実施方法

施設整備することで、安全に施設利用ができる。また、
スポーツ団体の利用増が見込まれることやスポーツの
振興や指導者の育成を図ることができる。

事業期間

事業目的

事 業 内 容

【フェンス工事】
新設　H=4.0m L=178.0m、H=1.5m L=182.0m
撤去　H=3.0m L=178.0m、H=1.5m L=  54.0m
           H=1.0m L=128.0m

【トイレ改修工事】
簡易水洗化　一式
男子用（小便器3基、大便器1基）
女子用（大便器２基）

千円

施設利用者 安全な施設利用 利用人数（人）

受益者

15,416

受益者の考えている価値

財
源
内
訳

地方債

その他

県支出金

国庫支出金

平成27年度

0.3 平均人件費 8,700

事業費内訳
（主なもの）

平成26年度

7,8412,700

工事費

人件費割合(%) 50.0

5,051 5,310総コスト（A＋B） 15,671

従事職員数(人) 0.3 0.3

根拠法令等

人件費（B） 2,610 2,610 2,610

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

款 項 目

10 5 2

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

国庫支出金
1,150

財
源
内
訳

県支出金

地方債

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

事 業 名

（５）文化・芸術の創造

　該当なし

　⑯　文化財の保護を進める

直営

伊都国歴史博物館開館10周年記念事業 担当部課 教育部

政　策

重点プロジェクト

施　策

伊都国歴史博物館の開館10周年を記念してイベントを
開催することにより、市民の郷土愛の増進を図るとともに
対外的に歴史の町糸島市を積極的にPRすることを目
的とする。

事業主体 糸島市

実施方法
事業目的

1,000

（単位：千円）

平成26年度

事業期間 平成２６年度（１年間） 会計種類 一般会計

事 業 内 容

博物館開館１０周年記念事業として、市民講演会の開
催ならびに市民が体験して楽しめる体験講座の開発お
よび体験会の開催
①伊都国や国宝に関連する歴史シンポジウムの開催
②糸島市の象徴的な文化財、銅鏡の鋳造体験教室の
開催
◎平原遺跡出土内行花文鏡の五分の一模型製作体験
会
③鋳造体験キットを利用したオリジナル記念品の作成

進捗状況
・
現状

平成16年10月29日開館

最終目標値

総事業費 2,300 千円
（うち市予算化分）

市民 文化芸術活動の推進
イベント開催等による博物館
周知度の向上、来館者数の

増加（人）
0

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時

2,300

0

現在値

千円 予算科目
10 4

0

平成27年度 平成28年度 合計

1,150

0

0
その他

2,300

1,150 1,150

2,300
事業費（A）

一般財源

従事職員数(人) 0.5 0 0 平均人件費 8,700

事業費内訳
（主なもの）

補助金

人件費割合(%) 65.4

総コスト（A＋B） 6,650 0 0 総コスト計 6,650

人件費（B）

補助率、交付
税措置率等

0 0

市内埋蔵文化財　史跡等総
合活用支援推進事業

国庫支出金

4,350

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等

1/2

款 項 目

文化課

7

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

国庫補助金 国庫支出金
文化財保存事業費関係補助金交付要綱（国宝重要文化財等保存整
備費補助金）

50%

0
地方債

一般財源

その他

合計

財
源
内
訳

国庫支出金

平成27年度 平成28年度

史跡怡土城跡保存修理事業 担当部課

受益者の考えている価値

重点プロジェクト

教育部

事業期間 平成２６年度（ １年間）

実施方法

事業開始時受益者

2

（単位：千円）

300

2,354

事業費内訳
（主なもの）

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

政　策

従事職員数(人)

　⑯　文化財の保護を進める

　該当なし

事 業 名

（５）文化・芸術の創造

施　策

事 業 内 容

史跡怡土城跡の公有化を実施した高来寺と高祖にお
いて、遺構である土塁が崩壊する危険性が高い箇所が
あるため、史跡を崩壊から守るために、保存修理工事を
行う。

進捗状況
・
現状

文化課

事業目的
直営

一般会計

史跡怡土城跡を崩壊から守るために、保存修理工事を
行う。

事業主体 糸島市

現在値

会計種類

史跡怡土城跡の公有化を実施し
た高来寺と高祖において遺構で
ある土塁が崩壊する危険性が高
い箇所がある。このままの状態で
放置すれば、土塁が崩落し隣地
に流れ込む可能性が高い。

市民・近隣住民
史跡怡土城跡を崩壊か
ら守る

保存修理工事の実施(箇所)

予算科目総事業費 4,711 千円
（うち市予算化分） 款 項

最終目標値

県支出金

求められる成果（単位）

平成26年度

4,711
千円

0

2,354

300

0

2,057

0

設計委託料
工事請負費

4,711

2,057

0.1

事業費（A）

0

人件費割合(%)

8,700

人件費（B） 870 0 0 15.6

福岡県文化財保護事業補助金交付要綱（福岡県文化財保護事業補
助金）

財源の種類 根拠法令等

平均人件費

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

補助率、交付
税措置率等

総コスト（A＋B） 5,581 0

15%（限度額300千円）

総コスト計 5,581

4,711

県費補助金 県支出金

目

10 4 5

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

公共事業等債 地方債 ９０％

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

都市再生整備計画 国庫支出金 既存建造物活用事業 ５０％

総コスト（A＋B） 9,350 117,405 0 総コスト計 126,755

8,700

人件費（B） 4,350 8,700 0 人件費割合(%) 10.3

事業費内訳
（主なもの）

設計委託
監理委託
改修工事
備品購入

従事職員数(人) 0.5 1 0 平均人件費

事業費（A）
5,000 108,705 0 113,705

一般財源
300 28,545 28,845

その他
0

地方債
2,200 37,900 40,100

県支出金
0財

源
内
訳

国庫支出金
2,500 42,260 44,760

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

市民 文化芸術活動の推進 多目的ホールの設置 0 0 １箇所

113,705

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

総事業費 113,705 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目

直営

事 業 内 容

図書館移転後、現施設を多目的ホールに改修する。
利用：講演・研修会、音楽、演劇、演芸、映写、展示等
施設改修工事及び設備改修工事を行う。
①平成26年度　　設計
②平成27年度　　改修工事、開館準備
施設：防音、遮光、躯体（荷重）、エレベーター等
設備：舞台、音響、照明、映像等
　　　　　バリアフリー、仕切り、非常用発電機、床マット

進捗状況
・
現状

図書館跡施設活用検討委員会を
設置し、施設活用について検討し
ていく。

事業期間 平成２６年度～平成２７年度（２年間） 会計種類 一般会計

事 業 名 多目的ホール整備事業 担当部課 教育部 文化課

事業目的

小規模の文化事業に対応するため、多目的ホールを設
置し、市民の芸術文化活動を支援する。併せて、避難
所機能を持った施設として整備する。

事業主体 糸島市

実施方法

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

政　策 （５）文化・芸術の創造

施　策 　⑰　文化施設を整備する

重点プロジェクト 　該当なし

款 項 目

10 4 11

最終目標値

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

0

2,610 0 0

0

2,331

地方債

その他

一般財源
2,331

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

最終目標値

文化課

政　策 （５）文化・芸術の創造

　⑱　文化・芸術活動を推進する

　該当なし重点プロジェクト

施　策

予算科目

糸島方言かるた制作事業 担当部課事 業 名

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

教育部

事業目的

地域に古くから伝わる「糸島方言」を活かしたかるたや
双六などを作成することによって、地域への愛着効果や
愛郷精神を高め、更に、市外の人からの興味・関心を
高め、「糸島」のＰＲや発信にも役立てる。

事業主体 市

実施方法 直営

進捗状況
・
現状

かるた制作委員会（市民、学識経
験者など）を設置。

平成２６年度（１年間） 会計種類 一般会計

千円
10 4 6

（単位：千円）

制作

事 業 内 容

千円
（うち市予算化分）

2,331
総事業費 2,331

●　糸島方言かるた制作
　　　　・取り札等のイラスト作成
　　　　・読み札、取り札、双六、箱の印刷、組み立て
●　地域言語の収集
　　　　・アンケート実施
●　糸島方言の伝承
　　　　・小学校や老人施設等への配布
　　　　・各施設でかるた会等の開催

事業期間

平成28年度

0

合計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

市民
方言の伝承

地元への愛着効果
糸島のＰＲ

かるたと双六の制作 0

平成26年度 平成27年度

0

事業費（A）
2,331

0

総コスト（A＋B） 4,941

2,331

事業費内訳
（主なもの）

委託費

人件費（B）

補助率、交付
税措置率等

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等

総コスト計

8,700従事職員数(人) 0.3

0 0 4,941

人件費割合(%) 52.8

平均人件
費

款 項 目

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

政　策 （５）文化・芸術の創造

施　策 　⑱　文化芸術活動を推進する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 伊都文化会館文化振興イベント開催事業 担当部課 教育部 文化課

事業目的

伊都文化会館を活用しホールイベントに取り組むことで、文化
の振興に取り組む姿勢を市民に示し、糸島市内でも良質の芸
術に触れる機会を確保し、住みやすく、感性を育み、芸術文
化を大切に継承していく市であることを発信する。

事業主体 糸島市

実施方法

予算科目

全面委託

事 業 内 容

伊都文化会館ホールで毎年、年１回～２回、コンサート
等を開催する。
内容例　　　 ジャズ、クラッシック等のコンサート
　　　　　　　　落語、浄瑠璃等の伝統芸能の公演
集客目標　　６００人/回
事業内容　　指定管理者に委託する。
　　　　　　　　毎年事業計画により提案、市が承認する。
　　　　　　　　市の希望がある場合は事前に協議し可能
　　　　　　　　な範囲で取り入れる。
周知等　　　情報発信等は協力して行う。

進捗状況
・
現状

伊都文化会館自主事業
　・バックステージツアー
　・さつき展、寒梅展、エビネらん
展等
文化振興開催事業
　・みんなのコンサート
　・中学校美術部作品展

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費 4,500 千円
4,500

（うち市予算化分）
千円

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

市民 芸術文化施策充実 イベントでの集客人員数 0 0 600人／回

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
1,500 1,500 1,500 4,500

事業費（A）
1,500 1,500 1,500 4,500

事業費内訳
（主なもの）

コンサート等 コンサート等 コンサート等

従事職員数(人) 0.2 0.2 0.2
平均人件
費

8,700

人件費（B） 1,740 1,740 1,740 人件費割合(%) 53.7

総コスト（A＋B） 3,240 3,240 3,240 総コスト計 9,720

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

款 項 目

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

10 4 6

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

政　策 （６）九州大学との交流の推進

施　策 　⑳　大学生、留学生、研究者への情報提供、生活環境整備、交流促進を図る

重点プロジェクト 　九州大学を生かした地域づくりプロジェクト

事 業 名 九州大学学生チャレンジショップ支援事業 担当部課 経済振興部 学研都市づくり課

事業目的

九州大学生の起業化を支援することにより、商店街などにお
ける空き店舗の有効活用と地域の活性化、九州大学との交流
を目的とする。併せて、糸島定住のきっかけづくりとする。

事業主体 九州大学学生（卒業生含む）

実施方法

事 業 内 容

◆九州大学学生（卒業後５年以内含む）が実施するチャレン
ジショップの運営費への補助。
（１）起業場所：市内の商店街、市内の空き家など
（２）補助額：１００万円以内
（３）補助対象経費：起業化に伴う初年度の初期費用
（４）想定初期費用：借家代、改修費など
◆募集は、年1団体とする。
　学生団体ｉＴＯＰ、いとをかし隊などに呼びかける。

進捗状況
・
現状

①第3回地域活性化プランコンテストの最
優秀プランであった大学生・留学生による
カフェ運営の実用化として、「いとをかし
隊」が「グローバルカフェ」を月1回開店し
ている。しかし、試験日や学生の休暇など
の関係もあり、すべての月で開店できず、
起業化まで至っていない。
②3輪自動車トゥクトゥクを活用した観光モ
デルを現在検討・研究中である。（平成25
年度）

事業期間 平成２６年度 ～ 平成２８年度（３年間） 会計種類 一般会計

千円
3,000

（うち市予算化分）
千円 予算科目

補助

2 1 7

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

九州大学学生
（卒業生含む）

地域活性化 起業数（店舗） 0 0 3

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
500 500 500 1,500

県支出金
0

地方債
0

その他
500 500

一般財源
500 500 1,000

事業費（A）
1,000 1,000 1,000 3,000

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金 補助金

従事職員数(人) 0.5 0.5 0.5 平均人件費 8,700

人件費（B） 4,350 4,350 4,350 人件費割合(%) 81.3

社会資本整備総合交付金交付要綱 ５０％

総コスト（A＋B） 5,350 5,350 5,350 総コスト計 16,050

いとしま元気基金 その他 いとしま元気基金条例 定額

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

社会資本整備総合交付金 国庫支出金

款 項 目

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

総事業費 3,000

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

事業期間 平成２７年度（１年間） 会計種類 一般会計

総事業費 25,305 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
25,305

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

基本目標６　経営感覚を持った持続可能なまちづくり

政　策 （１）行財政改革の推進

施　策 　①　市民満足度の向上を最優先した行政サービスを効率的に提供する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 コンビニエンスストアでの諸証明交付導入事業 担当部課 市民部 市民課

事業目的

・支所廃止に伴う諸証明交付サービスの拡大
・窓口・駐車場の混雑緩和
・開庁時間外での交付サービスの充実

事業主体 糸島市

実施方法 全面委託

事 業 内 容

平成28年1月からスタートする個人番号カードに、「証明書等
自動交付ＡＰ」を付加することにより、全国の提携コンビニに
設置するキオスク端末で、諸証明の交付を開始する。
新総合行政システムには、コンビニ交付システムも含んでお
り、戸籍システムからの連携構築費用のみが必要となる。
交付対象は、住民票の写し、印鑑証明、税証明、戸籍証明及
び附票の写しを予定。

進捗状況
・
現状

・支所廃止に伴う本庁舎駐車場及び
窓口の更なる混雑化と待ち時間の過
多
・職員の増加が見込めない中での将
来的なコスト削減
・定期的な休日開庁、平日開庁時間
の延長等の要望
・現状の住基カードの普及率が低い

市民
時間、場所等の手続き
利便性の向上

コンビニ交付利用率 0 0 50％以上

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
(1,143) (5,799) (6,942)
25,305 25,305

事業費（A）
(1,143) (5,799) (6,942)
25,305 25,305

事業費内訳
（主なもの）

委託料（戸籍システ
ム連携構築費用）

従事職員数(人) 0 0.5 0 平均人件費 8,700

人件費（B） 0 4,350 0 人件費割合(%) 14.7

総コスト（A＋B） 0 29,655 0 総コスト計 29,655

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

款

2

項

3

目

1

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

基本目標６　経営感覚を持った持続可能なまちづくり

政　策 （１）行財政改革の推進

施　策 　②　効率的な行政運営を行う

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 庁舎等改修事業 担当部課 総務部 管財契約課

事業目的

　平成２７年４月１日の庁舎統合のために本庁舎内を改
修する。併せて、支所廃止後の二丈及び志摩庁舎の有
効活用のために改修工事を行う。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

事 業 内 容

　平成２７年４月１日の庁舎統合時には、二丈庁舎に設
置してある農林水産部及び志摩庁舎に設置してある教
育部を本庁舎に迎え入れることになるが、現状では、本
庁舎内に余剰スペースがないため、書庫、会議室等を
改修し、執務スペースを確保する。
　また、支所廃止後の二丈及び志摩庁舎の有効活用の
ために改修工事を行う。

進捗状況
・
現状

　新市基本計画では、消防本部を
除くすべての機能を本庁舎に集
約することとなっている。
　集約する場合、現在の本庁舎の
余剰スペースに農林水産部及び
教育部を迎え入れることができな
い。

県支出金
0

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費 367,640 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
367,640

一般財源
11,703 14,871 4,976 31,550

その他

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

糸島市
市民

分庁方式解消による
行政効率の向上

市民サービスの充実

対象施設の工事完了
(対象施設の利用開始)

0% 0%
100%

(利用開始)

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

108,390

事業費（A）
87,803 198,544 81,293 367,640

財
源
内
訳

国庫支出金
75,873 32,517

地方債
76,100 107,800 43,800 227,700

0

事業費内訳
（主なもの）

役務費
委託費
工事請負費
備品購入費

委託費
工事請負費
備品購入費

委託費
工事請負費

従事職員数(人) 1.8 3.7 3.5 平均人件費 8,700

人件費（B） 15,660 32,190 30,450 人件費割合(%) 17.6

総コスト（A＋B） 103,463 230,734 111,743 総コスト計 445,940

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

社会資本整備総合交付金 国庫支出金 社会資本整備総合交付金要綱 40%

合併推進債（充当率90％） 地方債 地方債同意等基準 40%

款 項 目

2 1 6

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

人件費（B） 2,610 2,610 0 人件費割合(%) 62.6

総コスト（A＋B） 4,172 4,172 0 総コスト計 8,344

3,124

その他
0

事業費内訳
（主なもの）

委託料 委託料

従事職員数(人) 0.3 0.3 平均人件費 8,700

事業費（A）
1,562 1,562 3,124

0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金

一般財源
1,562 1,562

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 新庁舎建設整備事業 担当部課 総務部 管財契約課

事業期間 平成２６年度～平成３５年度（１０年間） 会計種類 一般会計

総事業費 3,828,071 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
3,828,071

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

糸島市
市民

防災拠点としての機能
行政効率の更なる向上
市民サービスの向上

対象施設の工事完了
(対象施設の利用開始)(％)

0 0
100

(利用開始)

事業目的

防災拠点としての機能を有した庁舎、市民サービスの
更なる向上に資する庁舎を建設する。 事業主体 糸島市

実施方法 直営

事 業 内 容

平成２２年１月の合併により、糸島市の本庁舎は、旧前原市
庁舎を使用することとなったが、竣工（昭和４６年）から相当年
数経過し老朽化が進んでおり、また、東日本大震災及び九州
北部豪雨を受け、市役所庁舎に防災、危機管理等の観点か
ら防災の拠点施設としての重要性が高まってきた。
故に、防災拠点としての機能を有した庁舎、市民サービスの
更なる向上に資する為、新庁舎等（周辺整備を含む）を建設
する。
平成26年度は新庁舎基本計画を策定。

進捗状況
・
現状

本庁舎本館は、耐震基準を満たして
おらず、また、防災拠点としての機能
も不十分な状況である。
さらに、庁舎統合後(H27.4.1後)に
は、各部署が庁舎内に分散するた
め、来庁者とって不便となること（市民
サービスの低下）も想定される。また、
会議室も十分に確保できない状況が
想定される。

0

地方債

款 項 目

2 1 6

基本目標６　経営感覚を持った持続可能なまちづくり

政　策 （１）行財政改革の推進

施　策 　②　効率的な行政運営を行う

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

基本目標６　経営感覚を持った持続可能なまちづくり

政　策 （１）行財政改革の推進

施　策 　②　効率的な行政運営を行う

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 庁用自動車購入等事業 担当部課 総務部 管財契約課

事業目的

　庁用自動車（公用車）の経年劣化が全体的に進んで
いる為、計画的（定期的）に買換えることにより、維持管
理費を抑制し、車両が原因となる事故等を未然に防止
する。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

県支出金
0

事 業 内 容

　当課において、全公用車の稼働状況等の調査を行
い、これを点数化し、点数の高い公用車から順次、買い
換えていく。
　また、市の特色である「豊かな自然」を守る姿勢、環境
保全（二酸化炭素排出量の削減）等の観点からエコ
カー（ハイブリッドカー）導入も併せて実施する。
　なお、平成27年４月に庁舎を統合する予定であり、平
成28年度以降については、公用車の総台数も含めて、
抜本的に計画を見直す予定である。

進捗状況
・
現状

　購入年からかなりの年数を経過して
使用中の公用車（最長で20年経過）
や総走行距離が16万kmを超えている
公用車をも使用している現状がある。
　今のところ、車両が原因となる重大
な事故は発生していないが、これらを
未然に防止するためにも、公用車を
買い換える必要がある。

事業期間 平成２６年度～平成３１年度（６年間） 会計種類 一般会計

総事業費 8,571 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
8,571

一般財源
2,845 3,086 792 6,723

その他

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

糸島市

維持管理費の抑制
車両事故の防止
行政効率の向上

環境保全

買換済公用車の割合 0% 0% 100％

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

0

事業費（A）
2,845 3,086 792 6,723

財
源
内
訳

国庫支出金

地方債
0

0

事業費内訳
（主なもの）

公用車購入費
リース料

公用車購入費
リース料

リース料

従事職員数(人) 1 1 0.2 平均人件費 8,700

人件費（B） 8,700 8,700 1,740 人件費割合(%) 74.0

総コスト（A＋B） 11,545 11,786 2,532 総コスト計 25,863

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

款 項 目

2 1 6

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

人事課

地方債

事業目的

○人事評価制度の定着化
○人事評価の処遇への反映
○人事評価事務の効率化及び時間外勤務の削減

事業主体 糸島市

実施方法 全面委託

事 業 内 容

○人事評価システム導入により、職員の事務軽減を図る。
○システム導入により、人事評価をより身近なものとし、常に
目標管理進捗状況等を確認することによって、職員の人材育
成に資する。
○システムからデータを抽出し、評価の甘辛調整を行う。
○人事評価システムと人事給与システムを有機的に結合さ
せ、職員の台帳画面からも人事評価状況の迅速な確認がで
きるようにする。

進捗状況
・
現状

○平成25年度から、人事評価制度本格実
施。（処遇への反映は未定。）
○職員の人事評価への意識が低い。
○紙ファイルでの決裁で、決裁に時間を
要するうえ、決裁がどこまで済んでいるか
も把握困難。
○職員及び人事課職員の事務量の軽減
を図ることが必要。
○平成25年度に先進地視察研修を行い、
先進事例を活用していく。

事業期間 平成２６年度 （１年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

4,752総事業費

一般財源
(162) (648) (648) (1,458)
4,752 4,752

その他

4,752 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

職員
人事評価制度の
効率的な運用

管理職員への処遇反映 ― ― 処遇反映

0

県支出金

0

0

0

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

総コスト（A＋B） 9,102 0 0 総コスト計 9,102

8,700

人件費（B） 4,350 0 0 人件費割合(%) 47.8

4,752 0 0 4,752

事業費内訳
（主なもの）

委託料
（　）内は、ランニ

ングコスト。

従事職員数(人) 0.5 平均人件費

事業費（A）
(162) (648) (648) (1,458)

基本目標６　経営感覚を持った持続可能なまちづくり

政　策 （１）行財政改革の推進

施　策 　②　効率的な行政運営を行う

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 人事評価システム導入事業 担当部課 総務部

款 項 目

2 1 1

財
源
内
訳

国庫支出金

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

人件費（B） 4,350 4,350 0 人件費割合(%) 36.7

総コスト（A＋B） 8,850 14,850 0 総コスト計 23,700

事業費内訳
（主なもの）

コンサルティング業
者委託料

コンサルティング業
者委託料

従事職員数(人) 0.5 0.5 平均人件費 8,700

事業費（A）
4,500 10,500 15,000

一般財源
4,500 10,500 15,000

その他
0

地方債
0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

市民
最少のコストで最高の市民
サービスが提供される

業務委託などによる経費節減
（削減見通し額の確定）

― ―
 削減見通し額
 2億円

事業期間 平成２６年度～平成２７年度（２年間） 会計種類 一般会計

総事業費 15,000 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
15,000

0

施　策 　②　効率的な行政運営を行う

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 市役所の仕事総点検 担当部課 企画部

事業目的

市役所の仕事（事務・事業）を総点検し、市職員にしかできな
い仕事と民間に任せることができる仕事を整理・区分します。
民間に任せることができるものは、より少ない経費でより良い
サービスを提供できる委託手法などを具体的に検討し、改善
までの道筋を付けます。

事業主体 糸島市

実施方法 一部委託

事 業 内 容

事業概要は以下のとおり
①総点検事業に関する職員研修会の開催
②所管課ごとに事務・事業の調書作成
③所管課ごとの1回目ヒアリングの実施（調書に基づく聞き取
り、具体的な改善提案）
④所管課における見直し方針の検討
⑤所管課ごとの2回目のヒアリングの実施（見直し方針の妥当
性のチェック）
⑥評価報告書のとりまとめ
⑦事務事業見直し方針の庁内決定
上記の①、③、⑤、⑥の業務を民間事業者に委託する。

進捗状況
・
現状

■行革大綱・行財政健全化計画に
基づく取組の一つとして、窓口業務
等の民間委託や指定管理者制度
の導入などを進めてきたが、ここか
らもう一段業務効率化を進めていく
には、職員のノウハウだけでは限界
がある。
■正職員数は471人（H26.4）で、合
併時の約束440人（H31.4）まであと
31人削減しなければならない。

経営企画課

款 項 目

2 1 7

（１）行財政改革の推進

基本目標６　経営感覚を持った持続可能なまちづくり

政　策

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

人件費（B） 0 3,480 3,480 人件費割合(%) 29.0

総コスト（A＋B） 0 10,480 13,480 総コスト計 23,960

事業費内訳
（主なもの）

コンサルティング業
者委託料

コンサルティング業者
委託料

従事職員数(人) 0 0.4 0.4 平均人件費 8,700

事業費（A）
0 7,000 10,000 17,000

一般財源
0 7,000 10,000 17,000

その他
0

0

地方債
0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金

市民
公共施設が安全・安心な状態
を保ちながら、最小限のコスト
で維持管理・更新されている。

計画的な改修・更新を行う施設の数
（長寿命化計画を新たに策定する
分）

0 0 113

事業期間 平成２７年度～平成２８年度（２年間） 会計種類 一般会計

総事業費 17,000 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
17,000

基本目標６　経営感覚を持った持続可能なまちづくり

事業目的

本市の所有するすべてのインフラ（道路、橋梁、上下水道、公
共施設など）に関し、中長期的な維持管理・長寿命化・更新・
統廃合の方針・年次計画を明確化し、トータルコストの縮減や
財政負担の平準化を図るために策定する。

事業主体 糸島市

実施方法 全面委託

事 業 内 容

次の計画を一体的に策定する。
■インフラ長寿命化計画（行動計画）
　⇒市が保有・管理するインフラの維持管理・更新・統
　　 廃合に関する中長期的な方針とスケジュールを明
　　 記したもの。
■個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画）
　⇒行動計画に基づき、個別施設毎の具体的な対応
　　方針、スケジュールを明記したもの。

進捗状況
・
現状

■個別施設計画に該当するもののう
ち、道路・橋梁・公共下水道処理場・
クリーンセンター・市営住宅の長寿命
化計画は、すでに策定（着手）済み。
　上記以外（主に公共施設）は、個別
施設計画の策定が必要。
■策定には、施設の点検・診断や人
口推計・財政見通しに基づく必要施
設数の分析などに専門技術・知識を
要するため、全面委託で実施したい。

政　策 （１）行財政改革の推進

施　策 　②　効率的な行政運営を行う

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名
公共施設等総合管理計画（インフラ長寿命化計
画）策定

担当部課 企画部 経営企画課

款 項 目

2 1 7

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

施　策 　②　効率的な行政運営を行う

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 空気ボンベ充填用コンプレッサー導入事業 担当部課 消防本部 警防課

事業目的

空気ボンベ充填用コンプレッサー導入を行う。

4,968

進捗状況
・
現状

現在、空気ボンベ１１６本保有して
おり業者へ空気充填を依頼して
いる。
充填費予算年間　７１４千円

事業期間 平成２７年度（１年間） 会計種類 一般会計

総事業費 4,968 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目

県支出金
0

事業主体 糸島市

実施方法 直営

事 業 内 容

現在、ボンベの空気充填については、業者に委託して
いるが、常に残量に配慮しながら訓練等を行わなけれ
ばならない状況がある。
このことを改善するために、消防署に空気ボンベ充填
用コンプレッサーを導入し、消防活動時に随時空気充
填を行うことができる体制を整える。

一般財源
4,968 4,968

その他

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

市民
糸島市

消防活動の充実
空気充填経費削減

ボンベ充填経費 ― 700千円 250千円

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

0

事業費（A）
0 4,968 0 4,968

財
源
内
訳

国庫支出金

地方債
0

0

事業費内訳
（主なもの）

備品購入費

従事職員数(人) 0 0.1 0 平均人件費 8,700

人件費（B） 0 870 0 人件費割合(%) 14.9

総コスト（A＋B） 0 5,838 0 総コスト計 5,838

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

基本目標６　経営感覚を持った持続可能なまちづくり

政　策 （１）行財政改革の推進

款 項 目

9 1 6
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

施　策 　③　市民ニーズに的確・迅速に対応できる職員・組織をつくる

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 政策企画研修事業「いとしま政策企画塾」 担当部課 総務部 人事課

事業目的

職員の政策形成能力の向上を図るとともに、各業務に
おける政策形成の核となる職員を育成する。 事業主体 糸島市

実施方法 直営

基本目標６　経営感覚を持った持続可能なまちづくり

政　策

0

事 業 内 容

　専任講師の指導のもと、糸島市が抱える地域課題を研究
テーマに設定し、その課題解決のための政策立案実習を通
して、職員の政策形成能力の向上と実践力を習得する。　研
修受講職員は１８人程度とし、５月から２月までの間の２０日程
度を研修日として、うち１２日程度は専任講師から講義や指
導・助言を受け、研究テーマの調査研究活動を行う。最終的
には、研修テーマに対する調査研究活動の成果発表の場を
設け、市長をはじめ、市幹部、関係課等に政策提言を行う。

進捗状況
・
現状

　平成25年度から、新規職員研修
事業として、政策企画研修「いとし
ま政策企画塾」を開講し、職員の
政策形成能力の向上に向けた人
材育成を行っている。
　平成２６年度も事業を継続し、職
員の政策形成能力の向上を図
る。

事業期間 平成２６年度（１年間） 会計種類 一般会計

総事業費 2,120 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
2,120

2,120 2,120

その他

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

職員 政策形成能力の向上
政策形成スキルを習得した職
員数

18 18 36

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

0

県支出金

2,120 2,120

財
源
内
訳

国庫支出金

地方債
0

0

一般財源

4,350 0 0 人件費割合(%) 67.2

事業費内訳
（主なもの）

講師謝礼
視察旅費
書籍購入費
備品購入費

従事職員数(人) 0.5 平均人件費 8,700

事業費（A）

総コスト（A＋B） 6,470 0 0 総コスト計 6,470

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

人件費（B）

款 項 目

2 1 1

（１）行財政改革の推進

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

基本目標６　経営感覚を持った持続可能なまちづくり

政　策 （１）行財政改革の推進

施　策 　④　効率的な電算システムを構築する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 社会保障・税番号制度導入事業 担当部課 企画部 情報政策課

事業目的

　番号法による行政機関及び自治体間の個人情報の
連携に対応するため、糸島市総合行政電算システム及
び固定資産課税処理システムに必要な改修を実施し、
業務システムの運用維持を確保する。

事業主体 糸島市

実施方法 全面委託

事 業 内 容

　平成26年1月から本格稼働している糸島市総合行政電算シ
ステム及び固定資産課税処理システムの65システムのうち、
番号制度に関連のある63システムについて、番号法による個
人番号の項目追加及び個人番号による行政機関、自治体間
の個人情報の連携機能を追加するため、プログラム改修を行
う。
　また、関係法令（住民基本台帳法等）の改正に伴う帳票の
改修（個人番号の印字及び記入欄の追加）も併せて行う。

進捗状況
・
現状

　システム改修を開始する前に、
特定個人情報保護評価を行わな
ければならない。現在その準備を
進めている。

県支出金
0

事業期間 平成２６年度～平成２７年度（２年間） 会計種類 一般会計

総事業費 156,946 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
156,946

一般財源
12,602 12,535 25,137

その他

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

職員
番号制度に関連のある
63システムの期限までの
確実な改修

改修を行ったシステム数 0 0 63

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

119,907

事業費（A）
82,486 74,460 156,946

財
源
内
訳

国庫支出金
64,916 54,991

地方債
0

4,968 6,934 11,902

事業費内訳
（主なもの）

システム改修費 システム改修費

従事職員数(人) 1.2 1.2 0 平均人件費 8,700

人件費（B） 10,440 10,440 0 人件費割合(%) 11.7

特別会計の一般財源分 その他
H26:国保特会　2,134千円、介護特会　2,034千円、後期特会　800千円
H27:国保特会　2,900千円、介護特会　2,867千円、後期特会　1,167千円

総コスト（A＋B） 92,926 84,900 0 総コスト計 177,826

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

国庫支出金
社会保障・税番号制度システム整備費補助金交付要綱　45,846千円
住基台帳・統合宛名（総務省）、国民年金（厚労省）

10/10

国庫支出金
社会保障・税番号制度システム整備費補助金交付要綱　74,061千円
地方税（総務省）、生保・障害・児童・健管・国保・介護・後期（厚労省）
※地方負担分（1/3）については普通交付税及び特別地方交付税措置

2/3

款 項 目

2 1 10

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

事業費（A）
8,006 8,006

人件費（B） 4,350 4,350 4,350 人件費割合(%) 35.2

総コスト（A＋B） 12,356 12,356 12,356 総コスト計 37,068

事業費内訳
（主なもの）

委託料 委託料

従事職員数(人) 0.5 0.5 0.5 平均人件費 8,700

8,006 8,006 8,006 24,018

その他
0

地方債
0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金

一般財源

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

市民 地域課題の解決 助成事業数（事業） ２事業 ４事業 １６事業

事業期間 平成２４年度～平成２８年度（５年間） 会計種類 一般会計

総事業費 33,018 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
33,018

0

事業目的

連携研究助成金の交付を受けた研究や、市および市
民にとって有益と判断されるものは九大と契約を締結
し、研究を行う。その研究成果を施策に結び付け、課題
解決を実現化する。

事業主体 九州大学

実施方法 一部委託

事 業 内 容

①過去の連携研究助成事業、又は、市が重要と判断し
た研究テーマを選定する。
②九州大学に申請後、組織対応型連携契約を締結
③研究成果の事業化等による課題の解決 進捗状況

・
現状

平成24年度
①津波ハザードマップとリスク評
価の研究、②地域政策デザイ
ナー養成講座
平成25年度
①食品加工センター（6次産業化）
の研究、②トゥクトゥクを活用した
観光モデルの研究

政　策 （１）行財政改革の推進

施　策 　⑥　九州大学の知的財産を活用し、地域課題・行政課題などの解決を図る

重点プロジェクト 　九州大学を生かした地域づくりプロジェクト

事 業 名 組織対応型連携事業 担当部課 経済振興部 学研都市づくり課

基本目標６　経営感覚を持った持続可能なまちづくり

款 項 目

2 1 7

8,006 24,018

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

人件費（B） 3,480 3,480 0 人件費割合(%) 36.4

総コスト（A＋B） 9,821 9,293 0 総コスト計 19,114

事業費内訳
（主なもの）

システム保守料 システム保守料 システム保守料

従事職員数(人) 0.4 0.4 平均人件費 8,700

事業費（A）
6,341 5,813 0 12,154

6,341 5,813 0 12,154

その他
0

地方債
0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金

一般財源

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

市民
ＩＣカードを利用すること
で、安心して生活できる。

利用可能事業数 ０事業 ２事業 ６事業

事 業 内 容

１．有事の避難体制整備
２．小学校児童のＩＣカード利用による見守り
３．子育て支援センターでの利用者受付管理
４．公共交通機関の運営効率化
５．高齢者の見守り（検討）
６．放課後児童クラブのＩＣカードによる見守り（検討）
７．図書館やきららの湯でのＩＣカード活用（検討）

進捗状況
・
現状

平成２５年度　九州大学と連携して、「総務
省ＩＣＴ街づくり推進事業」を受託、平成２５
年度は主に実証を行い、その結果を踏ま
え、効果的であると認められる事業につい
て、平成２６年度以降継続して事業を行
う。
また事業実施に関し、九大と契約を締結
する予定にしており、現在費用割合等内
容について、協議中である。

事業期間 平成２６年度～平成２７年度（２年間） 会計種類 一般会計

総事業費 12,154 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目

0

施　策 　⑥　九州大学の知的財産を活用し、地域課題・行政課題などの解決を図る

重点プロジェクト 　九州大学を生かした地域づくりプロジェクト

12,154

事 業 名 ＩＣＴ街づくり推進事業 担当部課 企画部 情報政策課

事業目的

九州大学と連携し、九州大学が持つＩＣカード技術を活
用した有事の際の避難者の早期把握や小学校児童の
見守りなどを行い、市民が安心して生活できるまちづく
りを進める。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

款 項 目

2 1 7

基本目標６　経営感覚を持った持続可能なまちづくり

政　策 （１）行財政改革の推進

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款

6

項

2

目

6

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

県支出金

地方債

人件費割合(%) 29.3

農業用施設の工事に係る分担金 その他 糸島市農漁業用施設工事分担金徴収条例
工事費の
10分の1

88,934

0

平均人件費 8,700

その他

一般財源

事業費（A）

事業費内訳
（主なもの）

財
源
内
訳

平成27年度 平成28年度

受益者 受益者の考えている価値

農業生産者及び地
元維持管理者

水路施設の維持管理に影
響するため、非常に高い

国庫支出金

平成26年度

事業期間

総事業費

0

0

19

事 業 名 担当部課

（単位：千円）

合計

80

平成２４年度～平成３０年度（７年間）

最終目標値事業開始時 現在地

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産施設を整備し、農産物の低コスト化を進める

要望箇所の実施(件)

37,534 25,700 25,700

財源の種類 根拠法令等

総コスト計

補助率、交付税
措置率等

総コスト（A＋B）

62,834

水路・井堰改良工事 水路・井堰改良工事 水路・井堰改良工事

人件費（B）

従事職員数(人) 1 1

8,700 8,700

5,100

57,73427,134

8,700

15,300 15,300

28,834 17,000 17,000

1,700 1,700 1,700

千円 予算科目千円

　該当なし

255,000

求められる成果（単位）

一般会計会計種類

事業主体
事業目的

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

255,000

重点プロジェクト

農林水産部 農林土木課農業施設整備市単独事業

事 業 内 容

①水路改良工事
　　農業用水路（側溝等）の整備
②井堰改良工事
　板堰を巻揚げ式やスライド式に変更、落差工部の修
繕等

糸島市
１．水路関連施設の老朽化や破損に伴い、地元受益者より
    修繕や改良の要望があり、それらの改善を行う。
２．農業生産者の高齢化や、近年の集中豪雨に対し安全に
　　作業ができるように、板堰の改良等を行う。

（うち市予算化分）

実施方法 直営

進捗状況
・
現状

合併後～25年7月末までにおい
て、77件、2億2千万円の地元要望
がある。

0

1
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

6 2 6

県支出金

10％分担金 その他 糸島市農漁業用施設工事分担金条例

13,700

国庫支出金

財
源
内
訳

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

従事職員数(人)

人件費（B）

その他

一般財源

事業費（A）

地方債

予算科目

事 業 内 容

農業用ため池修繕工事
農業用ため池設備の老朽箇所や危険箇所の修繕工事
を実施する。 進捗状況

・
現状

（うち市予算化分）
千円43,000 千円総事業費

直営

調査結果はあるが、工事において
は地元分担金が必要になるため、
地元協議を行い、緊急度の高いも
のから実施していく。
平成24年度　5箇所整備　4,772千
円
平成25年度　5,000千円実施予定

事業期間

糸島市
平成23年度に実施した、ため池防災対策の調査結果
を基に改修を行う。

平成２４年度～平成３５年度（１４年間） 一般会計

事業目的
事業主体

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

根拠法令等

13,700

補助率、交付税
措置率等

13,700 総コスト計

8,700

財源の種類

人件費割合(%) 63.5

41,100

ため池修繕工事

5,000

ため池修繕工事

5,000 15,000

500 500

5,000

500

ため池修繕工事

1,500

現在地

実施方法

43,000

0

会計種類

0

農林土木課

　該当なし

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産施設を整備し、農産物の低コスト化を進める

担当部課

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位）

平成26年度

1

最終目標値

重点プロジェクト

事 業 名 ため池防災対策事業 農林水産部

8,700平均人件費11

8,700 8,700

4,500

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

4,500 13,500

農業生産者及び地
元維持管理者

ため池の災害に対する安全性
や維持管理に効果がでる 小規模改修の実施(箇所)

平成27年度

0

平成28年度

事業開始時

0

合計

4,500

（単位：千円）

5 55
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

人件費（B）

分担金 10%

受益者

国庫支出金

受益者の考えている価値

0 12,000

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

（１）農林水産業の振興政　策

0 12,000

事業費内訳
（主なもの）

事業費（A）

一般財源

糸島市農漁業用施設工事分担金

従事職員数(人)

農業生産者及び地
元維持管理者

農業用施設の維持管理
労力の軽減

スムーズな維持管理作業効
率（％）

地方債

その他

平成27年度

県支出金
財
源
内
訳

平成26年度

600

600

14,610

17.9

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

その他

4,800

総コスト（A＋B）

国庫支出金 農業水利施設保全合理化事業

財源の種類

平均人件費

4,800

直営

（単位：千円）

50

予算科目

会計種類

　該当なし

農林土木課

求められる成果（単位）

2 6

　①　農業生産施設を整備し、農産物の低コスト化を進める

H24補正（繰越明許）H25年度実
施
ため池フェンス設置　6箇所
ため池整備（斜樋底樋）3箇所
井堰整備　6箇所

平成28年度 合計

事業開始時 現在地 最終目標値

6

事業主体 糸島市
事業目的

農業水利施設の老朽化に起因する事故の発生件数が増加傾向にあ
り、農業被害のみならず、住宅・公共施設への二次被害を及ぼすリス
クが高まっている。施設の補修や合理化整備を推進し、水利施設の
安全向上、負担軽減により農業競争力の強化を図る。

水利用再編促進事業 農林水産部

重点プロジェクト

施　策

事 業 名

実施方法

事業期間 平成２４年度～平成２７年度（４年間）

進捗状況
・
現状

整備費用200万円以上の水管理施設、維持管理施設、
安全施設等の農業用用排水施設の付帯施設の整備を
実施する。
負担割合：国50％、市50％事 業 内 容

担当部課

総事業費 千円 千円
（うち市予算化分）

一般会計

84,100
款 項 目

84,100

6,0006,000

50 100

0

補助率、交付税
措置率等

8,700

600

600

人件費割合(%)

総コスト計

負担割合
国50％、市50％

00

0 14,610 0

0

2,610

50％

0.3 0

交付金

根拠法令等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

6 2

（うち市予算化分）
千円

受益者

4

受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産施設を整備し、農産物の低コスト化を進める

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 活力ある高収益型園芸産地育成事業 担当部課 農林水産部 農業振興課

事業目的

　園芸農業の生産額を増大し持続的発展を図るため、先進技術の導
入や省力機械・施設等の整備を進め、収益性の高い園芸産地を育成
する。
　また、省エネルギー化推進、雇用型経営支援、６次産業化推進によ
る規模拡大及び経営の安定を図る。

事業主体
認定農業者、農業生産法人、集
落営農組織等

実施方法 補助

事 業 内 容

　ハウス施設等の整備や省力機械、先進技術の導入、及び
省エネ化、夏期高温対策など生産条件整備に対する補助。

【補助対象】
　■施設･設備・・・栽培・育苗ハウス、高設栽培施設、
　　　　　　　　　光合成促進装置、内張カーテン施設、
　　　　　　　　　自動換気施設、暖房機補助施設、循環扇、
　　　　　　　　　流通・加工施設等
　■機械・・・は種機、移植機、管理機、加工用機械等

進捗状況
・
現状

■実施状況
　H21実績：事業主体数　19件
　H22 〃  ：　　〃　　　　8件
　H23 〃  ：　　〃　　　　７件
　H24 〃  ：　　〃　　　　４件
　H25 〃  ：　　〃　　　　13件
　H26 計画:　　〃　　　  10件

事業期間 平成２１年度～平成２６年度（６年間） 会計種類 一般会計

最終目標値

総事業費 387,273 千円 予算科目
183,038

農業者 経営の安定 延べ事業実施主体数（件） 0 51 61

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
84,403 84,403

地方債
0

その他
(99,233) (99,233)

0

一般財源
0

事業費（A）
(99,233) (99,233)

84,403 0 0 84,403

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金 補助金 （）内は受益者負担

従事職員数(人) 0.4 0 0 平均人件費 8,700

人件費（B） 3,480 0 0 人件費割合(%) 4.0

総コスト（A＋B） 87,883 0 0 総コスト計 87,883

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

活力ある園芸産地育成対策
補助金

県支出金 　福岡県園芸農業等総合対策事業費補助金交付要綱 ５０％以内

　同上 県支出金 　　　同　　　　（認定農業者等） ３３％以内
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

項 目

6 2 1

4,744 5,954

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

定額

16,652

耕作放棄地再生利用交付金 国庫支出金 耕作放棄地再生利用緊急対策実施要綱

根拠法令等

1,740 人件費割合(%)

総コスト計

補助率、交付税
措置率等

財源の種類

総コスト（A＋B） 5,954

事業費（A）

1,740 1,740

(4,500) (4,500)

0.2

3,004

人件費（B）

0.2従事職員数(人)

11,4324,214

11,4324,214

補助金

0.2 平均人件費 8,700

事業費内訳
（主なもの）

(4,500)

予算科目

(13,500)

（単位：千円）

現在地

0

0

0

平成２６年度～平成２８年度（３年間）

　該当なし

進捗状況
・
現状

事業主体

会計種類

農林水産部

総事業費 11,432 千円
（うち市予算化分）

事業期間

耕作放棄地対策事業 農業委員会

款

○耕作放棄地再生利用事業補助金・・・340万円
　・定額補助　２万円/10ａ×５ha＝100万円
　・重機等利用　５万円/10ａ×２ha＝100万円
　・種苗代（1/2　上限2万円)　２万円/10ａ×７ha＝140万円
○地域耕作放棄地対策協議会補助金
　・１４地区×２万円＝28万円
○耕作放棄地再生利用推進班報償費
　・１４地区×５名×2,000円×３回＝42万円
○市対策協議会委員報償費（14名分×3回）＝84千円
○消耗品　3万円

　②　農業生産基盤を整備する

事業目的

重点プロジェクト

農業者

求められる成果（単位）受益者の考えている価値

２．７ha

事業開始時

国庫支出金

千円

　耕作放棄地化の再生利用を促進するとともに、耕作
放棄地の発生を抑制することにより、食料の生産拠点
である農地の有効利用を図る。

（１）農林水産業の振興

事 業 内 容

平成２５年度より、耕作放棄地再
生利用事業補助金の交付、耕作
放棄地再生利用推進班の活動を
開始しており、277ａの耕作放棄地
が農地へ復旧される見込み。

補助

担当部課

実施方法

事 業 名

施　策

政　策

31.3

4,214
(4,500)

4,214

補助金補助金

(13,500)

合計

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

一般会計

２４ha
（H25分含む）

２．７ha

0

最終目標値

平成28年度

11,432

県支出金

農業者

財
源
内
訳

(4,500)

受益者

一般財源

地方債

3,004

その他

耕作放棄地の農地再生　７ha
耕作放棄地発生の未然防止

(4,500)

農業経営基盤の強化
（規模の拡大）

平成26年度 平成27年度
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

6 2 8

（うち市予算化分）
千円

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　③　農業における持続的な担い手を育成する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 水田農業担い手機械導入支援事業 担当部課 農林水産部 農業振興課

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間） 会計種類 一般会計

事業目的

　売れる米・麦・大豆づくりと併せ生産コストの低減に積
極的に取り組む担い手を育成するとともに、地域農業の
担い手としてその経営の安定を図る。

事業主体 認定農業者、集落営農組織等

実施方法 補助

予算科目

事 業 内 容

　米・麦・大豆の生産の集積に対応できるよう作業の省
力化を図るため、高性能農業機械の導入経費に対する
補助を行う。

　補助率：１/２以内
　財源：県費１/３以内＋市費１/６以上

進捗状況
・
現状

93,504

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時

■H21実績（４経営体）
■H22実績（４経営体）
■H23実績（５経営体）
■H24状況（３経営体）
■Ｈ25状況（５経営体）
　　　トラクター　２台
　　　コンバイン　２台
　　　管理機　１台

現在値 最終目標値

総事業費 93,504 千円

農業者 経営の安定 延べ事業実施主体数（件） 21戸 21戸 37戸

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
15,734 23,300 23,300 62,334

地方債
0

その他
0

一般財源
7,870 11,650 11,650 31,170

事業費（A）
23,604 34,950 34,950 93,504

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金 補助金

従事職員数(人) 0.3 0.3 0.3 平均人件費 8,700

人件費（B） 2,610 2,610 2,610 人件費割合(%) 7.7

総コスト（A＋B） 26,214 37,560 37,560 総コスト計 101,334

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

福岡県農業振興対策事業費補
助金

県支出金 福岡県農業振興対策事業費補助金交付要綱 1/3以内

市義務負担 福岡県農業振興対策事業費補助金交付要綱 1/6以上
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

項 目

6 2 3

款

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

補助

施　策 　③　農業における持続的な担い手を育成する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 新規就農定着支援事業 担当部課 農林水産部 農業振興課

新規事業
【参考数値】　新規就農者数
Ｈ23
親元就農   10名
新規参入　　7名
Ｈ24
親元就農　8名
新規参入　　7名

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間） 会計種類 一般会計

事業目的

後継者、新規参入者が農業者として早期の定着
事業主体 糸島市

実施方法

（うち市予算化分）
千円 予算科目

事 業 内 容

就農して５年以内の後継者及び新規参入者が農業者として早期に定
着できるための支援
①農地、施設、機械の賃借料の１／２を助成（上限１０万円）
　※青年就農給付金を受給していない者に限る。
　※耕作放棄地再生補助金との重複可
②雇用を行った場合、費用の１／２を助成（上限１０万円）
③耕作放棄地再生後の肥料、苗等資材費の１／２を助成
　　（上限１０万円）
　※耕作放棄地再生補助金とセット
　※青年就農給付金の受給者も利用可

進捗状況
・
現状

2,700
総事業費 2,700 千円

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

新規農業者
経営の安定
耕作放棄地の再生

補助を申請した新規農業者（人） ― ― 30

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
700 1,000 1,000 2,700

事業費（A）
700 1,000 1,000 2,700

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金 補助金

従事職員数(人) 0.4 0.4 0.4 平均人件費 8,700

人件費（B） 3,480 3,480 3,480 人件費割合(%) 79.5

総コスト（A＋B） 4,180 4,480 4,480 総コスト計 13,140

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

8,700

款 項 目

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　③　農業における持続的な担い手を育成する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 糸島市就農支援事業 担当部課 農林水産部 農業振興課

事業目的

　販売農家を目指す帰農・新規の農業者の自立・定着
支援によって、新たな農業従事者＝販売農家を増加さ
せるため。

事業主体 帰農・新規の農業者

実施方法 補助

事 業 内 容

　就農者が、販売目的の農産物を生産するために必要
な施設整備や機械導入に要する経費の一部補助
　※国県事業の補助要件として、小規模農家は対象外
　※青年就農給付金受給者は、対象外
　
　➤ 施設整備…20％以内
　　　　　　　　　　上限額:50万円　(改修・改良は30万円)
　➤ 機械導入…20％以内
　　　　　　　　　　上限額:50万円　(中古機械は30万円)

進捗状況
・
現状

　新規事業

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間） 会計種類 一般会計

事業開始時 現在値

6 2

最終目標値

総事業費
（うち市予算化分）

千円 予算科目
3

18,500 千円

帰農・新規の農業者 新規農業者の自立・定着
補助を申請した帰農・新規農
業者（人）

―

18,500

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位）

― 30

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
4,500 7,000 7,000 18,500

事業費（A）
4,500 7,000 7,000 18,500

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金 補助金

従事職員数(人) 0.3 0.3 0.3 平均人件費

人件費（B） 2,610 2,610 2,610 人件費割合(%) 29.7

総コスト（A＋B） 7,110 9,610 9,610 総コスト計 26,330

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

認定農業者

款 項 目

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　③　農業における持続的な担い手を育成する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 糸島市農村地域活性化事業 担当部課 農林水産部 農業振興課

事業目的

　本市の農業経営体の所得の向上のほか、不作付地を
活用した農村景観の向上、又は雇用創出による地域の
活性化を図るため。

事業主体

実施方法 補助

事 業 内 容

　施設や機械の取得に対する補助

　■補助率等
　① 施設整備…20％以内
　　　　　　　　　　上限額:50万円　(改修・改良は30万円)
　② 機械導入…20％以内
　　　　　　　　　　上限額:50万円　(中古機械は30万円)

進捗状況
・
現状

　新規事業

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間） 会計種類 一般会計

事業開始時 現在値

6 2

最終目標値

総事業費
（うち市予算化分）

千円 予算科目
3

26,900 千円

認定農業者
　・所得の向上
　・作業時間の短縮　等

不作付地の活用を開始した
認定農業者（人）

―

26,900

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位）

― 5

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
6,900 10,000 10,000 26,900

事業費（A）
6,900 10,000 10,000 26,900

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金 補助金

従事職員数(人) 0.3 0.3 0.3 平均人件費 8,700

人件費（B） 2,610 2,610 2,610 人件費割合(%) 22.5

総コスト（A＋B） 9,510 12,610 12,610 総コスト計 34,730

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

6 2 5

認定農業者、営農集団等

実施方法

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　③　農業における持続的な担い手を育成する

重点プロジェクト 　該当なし

会計種類 一般会計

事 業 名 ふくおかの畜産競争力強化対策事業 担当部課 農林水産部 農業振興課

事業目的

　畜産農家が規模拡大等を目的に整備する機械・施設
等に対する支援を行うことにより、畜産業経営の安定を
図る。

事業主体

（うち市予算化分）
千円 予算科目

補助

事 業 内 容

　飼養頭羽数や生産量の拡大を行うため、省力機械の
導入や畜舎の飼養環境の改善、節電効果のある省エ
ネ対策、及び家畜排せつ物処理施設等の整備に対し
て補助を行う。

　補助率等：1/3以内（全額県費）

進捗状況
・
現状

平成23年度実績
　事業主体数　４経営体
平成24年度実績
　事業主体数　４経営体
平成25年度見込み
　事業主体数　７経営体

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間）

15,000

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

総事業費 15,000 千円

農業者 経営の安定 延べ事業実施主体数（件） 15 15 30

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
5,000 5,000 5,000 15,000

地方債
0

その他
0

一般財源
0

事業費（A）
5,000 5,000 5,000 15,000

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金 補助金

従事職員数(人) 0.4 0.4 0.4 平均人件費 8,700

人件費（B） 3,480 3,480 3,480 人件費割合(%) 41.0

総コスト（A＋B） 8,480 8,480 8,480 総コスト計 25,440

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

福岡県畜産振興総合対策事
業費補助金

県支出金 　福岡県畜産振興総合対策事業費補助金交付要綱 １／３以内
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

目

6 1 1

（単位：千円）

0

0

14,700総コスト計

0

総事業費 6,000

事業期間

10

0

平成28年度

施　策

事業目的

農業振興課

事業主体

予算科目千円

農林水産業者 高付加価値化 開発商品　（品目）

重点プロジェクト 　該当なし

　糸島市で産出される農林水産物を原材料に、新商品
の開発や販路開拓を行う。
　また、２５年度は人材育成事業とも連携し、農林水産
業者の担い手育成も含めた事業を展開している。 進捗状況

・
現状

担当部課 農林水産部農山漁村６次化支援事業

政　策 （１）農林水産業の振興

●２３年度：「はるか」のお菓子３品
目を開発し、販売開始。
●２４年度：「甘夏ドレッシング」「漁
師めしの基」等の商品を開発。
●２５年度：甘夏、水産物等商品
開発を実施

事 業 内 容

　新商品開発によりブランドを確立し、産品の高付加価値化
を図る。もって農山漁村の活性化を図ることを目的とする。
　さらに、耕作放棄地の再生や雇用創出、観光振興などへの
波及効果を見込んでいる。 実施方法 全面委託

事 業 名

糸島のめぐみ事業組合

　④　農業における地産地消、市場開拓、ブランド化を推進する

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

その他

最終目標値

16

合計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位）

平成27年度平成26年度

一般会計

千円
（うち市予算化分）

事業開始時 現在地

6,000

会計種類平成２６年度～平成 ２７年度（２年間）

款 項

0

6,0003,000
委託費
［新商品開発費］
［販路開拓費］
［報告書作成費］

6,000

事業費内訳
（主なもの）

3,000
一般財源

財
源
内
訳

地方債

総コスト（A＋B） 7,350 7,350

3,000

人件費（B）

従事職員数(人) 00.5

事業費（A）

0

委託費
［新商品開発費］
［販路開拓費］
［報告書作成費］

3,000

0.5

国庫支出金

県支出金

8,700

59.24,350 4,350 0

平均人件費

人件費割合(%)

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

6 2 3

農水産物生産者及び食品加工業
者等で組織される団体

実施方法

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　④　農業における地産地消、市場開拓、ブランド化を推進する

重点プロジェクト 　該当なし

会計種類 一般会計

事 業 名 糸島農産物ブランド化推進活動支援事業 担当部課 農林水産部 農業振興課

事業目的

市長公約に掲げる糸島ブランドの確立を図るため、生
産者等が行う糸島産農水産物及び食品加工物等のア
ピール活動等に対する支援を行う。

事業主体

（うち市予算化分）
千円 予算科目

その他

事 業 内 容

①デパート等での出店及び物産展等への出展（直営）
期間的に開催されるデパート等での催事や物産展への
出店費用等の支援

②海外研修助成事業（補助）
JETRO、九経連等が開催する、農産物イベントへの参
加経費等

進捗状況
・
現状

新規事業
【参考】　現在行われている商談
会等
・九州農産物商談会（福岡銀行）
・糸島マルシェ
・オール九州グルメ＆トレードフェ
ア
・国際総合食品見本市

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間）

6,900

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

総事業費 6,900 千円

農水産物生産者及び食品
加工業者等で組織される
団体

ブランド糸島の確立
①直営での物産展開催数
②販売催事等への参加補助件数 ― ―

　① ３回
　② ２０件

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
2,300 2,300 2,300 6,900

事業費（A）
2,300 2,300 2,300 6,900

事業費内訳
（主なもの）

補助金等 補助金等 補助金等

従事職員数(人) 0.4 0.4 0.4 平均人件費 8,700

人件費（B） 3,480 3,480 3,480 人件費割合(%) 60.2

総コスト（A＋B） 5,780 5,780 5,780 総コスト計 17,340

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

6 2 3

糸島市内の産直施設

実施方法

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　④　農業における地産地消、市場開拓、ブランド化を推進する

重点プロジェクト 　該当なし

会計種類 一般会計

事 業 名 産直施設活性化事業 担当部課 農林水産部 農業振興課

事業目的

糸島産農産物の発信基地である産直所の活性化と糸
島産農産物の魅力を積極的に発信する。 事業主体

（うち市予算化分）
千円 予算科目

補助

事 業 内 容

①自主イベントの開催費用（のぼり旗、法被、パンフレット作
製費等）
②農産物イベントへの出店（出店料、パンフレット作製費等、
出店ブース資材費等）
③販売向上等の費用（簡易な改装、店舗看板、備品購入、制
服作成費、パンフレット作製費等）
④出張販売費用（九州大学等での定期的な販売経費）
・集出荷に関する経費、運搬費、燃料費等

進捗状況
・
現状

新規事業
・参考数値
糸島市内の産直施設
20箇所
売上高
Ｈ22　　51億円
Ｈ23　　53億円
Ｈ24　　52億円

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間）

6,500

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

総事業費 6,500 千円

産直施設 産直施設の活性化 実施施設数 ― ― ７施設

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
1,100 2,700 2,700 6,500

事業費（A）
1,100 2,700 2,700 6,500

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金 補助金

従事職員数(人) 0.3 0.3 0.3 平均人件費 8,700

人件費（B） 2,610 2,610 2,610 人件費割合(%) 54.6

総コスト（A＋B） 3,710 5,310 5,310 総コスト計 14,330

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

3

款 項 目

6 2

農業者団体等

実施方法

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　⑤　九州大学との連携により農業を振興する。

重点プロジェクト 　該当なし

会計種類 一般会計

事 業 名 新品種・新技術導入支援事業 担当部課 農林水産部 農業振興課

事業目的

　糸島市九州大学連携研究助成金制度等の成果を、
農業者団体等が農畜産物の生産、加工、流通の過程
で所得向上を図るための新品種の導入等を支援するた
め。

事業主体

（うち市予算化分）
千円 予算科目

補助

事 業 内 容

　農業者団体等が九大連携事業の成果をプレミアムな
「糸島ブランド」として、付加価値のある新たな品種や技
術の導入等の経費に対する補助
　
　➤ 補助率等
　　　　　　…定額補助　　※限度額:50万円

進捗状況
・
現状

　新規事業

事業期間 平成２６年度（１年間）

1,000

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

総事業費 1,000 千円

農業者団体等 農業所得の向上 調査着手件数 ― ― ２件

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
1,000 1,000

事業費（A）
1,000 1,000

事業費内訳
（主なもの）

補助金

従事職員数(人) 0.3 0 0 平均人件費 8,700

人件費（B） 2,610 0 0 人件費割合(%) 72.3

総コスト（A＋B） 3,610 0 0 総コスト計 3,610

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

糸島市

実施方法

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　⑥　林業生産基盤や生産条件を整備する

重点プロジェクト 　該当なし

会計種類 一般会計

事 業 名 林業専用道整備事業 担当部課 農林水産部 農林土木課

事業目的

間伐材の有効活用による森林保全を実行するため、木
材輸送機能を強化する林業専用道を整備し、効率的な
木材の搬出を促進し林業生産性の向上を図る。

事業主体

（うち市予算化分）
千円 予算科目

直営

事 業 内 容

①林業専用道作設について地域への周知と合意形成
を図る
②路網計画
③路線設計　車道復員3.0ｍ、砂利道
④作設工事

進捗状況
・
現状

現在市内には47路線122.2㎞の林
道が開設されているが、これは骨
格部分であり、林道と森林をつな
ぐ補助道路がなく、間伐材の搬出
が困難な森林が多い。

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（２年間）

20,500

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

総事業費 20,500 千円

森林施業者
木材輸送を行う林道の

整備
間伐材の有効活用が可能に
なった面積（ha）

― ― 15

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
10,250 10,250 20,500

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
10,250 10,250 20,500

事業費（A）
0 20,500 20,500 41,000

事業費内訳
（主なもの）

地域への周知と合意
形成、路網検討

路線設計、作設工事 路線設計、作設工事

従事職員数(人) 0.3 0.3 0.3 平均人件費 8,700

人件費（B） 2,610 2,610 2,610 人件費割合(%) 16.0

総コスト（A＋B） 2,610 23,110 23,110 総コスト計 48,830

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

林業専用道等整備事業補助金 国庫支出金 森林環境保全整備事業 1/2以内
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

6 4 2

糸島漁業協同組合

実施方法

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　⑦　漁業生産基盤を整備し、つくり育てる漁業を振興する

重点プロジェクト 　該当なし

会計種類 一般会計

事 業 名 水産業振興補助金事業 担当部課 農林水産部 水産振興課

事業目的

　沿岸漁業の漁獲量は、年々減少していたが、近年で
は横ばいの状況であり、今後も資源管理とつくり育てる
漁業の振興を図る。事業を実施することにより、漁業者
の高齢化対策や後継者の育成を図る。

事業主体

（うち市予算化分）
千円 予算科目

補助

事 業 内 容

　糸島漁業協同組合が実施する下記事業について支
援を行う。
①　天然ハマグリの乱獲防止の監視活動を継続すると
ともに、貝の色落ち（白変）対策として、干潟の耕うん等
の対策を試みる。
②　種苗放流については、これまで実施してきたヨシエ
ビ・ガサミ・車エビに加えメバルの放流。また、糸島管内
の磯場にアワビ・赤ウニに加えバフンウニを放流する。

進捗状況
・
現状

　糸島漁業協同組合において毎
年、放流等の事業が実施されてい
る。
平成25年度
車エビ70万尾・ガサミ25万尾・ヨシ
エビ25万尾・トラフグ4千尾放流。
磯場にクロアワビ8.3万個、赤ウニ5
万個放流

事業期間 平成２２年度～平成２８年度（７年間）

17,000

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

総事業費 75,000 千円

糸島漁協組合員432
人及び一般市民

つくり育てる漁業の振興
エビ・アワビ・ウニの陸揚金額
（千円）

41,168(21年） 35,197（24年） 58,481（28年）

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
(6,000) (6,000) (6,000) (18,000)

0

一般財源
3,000 3,000 3,000 9,000

事業費（A）
(6,000) (6,000) (6,000) (18,000)

3,000 3,000 3,000 9,000

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金 補助金 （　）はＪＦ負担分

従事職員数(人) 0.02 0.02 0.02 平均人件費 8,700

人件費（B） 174 174 174 人件費割合(%) 5.5

総コスト（A＋B） 3,174 3,174 3,174 総コスト計 9,522

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

6 4 2

糸島漁業協同組合

実施方法

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　⑦　漁業生産基盤を整備し、つくり育てる漁業を振興する

重点プロジェクト 　該当なし

会計種類 一般会計

事 業 名 水産業振興対策事業（カキ洗浄機設置事業） 担当部課 農林水産部 水産振興課

事業目的

　冬の風物詩である焼きカキ販売は盛況であり、カキ小屋も
22軒から28軒に増え、カキ水揚げ量も更に増加した。このた
め、輪番制によるカキ洗浄で待ち時間が長く夜中での作業と
なっている。これらを解消するため洗浄機を整備する。

事業主体

（うち市予算化分）
千円 予算科目

補助

事 業 内 容

・船越支所　カキ洗浄機1基・建屋1棟
・加布里（深江）支所　カキ洗浄機　1基・建屋1棟
・本所　カキ洗浄機１基・建屋１棟

進捗状況
・
現状

　船越支所は１基の洗浄機を３棟
で利用していたが、H25には５棟
増えカキ養殖量も倍増した。また、
加布里、深江支所は洗浄機は保
有しておらず、手作業での処理で
あるため、カキ処理作業に過酷な
労働を強いられている。

事業期間 平成２６年度～平成２７年度（２年間）

13,150

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

総事業費 26,300 千円

カキ養殖漁業部会
船越8軒、加布里、深江3軒、本
所13軒

労働時間の短縮 1ｔ当たり処理時間（時間） 12.5時間 12.5時間 1時間

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
(9,150) (4,000) (13,150)

0

一般財源
9,150 4,000 13,150

事業費（A）
(9,150) (4,000) (13,150)

9,150 4,000 13,150

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金 補助金

従事職員数(人) 0.05 0.05 平均人件費 8,700

人件費（B） 435 435 0 人件費割合(%) 6.2

総コスト（A＋B） 9,585 4,435 0 総コスト計 14,020

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

6 4 2

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

その他

施　策 　⑦　漁業生産基盤を整備し、つくり育てる漁業を振興する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 水産物ブランド化推進事業 担当部課 農林水産部 水産振興課

　水産物糸島ブランドとして加工
品等8品がある。
［あかもく・漁師の揚げ天・海士の
極み・博多もずく・加布里のり・船
越産いりこ・天然蛤・伊都の花え
び］
　また、カキの他、姫さば・本鰆・真
鯛の評判も定着しつつある。

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間） 会計種類 一般会計

事業目的

　魚介類の加工品等付加価値向上を図るため、糸島産
ブランド化の推進を図り、水産物の消費拡大を図る。
　カキ人気の継続と、真鯛漁獲量日本一のPR、また、活
〆・血抜き等のJF認定による出荷制度の拡充。

事業主体 糸島市

実施方法

（うち市予算化分）
千円 予算科目

事 業 内 容

　水産物のブランドづくりを確立するため、糸島漁業協
同組合との連携により下記事業を取組む。
・糸島産水産物ブランドステッカー作製　大・小
20,000枚　　　　　・取組みポスター作製　　大・小　50枚
・水産商品ブランド販売イベントの開催　５日間
・各ブランド品の集約及び周年対応できる体制づくりの
取り組み（志摩の四季）
・「浜の活力再生プラン」　の策定により漁村の活性化を
目指す。

進捗状況
・
現状

1,100
総事業費 1,700 千円

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

一般市民と消費者
価格向上のブランド商品の
増加と鮮度保持の消費の
増大

　①ブランド品の数（品）
　②商品販売額（千円）

　①8品
　②67,745千円

　①8品
　②67,745千円

　①12品
　②88,068千円

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
(300) (300) (600)

0

一般財源
500 300 300 1,100

事業費（A）
(300) (300) (600)

500 300 300 1,100

事業費内訳
（主なもの）

ポスター・ステッ
カー

水産ブランド商品販
売イベント

水産ブランド商品販
売イベント

従事職員数(人) 0.1 0.1 0.1 平均人件費 8,700

人件費（B） 870 870 870 人件費割合(%) 70.4

総コスト（A＋B） 1,370 1,170 1,170 総コスト計 3,710

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

7 1 2

商店街等

実施方法

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （２）商工業の振興

施　策 　⑩　商工業を振興する

重点プロジェクト 　該当なし

会計種類 一般会計

事 業 名 買物弱者支援事業 担当部課 経済振興部 商工振興課

事業目的

商店等へ容易に買物に来ることが出来ない高齢者を対
象に、地域公民館等まで、生鮮食料品や日用生活品
等を配達する。

事業主体

（うち市予算化分）
千円 予算科目

補助

事 業 内 容

商店街が中心となり、各店舗と連携し、移動商店街とし
て宅配サービスが提供できない地域で、商品販売や御
用聞きを行う。 進捗状況

・
現状

※長糸校区で、事業実施中。

事業期間 平成２４年度～平成２６年度（３年間）

1,685

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

総事業費 5,020 千円

市民 買物の利便性向上 移動商店街利用者数（人/年） ― ― 50

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
(349) (349)

0

地方債
0

その他
0

一般財源
699 699

事業費（A）
(349) (349)

699 0 0 699

事業費内訳
（主なもの）

補助金

従事職員数(人) 0.3 平均人件費 8,700

人件費（B） 2,610 0 0 人件費割合(%) 78.9

総コスト（A＋B） 3,309 0 0 総コスト計 3,309

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

出向く商店街事業 県支出金 福岡県出向く商店街事業補助金交付要綱 1/3
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

7 1 2

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （２）商工業の振興

農商工連携事業補助金 担当部課 経済振興部 商工振興課

補助

施　策 　⑩　商工業を振興する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名

食品製造業者等が糸島産農林水
産物を使用した商品開発を望ん
でいる。

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間） 会計種類 一般会計

事業目的

糸島市内の商工業者が、糸島市内の農林水産物を使
用した新商品等の研究開発や販路開拓を行う事業に
対して、経費の一部を助成し、地域経済の活性化を図
るもの。

事業主体 商工業者

実施方法

（うち市予算化分）
千円 予算科目

事 業 内 容

補助対象者：
　• 市内に事業所を有する商工業者であること
　• 市税の滞納がないこと
　• 暴力団員等でないこと
対象事業：糸島市内の農林水産物を使用した試作品の
               研究開発、市場調査、販路開拓等
補助率：対象事業費の２分の１以内
限度額：１００万円

進捗状況
・
現状

9,287
総事業費 9,287 千円

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

商工業者等
新商品の開発による売
上の向上

補助後の平均売上増加率
（％/年）

0 0 5

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
3,087 3,087

一般財源
3,100 3,100 6,200

事業費（A）
3,087 3,100 3,100 9,287

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金 補助金

従事職員数(人) 0.1 0.1 0.1 平均人件費 8,700

人件費（B） 870 870 870 人件費割合(%) 21.9

総コスト（A＋B） 3,957 3,970 3,970 総コスト計 11,897

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

いとしま元気基金 その他 いとしま元気基金条例 定額
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

7 1 2

農林水産業者、商工業者（６
次産業者を含む）

実施方法

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （２）商工業の振興

施　策 　⑪　魅力ある糸島産品をブランド化し、消費を拡大する

重点プロジェクト 　該当なし

会計種類 一般会計

事 業 名 見本市等出展補助事業 担当部課 経済振興部 シティセールス課

事業目的

いとしまブランド推進計画に基づき、「ブランド化に向け
て個別産品に磨きをかける、その環境を整える」、「全
国、海外に向けて、本市産品等の販路を拡大する」こと
を目的とする。

事業主体

（うち市予算化分）
千円 予算科目

補助

事 業 内 容

市内に住所を有する農林水産物（加工品含む）を生産
する者及び製造業を営む者を対象とし、販路拡大を目
的にバイヤーを対象とした見本市等へ出展する場合
に、国内開催分の出展費用に対し1/2以下上限10万
円、国外開催分の出展費用に対し1/2以下上限20万円
を補助する。

進捗状況
・
現状

平成25年度：補助金交付規程に
基づいて出展補助を開始

事業期間 平成２５年度～平成２７年度（３年間）

3,000

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

総事業費 3,000 千円

農林水産物（加工品含む）
を生産する者及び製造業
を営む者

販路開拓・拡大
（新規顧客の獲得）

　①出展サンプル数（品目）
　②商談成立数（件）

　①　―
　②　―

　①　25
　②　4件以上
　（H26.1月末）

　①　150
　②　10

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
1,000 1,000 2,000

事業費（A）
1,000 1,000 2,000

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金

従事職員数(人) 0.2 0.2 0 平均人件費 8,700

人件費（B） 1,740 1,740 0 人件費割合(%) 63.5

総コスト（A＋B） 2,740 2,740 0 総コスト計 5,480

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

7 1 2

糸島市商工会

実施方法

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （２）商工業の振興

施　策 　⑪　魅力ある糸島産品をブランド化し、消費を拡大する

重点プロジェクト 　該当なし

会計種類 一般会計

事 業 名
“なんでも糸島”プロジェクト事業
～プレミアム付商品券発行

担当部課 経済振興部 商工振興課

事業目的

市外への消費流出を阻止するとともに、市内での消費
及び市外からの消費を喚起し、地域経済の活性化を図
る。

事業主体

（うち市予算化分）
千円 予算科目

補助

事 業 内 容

糸島市商工会が発行する商品券のプレミアム分（10%）の一部
を補助する。
●発行総額：110,000千円
　うちプレミアム商品券：88,000千円
　　　リフォーム商品券：22,000千円
※「抽選会」などを実施することで、小規模店舗への消費を
　誘導するとともに、建設業者を対象とした商品券も発行し、
　地域経済活性化を目指す。
　 また、商工会及び事業者で勉強会等に取組み、継続性の
　高い事業を目指す。

進捗状況
・
現状

平成23年度　発行額
（旧商工会）
　前原市　　55,000千円
   二丈町　　 5,500千円
　志摩町     33,000千円
　合　計　    93,500千円

事業期間 平成２６年度（１年間）

3,000

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

総事業費 10,000 千円

市民
市内事業者

地域経済の活性化 商品券購入額（円） 0円 0円 1億1千万円

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
(3,000) (3,000)

0

地方債
0

その他
(4,000) (4,000)

0

一般財源
3,000 0 3,000

事業費（A）
(7,000) (7,000)

3,000 3,000

事業費内訳
（主なもの）

補助金

従事職員数(人) 0.3 0 0 平均人件費 8,700

人件費（B） 2,610 0 0 人件費割合(%) 46.5

総コスト（A＋B） 5,610 0 0 総コスト計 5,610

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

6 3

26.3870

6,620総コスト計

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類
補助率、交付税
措置率等

総コスト（A＋B） 0 3,750 2,870

根拠法令等

人件費割合(%)

4,880

平均人件費 8,700

2,000

人件費（B）

事業費（A）

0 870

事業費内訳
（主なもの）

従事職員数(人)

財
源
内
訳

0

受益者 受益者の考えている価値

平成２７年度～平成２８年度（２年間）

総事業費
44,880

一般会計

求められる成果（単位）

（うち市予算化分）

事 業 名

会計種類

予算科目

事業主体

千円4,880

事業期間

千円

（３）観光の推進

糸島市
事業目的

重点プロジェクト 　該当なし

実施方法 直営

農林土木課

平成２年４月に竣工した施設の改修によって、利用者の
不安感が解消されるとともに、宿泊意欲が高まることに
よって１泊２日の利用客が増加することで周辺施設の観
光振興が期待できる。

担当部課

　⑫　地域資源を生かした観光を確立させる

農林水産部

施　策

政　策

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

事 業 内 容

①避難棟外壁補修
②避難棟シャワー室改修
③散策道周辺整備（間伐、散策道修繕） 進捗状況

・
現状

真名子木の香ランド宿泊施設等改修事業

避難棟の外壁、シャワー室が傷ん
でいるため、利用者に不安感が生
じており、宿泊意欲も低い状況で
ある。
散策道のエリアは樹木が過密状
態で間伐が必要となっている。ま
た散策道が損傷しており、散策が
困難な状況となっている。

最終目標値事業開始時

施設利用者の増加（人）施設利用者 安心で快適な利用 ―

現在地

平成26年度 平成27年度

4,8802,000

― 350

（単位：千円）

平成28年度 合計

0

0

0

国庫支出金

県支出金

地方債

2,880
一般財源

その他

0.1

修繕費修繕費

2,880

0.1
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

6 3 3

人件費（B） 4,350

補助率、交付税
措置率等

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等

4,350 0

平均人件費 8,700

総コスト（A＋B） 13,350 14,150 0 総コスト計 27,500

人件費割合(%) 31.6

9,000 9,800 18,800

外壁、屋根修繕工事
宅内排水設備工事

外トイレ改修
宅内排水設備工事

事業費内訳
（主なもの）

従事職員数(人) 0.5 0.5

事業費（A）

一般財源

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

0

9,000 9,800 18,800

0

0

0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

施設利用者の増加（人）市民
老朽化した施設の修繕
による満足度の向上

―

現在地 最終目標値事業開始時

― 250

事 業 内 容

①研修棟外壁修繕（張替・塗装）
②屋根修繕（塗装）
③倉庫基礎修繕
④外炊事場修繕
⑤外トイレ改修
⑥雨水側溝修繕
⑦外階段修繕
⑧畳張替
⑨宅内排水設備工事

事業期間

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位）

（うち市予算化分）
千円 予算科目

平成２６年度～平成２７年度（２年間） 会計種類

総事業費 18,800 千円
18,800

一般会計

施設の老朽化により各所が傷んで
いるため、利用者に不安感が生じ
ており、宿泊意欲も低い状況であ
る。

昭和63年3月に竣工した瑞梅寺山の家の老朽化した施
設の修繕を行い、施設の魅力をあげ利用者の増加を図
る。

事業主体

実施方法

糸島市

進捗状況
・
現状

政　策 （３）観光の推進

事 業 名 瑞梅寺山の家修繕事業

事業目的

担当部課

施　策

直営

農林水産部 農林土木課

　⑫　地域資源を生かした観光を確立させる

重点プロジェクト 　該当なし

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

7 1 3

糸島市・糸島市観光協会

実施方法

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

施　策 　⑫　地域資源を生かした観光を確立させる（体験型、食、農林水産業、大学）

重点プロジェクト 　該当なし

会計種類 一般会計

事 業 名 観光振興推進事業 担当部課 経済振興部 シティセールス課

事業目的

観光地への２次交通アクセスの確保及びエコツーリズム
の推進。 事業主体

（うち市予算化分）
千円 予算科目

補助

事 業 内 容

①超小型モビリティ等のレンタルによって回遊性と機動
性に優れた地域観光を確立し、山エリアに点在する観
光資源の回遊を促す。また、再生可能エネルギーを主
動力とした観光のスタイルの確立によりエコツーリズムの
推進を図る。

②ＪＲ筑前前原駅前のレンタサイクルの定着を図り、利
用促進を行う。

進捗状況
・
現状

①Ｈ25年４月からレンタル事業開始
超小型モビリティ（１人乗）２台、電動
バイク４台、電動アシスト自転車４台。
H25年８月以降超小型モビリティ（２人
乗）1台をレンタル開始予定。

②Ｈ２４年１０月からレンタル事業開
始。電動アシスト自転車4台設置。

事業期間 平成２４年度～平成２６年度（３年間）

6,595

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

総事業費 7,705 千円

観光客 観光地を回遊する利便性
　レンタル利用者数（人/年）
　①超小型モビリティ等
　②レンタサイクル

0
　①　370件
　②　209件
　（H26年3月末）

①　628件
②　200件

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
(900) (900)

0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
6,000 6,000

事業費（A）
(900) (900)
6,000 6,000

事業費内訳
（主なもの）

補助金

従事職員数(人) 0.3 0 0 平均人件費 8,700

人件費（B） 2,610 0 0 人件費割合(%) 30.3

総コスト（A＋B） 8,610 0 0 総コスト計 8,610

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

7 1 3

糸島市

実施方法

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

施　策 　⑬　観光基盤を整備し、観光施設間をネットワーク化する

重点プロジェクト 　該当なし

会計種類 一般会計

事 業 名 観光施設等整備事業 担当部課 経済振興部 シティセールス課

事業目的

観光施設について計画的に新設、改修を行う。
事業主体

（うち市予算化分）
千円 予算科目

直営

事 業 内 容

【幣の浜駐車場公衆便所】　（入込客推計；50千人）
　既存（仮設）の幣の浜駐車場公衆トイレを改築する。
　事業費　14,000,000円

【加茂神社公衆便所】　（登山等入込客推計；822千人）
　既存の加茂神社公衆トイレの老朽化により建替える。
　事業費　13,000,000円

進捗状況
・
現状

【幣の浜駐車場公衆トイレ】
Ｈ24年度仮設トイレ設置。利用度の高
さや観光イメージの観点からも本格施
工が必要。
　
【加茂神社公衆トイレ】汲取式で老朽
化が著しく、非衛生的である。地元か
らも建替えの要望があっている。

事業期間 平成２７年度～平成２８年度（２年間）

27,000

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在地 最終目標値

総事業費 27,000 千円

観光客 快適な観光
市内全域の必要箇所への設

置(箇所)
26 26 27

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
5,600 5,200 10,800

県支出金
0

地方債
7,500 7,500

その他
0

一般財源
900 7,800 8,700

事業費（A）
0 14,000 13,000 27,000

事業費内訳
（主なもの）

工事請負費 工事請負費

従事職員数(人) 0.1 0.1 平均人件費 8,700

人件費（B） 0 870 870 人件費割合(%) 6.1

総コスト（A＋B） 0 14,870 13,870 総コスト計 28,740

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

社会資本整備総合交付金 国庫支出金 社会資本整備総合交付金交付要綱 40％

115



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

7 1 3

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

補助

施　策 　⑭　観光ボランティアを育成する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 おもてなし観光推進事業 担当部課 経済振興部 シティセールス課

①平成２４年度現在、２団体５２名の観
光ボランティアがいるが、経験、レベ
ル（知識・分野・話術など）の違いや高
齢化などが課題となっており、新たな
ボランティアの発掘が必要。
②本市の宿泊観光者数は、全体の観
光客の１％にも満たない状況にある。
③Ｈ２３年度、Ｈ２４年度福岡県緊急
雇用創造事業で実施。

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間） 会計種類 一般会計

事業目的

多様化する観光客のニーズに応えるガイド育成、宿泊施設等
のおもてなしスキルの向上、外国人に対応できる観光施設の
増加など受入体制の確保及び強化を図るとともに、本市の魅
力を向上し、観光客の増加を図ることを目的とする。

事業主体 糸島市・糸島市観光協会

実施方法

（うち市予算化分）
千円 予算科目

事 業 内 容

①観光ボランティア育成研修（観光協会補助事業）
座学講義及び実地研修により観光ボランティアを育成する。
(受講者数；３０名、研修日程；5日間の予定、隔年実施)
②おもてなしアドバイザー制度
観光のプロ、アドバイザー等によるおもてなし指導。アドバイ
ザーが現地で直接指導を行い、各事業所に改善を促す。（実
施事業所；10カ所×２カ年）
③外国人観光客接客研修
市内観光事業者の業種に応じ、中国語・韓国語の接客研修
を実施する。

進捗状況
・
現状

3,590
総事業費 3,590 千円

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

観光客
①深い糸島の観光
②滞在時間の延長により糸島を満
喫

①観光ボランティア数(人)
②宿泊観光客数（人）

　①５２
　②３７，０００ ―

　①６２
　②１００，０００

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
2,750 280 560 3,590

事業費（A）
2,750 280 560 3,590

事業費内訳
（主なもの）

補助金
報償費
（アドバイザー謝礼）
委託料

報償費
（アドバイザー謝礼）

補助金

従事職員数(人) 0.15 0.1 0.1 平均人件費 8,700

人件費（B） 1,305 870 870 人件費割合(%) 45.9

総コスト（A＋B） 4,055 1,150 1,430 総コスト計 6,635

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

7 1 3

糸島市・糸島市観光協会

実施方法

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

施　策 　⑮　観光情報の積極的な発信、提供を行う（インターネット活用など）

重点プロジェクト 　該当なし

会計種類 一般会計

事 業 名 観光情報発信事業 担当部課 経済振興部 シティセールス課

事業目的

■情報発信の強化による観光入込客の増加
①ＩＣＴの活用による観光情報の発信
②観光協会ＨＰのスマートフォン対応に係る事業補助
③糸島ガイドブックの増刷

事業主体

（うち市予算化分）
千円 予算科目

補助

事 業 内 容

①ＩＣＴの活用による観光情報の発信
　H25年度九州大学連携研究助成金により研究したス
マートフォンアプリ『ここピン』の本格的な観光活用。
②観光協会ＨＰのスマートフォン対応とするための事業
補助
③糸島ガイドブックの増刷（10万部）

進捗状況
・
現状

①H25年度九州大学連携研究助成実施。
Ｈ25年7月アップル社にアプリ認可。プロ
ジェクトを実験的に開始。
②ＨＰでの観光情報収集が主流。閲覧手
段はスマートフォンによるものが増えてきて
いる。
③H23年度10万部作成。市内外の店舗等
や各イベント等で配布。Ｈ25年度中に無く
なる見込み。

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間）

2,229

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在地 最終目標値

総事業費 2,229 千円

観光客 糸島観光を満喫 アクセス数（ページビュー）
①　―
②２３０万

―
①20,000
②３００万

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
1,829 200 200 2,229

事業費（A）
1,829 200 200 2,229

事業費内訳
（主なもの）

補助金
印刷製本費

補助金 補助金

従事職員数(人) 0.1 0.1 0.1 平均人件費 8,700

人件費（B） 870 870 870 人件費割合(%) 53.9

総コスト（A＋B） 2,699 1,070 1,070 総コスト計 4,839

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

7 1 3

糸島市観光協会

実施方法

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

施　策 　⑮　観光情報の積極的な発信、情報提供を行う（インターネットの活用など）

重点プロジェクト 　該当なし

会計種類 一般会計

事 業 名 いいね糸島PR発信事業 担当部課 経済振興部 シティセールス課

事業目的

糸島市の名勝・景勝地、文化財、伝統行事などを掲載
するポストカードや名刺台紙を作成し、糸島の良さを県
内、県外に広くＰＲ、発信する。

事業主体

（うち市予算化分）
千円 予算科目

補助

事 業 内 容

　糸島市の名勝・景勝地、文化財、伝統行事などが印刷（写
真および説明文）されたポストカードと名刺台紙を作成。
　名刺台紙については、家庭のプリンターでも印字できるもの
とし、観光協会のＨＰ上などで専用の印字テンプレートを公開
することで観光協会ＨＰへのアクセス数増加にもつなげてゆ
く。
●ポストカード；5万枚、5,000セット作成
　　　　　　　　　（カード10種×各5,000枚）
　　　　　　　　　各種１枚入りを１セットとし販売。
　　　　　　　　　希望によっては、１枚ずつのばら売りも行う等
　　　　　　　　　柔軟な対応を行う。
●名刺台紙；10万枚、10,000セット作成（10種×各10,000枚）
　　　　　　　　10枚入りを1セットとして販売。
※販売は５か年計画により実施

進捗状況
・
現状

未着手

事業期間 平成２６年度（１年間）

2,907

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

総事業費 2,907 千円

観光客及び市民 糸島を知りたい、伝えたい
　①ポストカード販売数
　②名刺台紙販売数

0 0
 ①3,000セット
 ②6,000セット

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
2,907 0 0 2,907

事業費（A）
2,907 0 0 2,907

事業費内訳
（主なもの）

補助金

従事職員数(人) 0.1 0 0 平均人件費 8,700

人件費（B） 870 0 0 人件費割合(%) 23.0

総コスト（A＋B） 3,777 0 0 総コスト計 3,777

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

7 1 2

雑誌社等、番組制作会社等

実施方法

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

施　策 　⑮　観光情報の積極的な発信、情報提供を行う（インターネットの活用など）

重点プロジェクト 　該当なし

会計種類 一般会計

事 業 名 いとしまブランド推進事業（広告掲載等事業） 担当部課 経済振興部 シティセールス課

事業目的

全国への糸島市の認知度の向上、福岡都市圏への糸
島市の新たな過ごし方等の提案のため、雑誌・テレビ等
の取材を誘導し、糸島ブランドの推進を図る。

事業主体

（うち市予算化分）
千円 予算科目

全面委託

事 業 内 容

①読者数が多い出版社等に糸島市を取材ＰＲしてもら
う。そのことにより、他の出版社等の後追い無料取材の
意欲を刺激する。
②糸島市のブランド推進計画に基づく番組を制作し、
他の番組制作の方向性に作用させる。
③東京事務所サービスを活用し、関東圏でのアンテナ
機能（情報の受発信や総合的なＰＲ展開等）を強化す
る。

進捗状況
・
現状

・現在、福岡都市圏では活発な
無料取材が行われている。
・九州の旅行雑誌では糸島市を掲
載する動きが出て来ている。
・今後は関東、関西以西への働き
かけ、及び、観光や産物等の具体
的な楽しみ方のアプローチが重
要。

事業期間 平成２５年度～平成２７年度（３年間）

23,000

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

総事業費 23,000 千円

市民
 糸島ブランドの推進
 地域経済の循環・拡大
 定住化促進への好影響

【雑誌】全国誌での大型特集無料掲載
（千円）
【テレビ】糸島の風土を特集する無料番組
（本）

0
0

14,400
1

20,000
3

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
8,000 5,000 0 13,000

事業費（A）
8,000 5,000 0 13,000

事業費内訳
（主なもの）

委託料 委託料

従事職員数(人) 0.3 0.3 0 平均人件費 8,700

人件費（B） 2,610 2,610 0 人件費割合(%) 28.6

総コスト（A＋B） 10,610 7,610 0 総コスト計 18,220

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

3

事業費内訳
（主なもの）

平成28年度

その他

0

大使活動回数（情報発信回数）

求められる成果（単位）受益者 受益者の考えている価値

地方債

平成27年度

事業費（A）

最終目標値

県支出金

240

0

事業目的

■糸島の観光等効果的な広報活動の推進
①新たな観光大使の設置
　少数精鋭による国内での効果的な広報活動
②いとしま国際観光大使事業の実施
　九州大学留学生による情報発信を行い、外国人観光客の
　インバウンド強化を行う。

一般財源

款 項

一般会計

―

①糸島ふるさと大使41名委嘱を
行っているが、機能的な活動が行
われていない。

②海外への糸島情報発信が不足
している。（インバウンド対応）

進捗状況
・
現状

7

合計

事業開始時 現在値

1

平成２６年度～平成２８年度（３年間） 会計種類

0

（単位：千円）

平成26年度

4,085

目

0
糸島を知る。訪れる。楽し
む。

1,495 1,495

4,085

2,835 3,235

1,495

1,095 4,085

報償費
補助金

報償費
補助金

56.11,740

報償費
補助金

0.2 平均人件費 8,700

事業主体

実施方法

0

施　策 　⑮　観光情報の積極的な発信、提供を行う（インターネット活用など）

3,235

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

9,305総コスト（A＋B） 総コスト計

人件費割合(%)

事業期間

観光客

1,095 1,495

従事職員数(人) 0.2 0.2

財
源
内
訳

国庫支出金

人件費（B） 1,740 1,740

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

事 業 名 観光大使事業 担当部課 経済振興部 シティセールス課

重点プロジェクト 　該当なし

糸島市

事 業 内 容

①新たな観光大使の設置
糸島ふるさと大使を廃止し、糸島観光大使を設置。観光ＰＲ・
『糸島』認知度ＵＰを促す広報活動を行っていただく。
報償費の支払いを行う事により、積極的な大使活動を要請
し、4半期ごとの活動報告を求める。
②いとしま国際観光大使事業の実施
留学期間中をはじめ、帰国後も糸島の情報発信を行う人材を
確保する。
地域住民や観光事業者等との交流を深める機会を設ける
等、愛着を持って糸島の情報発信を行ってもらう。

総事業費 4,085 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目

直営

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

7 1 2

糸島市

実施方法

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （４）企業の誘致と新産業の創出

施　策 　⑯　九州大学などの学術研究機能を活用して研究所などを誘致する

重点プロジェクト 　該当なし

会計種類 一般会計

事 業 名 企業誘致推進事業（広告掲載） 担当部課 経済振興部 商工振興課

事業目的

本社機能が集積する関東を中心に、経営者が多く購読
している経済新聞に糸島リサーチパークの広告を掲載
し、糸島リサーチパークへの企業誘致を促進する。

事業主体

（うち市予算化分）
千円 予算科目

全面委託

事 業 内 容

糸島リサーチパークへ先端産業の企業誘致を行うため
に、本社機能が集積する関東を中心に、経営者が多く
購読している経済新聞に糸島リサーチパークの広告を
掲載し、研究機関の立地状況、総合特区の優遇制度、
立地環境などの優位性を多くの経営者等に情報発信
する。

進捗状況
・
現状

糸島リサーチパークは、民間の研
究所・先端型業種工場の誘致が
進んでいない。

事業期間 平成２６年度（１年間）

1,500

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

総事業費 1,500 千円

糸島市 雇用者の増加 企業立地件数（件） 0 0 1

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
1,500 0 0 1,500

事業費（A）
1,500 0 0 1,500

事業費内訳
（主なもの）

委託費

従事職員数(人) 0 0 0 平均人件費 8,700

人件費（B） 0 0 0 人件費割合(%) 0.0

総コスト（A＋B） 1,500 0 0 総コスト計 1,500

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等
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